
   

令和４年第４回瑞穂市議会定例会提出議案  
開会 令和４年１１月３０日 

報 告 

報告第１２号 専決処分の報告について（損害賠償） 

 

議 案 

議案第６６号 瑞穂市個人情報保護法施行条例の制定について 

議案第６７号 瑞穂市個人情報保護審査会条例の制定について 

議案第６８号 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

議案第６９号 瑞穂市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

議案第７０号 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理に関する条例の制定について 

議案第７１号 瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する

条例の一部を改正する条例について 

議案第７２号 瑞穂市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第７３号 瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例について 

議案第７４号 瑞穂市税条例等の一部を改正する条例について 

議案第７５号 瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

議案第７６号 瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第７７号 令和４年度瑞穂市一般会計補正予算（第７号） 

議案第７８号 令和４年度瑞穂市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

議案第７９号 令和４年度瑞穂市水道事業会計補正予算（第４号） 

議案第８０号 令和４年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第３号） 

議案第８１号 瑞穂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例につい

て       



報告第１２号 

   専決処分の報告について（損害賠償） 

 瑞穂市第１自転車駐車場に設置された一時利用券売機のタッチパネルを破損

した件につき和解し、損害賠償金及び遅延損害金の額を定めることについて地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分

したので、同条第２項の規定により報告する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 令和４年４月１４日午前０時２１分頃、瑞穂市第１自転車駐車場に設置され

た一時利用券売機のタッチパネルを叩き割り破損した件につき和解し、損害賠

償金及び遅延損害金の額を定めることにつき専決処分したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





議案第６６号 

   瑞穂市個人情報保護法施行条例の制定について 

 瑞穂市個人情報保護法施行条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法

律第３７号）の公布に伴い、市条例の制定を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市個人情報保護法施行条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び個人情報の保護に関する法

律施行令（平成１５年政令第５０７号）において使用する用語の例による。 

２ この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、

農業委員会、固定資産評価審査委員会及び監査委員をいう。 

 （個人情報取扱事務の登録及び閲覧） 

第３条 実施機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」と

いう。）について、個人情報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）を

備え、一般の閲覧に供しなければならない。 

２ 実施機関は、個人情報取扱事務を開始しようとするときは、あらかじめ、

当該個人情報取扱事務について、次に掲げる事項を登録簿に登録しなければ

ならない。登録した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

（１）個人情報取扱事務の名称 

（２）個人情報取扱事務を所管する組織の名称 

（３）個人情報取扱事務の目的 

（４）個人情報取扱事務の根拠 

（５）個人情報の対象者の範囲 

（６）個人情報の記録項目 

（７）個人情報の記録媒体 

（８）個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨 

（９）個人情報の収集先 

（１０）個人情報の目的外の利用及び提供の有無及び内容 

（１１）個人情報取扱事務の実施機関以外のものへの委託の有無及び内容 

（１２）前各号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

３ 前２項の規定は、次に掲げる個人情報取扱事務については、適用しない。 

（１）市の職員又は職員であった者に係る人事、給与、福利厚生等に関する事



務 

（２）物品若しくは金銭の送付又は業務上必要な連絡の用に供するため、相手

方の氏名、住所等の事項のみを取り扱う事務 

４ 実施機関は、第２項の規定により登録した個人情報取扱事務を廃止したと

きは、遅滞なく、登録簿から当該個人情報取扱事務に係る登録を抹消しなけ

ればならない。 

 （手数料等） 

第４条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額に

ついては、瑞穂市手数料条例（平成１５年瑞穂市条例第４９号）の定めると

ころによるものとし、訂正及び利用停止に係る手数料は、無料とする。 

２ 前項に定めるもののほか、保有個人情報が記録されている地方公共団体等

行政文書の写しの交付を受ける者は、当該写しの送付その他特別の費用を要

する場合は、規則の定めるところにより、当該費用を負担しなければならな

い。 

（審査会への諮問） 

第５条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報

の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に

必要であると認めるときは、瑞穂市個人情報保護審査会条例（令和 年瑞穂

市条例第  号）第１条に規定する瑞穂市個人情報保護審査会（以下「審査

会」という。）に諮問することができる。 

（１）この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

（２）法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場  

合 

（３）前２号に掲げる場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関す

る運用上の細則を定めようとする場合 

（実施状況の公表） 

第６条 市長は、毎年１回、各実施機関における保有個人情報の開示等の実施

状況を取りまとめ、公表するものとする。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、法及びこの条例の施行に関し必要な事



項は、実施機関が定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（瑞穂市個人情報保護条例の廃止） 

第２条 瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１３７号）は、廃

止する。 

（経過措置） 

第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の瑞穂市個人情報保護条

例（以下「旧条例」という。）第１０条又は第１１条第４項の規定によるそ

の業務に関して知り得た旧条例第２条第１号に規定する個人情報（以下「旧

個人情報」という。）の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利

用してはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例によ

る。 

（１）この条例の施行の際現に旧条例第２条第７号に規定する実施機関（以下

「旧実施機関」という。）の職員である者又はこの条例の施行前において

旧実施機関の職員であった者のうち、この条例の施行前において旧個人情

報の取扱いに従事していた者 

（２）この条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委託を

受けた業務に従事していた者 

（３）この条例の施行前において指定管理者が管理する公の施設の管理の業務

に従事していた者 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに旧条例第１

２条の規定によりなされた個人情報取扱事務の登録等は、この条例の相当規

定によりなされたものとみなす。 

３ 施行日前に旧条例第１４条第１項、第２項（旧条例第２２条第２項及び第

２５条の２第２項において準用する場合を含む。）若しくは第３項、第２２

条第１項又は第２５条の２第１項の規定による請求がされた場合における旧

条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお従

前の例による。 



４ 施行日前に旧条例の規定により旧条例第３３条第１項の規定により市に置 

かれた同項に規定する瑞穂市個人情報保護審査会（以下「旧審査会」という。） 

にされた諮問は、審査会にされたものとみなし、旧条例に規定する調査審議

については、なお従前の例による。 

５ この条例の施行前において旧審査会の委員であった者に係る旧条例第３５

条第４項の規定による職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない義

務については、この条例の施行後も、なお従前の例による。 



瑞穂市個人情報保護法施行条例の制定等について 

１．概 要 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）によ

り、個人情報保護制度が見直され、地方公共団体にも個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５７号）が適用されるため、関係する条例の制定、廃止及び一部改正を行うもの。 
個人情報の保護に関する法律の趣旨及び目的に照らし、①条例で定めることが法律上必要な事

項、②条例で定めることが法律上許容されている事項、③単なる内部の手続きに関する事項等に

ついては条例で定めることが許容されていることから、市条例により規定する。 
 

２．条例制定、廃止及び一部改正の内容 

 （１）瑞穂市個人情報保護法施行条例の制定 

・個人情報取扱事務登録簿の作成、公表（現条例で運用中の個人情報取扱事務登録簿の継続） 
・開示請求に係る手数料（写し１面につき 10 円等。現行の手数料から変更なし） 
・市個人情報保護審査会への諮問（個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づ

く意見を聴くことが特に必要と認める場合に市個人情報保護審査会に諮問） 
・瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年条例第１３７号）の廃止 

 
 （２）瑞穂市個人情報保護審査会条例の制定 

     ・市個人情報保護審査会の組織等（現条例と同様の内容を規定） 
 

（３）デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例の制定 
 

   ① 瑞穂市情報公開条例（平成１５年条例第８号）の一部改正 

     ・「瑞穂市個人情報保護条例」の規定を「個人情報の保護に関する法律」に改正 

   ② 瑞穂市手数料条例（平成１５年条例第４９号）の一部改正 

・「瑞穂市個人情報保護条例」の規定を「個人情報の保護に関する法律」に改正 

   ③ 瑞穂市まちづくり基本条例（平成２３年条例第１３号）の一部改正 

     ・「別に定める条例」の規定を「法令及び別に定める条例」に改正 

   ④ 瑞穂市防犯カメラの設置及び維持管理に関する条例（平成２３年条例第１４号）の一部改正 

・「瑞穂市個人情報保護条例」の規定を「個人情報の保護に関する法律」及び「瑞穂市個人情報

保護法施行条例」に改正 

   ⑤ 瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく

個人番号等の利用及び提供に関する条例（平成２７年条例第２２号）の一部改正 

・「瑞穂市個人情報保護条例」の規定を「瑞穂市個人情報保護法施行条例」に改正 等 

 

３．施行日 

   個人情報の保護に関する法律の改正が施行される令和５年４月１日から施行する。 

資料 ６６、６７、６８－６



議案第６７号 

   瑞穂市個人情報保護審査会条例の制定について 

 瑞穂市個人情報保護審査会条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法

律第３７号）の公布に伴い、市条例の制定を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市個人情報保護審査会条例 

 （設置） 

第１条 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」 

という。）に基づく個人情報保護制度の適正かつ公正な運営を確保するため、

瑞穂市個人情報保護審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 審査会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）法第１０５条第３項の規定により読み替えて準用する同条第１項の規定

による諮問に応じ審査請求について調査審議すること。 

（２）瑞穂市個人情報保護法施行条例（令和 年瑞穂市条例第  号）第５条

の規定による諮問に応じ調査審議すること。 

 （組織） 

第３条 審査会は、委員５人をもって組織する。 

 （委員） 

第４条 委員は、識見を有する者のうちから、市長が任命する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も同様とする。 

 （審査会の調査権限） 

第５条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁（法第１０５条第３項

の規定により読み替えて準用する同条第１項の規定により諮問をした実施機

関をいう。以下同じ。）に対し、保有個人情報（法第６０条第１項に規定す

る保有個人情報をいう。以下同じ。）が記録されている地方公共団体等行政

文書（同項に規定する地方公共団体等行政文書をいう。以下同じ。）の提示

を求めることができる。この場合においては、何人も、審査会に対し、その

提示された地方公共団体等行政文書の開示を求めることができない。 

２ 諮問庁は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒ん

ではならない。 



３ 審査会は、必要があると認めるときは、諮問庁に対し、保有個人情報の内

容を審査会の指定する方法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に

提出するよう求めることができる。 

４ 第１項及び前項に定めるもののほか、審査会は、審査請求に係る事件に関

し、審査請求人、参加人（行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１

３条第４項に規定する参加人をいう。以下同じ。）又は諮問庁（以下「審査

請求人等」という。）に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める

者にその知っている事実を陳述させることその他必要な調査をすることがで

きる。 

 （意見の陳述等） 

第６条 審査会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求人

等に口頭で意見を述べる機会を与えねばならない。ただし、審査会が、その

必要がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 前項本文の規定による意見の陳述（以下この条において「口頭意見陳述」

という。）は、審査会が期日及び場所を指定し、審査請求人、参加人及び諮

問庁並びに処分庁等（行政不服審査法第４条第１号に規定する処分庁等をい

う。第５項において同じ。）を招集して行うものとする。 

３ 口頭意見陳述において、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、

補佐人（行政不服審査法第３１条第３項に規定する補佐人をいう。）ととも

に出頭することができる。 

４ 口頭意見陳述において、審査会は、審査請求人等のする陳述が審査請求に

係る事件に関係のない事項にわたる場合その他相当でない場合には、これを

制限することができる。 

５ 口頭意見陳述に際し、審査請求人又は参加人は、審査会の許可を得て、審

査請求に係る事件に関し、処分庁等に対して、質問を発することができる。 

 （資料の提出等） 

第７条 審査会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求人

等に意見書又は資料の提出を認めることができる。 

２ 審査会は、前項の規定により審査請求人等から意見書又は資料が提出され

た場合には、審査請求人等（当該意見書又は資料を提出した者を除く。）に



その旨を通知するよう努めるものとする。 

 （提出資料の閲覧等） 

第８条 審査会は、第５条第３項若しくは第４項又は前条第１項の規定による

意見書又は資料の提出があったときは、当該意見書又は資料の写し（電磁的

記録にあっては、当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面）を当該

意見書又は資料を提出した審査請求人等以外の審査請求人等に送付するもの

とする。ただし、第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその

他正当な理由があるときは、この限りでない。 

２ 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に提出された意見書若しくは資料

の閲覧又は写しの交付（以下この条において「閲覧等」という。）を求める

ことができる。この場合において、審査会は、第三者の利益を害するおそれ

があると認めるときその他正当な理由があるときでなければ、その閲覧等を

拒むことができない。 

３ 審査会は、第１項の規定による送付をし、又は前項の規定による閲覧をさ

せ、若しくは同項の規定による交付をしようとするときは、当該送付又は閲

覧若しくは交付に係る意見書又は資料を提出した審査請求人等の意見を聴か

なければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるときは、こ

の限りでない。 

４ 審査会は、前２項の規定による閲覧等について、日時及び場所を指定する

ことができる。 

 （調査審議手続の非公開） 

第９条 審査会の行う調査審議の手続は、公開しない。 

 （審査請求の制限） 

第１０条 この条例の規定により審査会又は委員がした処分については、行政

不服審査法による審査請求をすることができない。 

 （答申書の送付等） 

第１１条 審査会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審査請

求人及び参加人に送付するとともに、答申の内容を公表するものとする。 

 （規則への委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な



事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に瑞穂市個人情報保護法施行条例附則第２条の規定 

による廃止前の瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１３７号） 

第３３条第１項の規定により市に置かれた同項に規定する瑞穂市個人情報保

護審査会の委員である者は、この条例の施行の日に、第４条第１項の規定に

よる任命を受けたものとみなす。 



議案第６８号 

   デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う

関係条例の整理に関する条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法

律第３７号）の公布に伴い、関係条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律の施行に

伴う関係条例の整理に関する条例 

 （瑞穂市情報公開条例の一部改正） 

第１条 瑞穂市情報公開条例（平成１５年瑞穂市条例第８号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第１０条の２中「、瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１

３７号）第７条」を「、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５

７号）第６９条」に改める。 

（瑞穂市手数料条例の一部改正） 

第２条 瑞穂市手数料条例（平成１５年瑞穂市条例第４９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条第２項中「瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１３

７号）」を「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」に

改める。 

別表８の部（１３）の項中「瑞穂市個人情報保護条例」を「個人情報の保

護に関する法律」に改める。 

 （瑞穂市まちづくり基本条例の一部改正） 

第３条 瑞穂市まちづくり基本条例（平成２３年瑞穂市条例第１３号）の一部

を次のように改正する。 

  第１３条中「、別に定める条例」を「、法令及び別に定める条例」に改め

る。 

 （瑞穂市防犯カメラの設置及び維持管理に関する条例の一部改正） 

第４条 瑞穂市防犯カメラの設置及び維持管理に関する条例（平成２３年瑞穂

市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第６条中「、瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１３７号。

以下「個人情報条例」という。）」を「、個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）及び瑞穂市個人

情報保護法施行条例（令和 年瑞穂市条例第  号）」に改める。 

第７条中「、個人情報条例」を「、個人情報保護法」に改める。 

第８条第１項第１号及び第９条第２項中「個人情報条例」を「個人情報保



護法」に改める。 

第１０条第２項中「、個人情報条例第１１条」を「、個人情報保護法」に

改める。 

 （瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例の一部改正） 

第５条 瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例（平成２７年瑞

穂市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「瑞穂市個人情報保護条例（平成１５年瑞穂市条例第１３７号）」

を「瑞穂市個人情報保護法施行条例（令和 年瑞穂市条例第  号）」に改

める。 

第３条第１項中「特定個人情報」の次に「（以下「保有特定個人情報」と

いう。）」を加える。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



 
 

瑞穂市情報公開条例（平成15年瑞穂市条例第８号）新旧対照表（第１条関係） 

改正後（案） 現行 

（個人情報の適正な取扱い） （個人情報の適正な取扱い） 

第10条の２ 実施機関は、第７条第２号及び前３条の規定の適用に当た

っては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）第69条 
  が規定する個人情報に係る提供の制限の趣旨に反することのないよ

うにしなければならない。 

第10条の２ 実施機関は、第７条第２号及び前３条の規定の適用に当た

っては、瑞穂市個人情報保護条例（平成15年瑞穂市条例第137号）第７

条が規定する個人情報に係る提供の制限の趣旨に反することのないよ

うにしなければならない。 
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瑞穂市手数料条例（平成15年瑞穂市条例第49号）新旧対照表（第２条関係） 

改正後（案） 現行 

（手数料の免除） （手数料の免除） 

第４条 略 第４条 略 

２ 前項に規定するほか、行政不服審査法（平成26年法律第68号）第38
条第１項又は同法第81条第３項の規定により準用する同法第78条第１

項の規定（別表備考に規定する同法を準用して適用する場合を含む。）

による書面若しくは書面の写しの交付若しくは電磁的記録に記録され

た事項を記載した書面の交付、瑞穂市情報公開条例（平成15年瑞穂市

条例第８号）の規定による公開の実施若しくは審査請求の手続におけ

る写しの交付又は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）

   の規定による開示の実施又は審査請求の手続における写しの交付

の場合であって、審査請求人、参加人、公開請求者又は開示請求者が

経済的困難その他特別の理由があるときは、当該交付に必要な費用は

免除する。 

２ 前項に規定するほか、行政不服審査法（平成26年法律第68号）第38
条第１項又は同法第81条第３項の規定により準用する同法第78条第１

項の規定（別表備考に規定する同法を準用して適用する場合を含む。）

による書面若しくは書面の写しの交付若しくは電磁的記録に記録され

た事項を記載した書面の交付、瑞穂市情報公開条例（平成15年瑞穂市

条例第８号）の規定による公開の実施若しくは審査請求の手続におけ

る写しの交付又は瑞穂市個人情報保護条例（平成15年瑞穂市条例第13
7号）の規定による開示の実施又は審査請求の手続における写しの交付

の場合であって、審査請求人、参加人、公開請求者又は開示請求者が

経済的困難その他特別の理由があるときは、当該交付に必要な費用は

免除する。 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務の種類 事務の内容 手数料の名

称 
単位 額 

     

     
8 各種証明 (1) 6に掲げるもの 租税公課証 1通につき 300 

事務の種類 事務の内容 手数料の名

称 
単位 額 

     

     
8 各種証明 (1) 6に掲げるもの 租税公課証 1通につき 300 
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に関する

事務（1か
ら7までに

掲げる事

務に関す

るものを

除く。） 

以外の租税公課に

関する証明書の交

付 

明書交付手

数料 

    

    
(12) 8の(1)から(1

1)までに掲げるも

の以外の証明書そ

の他の写しの交付 

その他証明

書交付手数

料 

1通につき 300 

(13) 行政不服審査

法第38条第1項又

は同法第81条第3
項の規定により準

用する同法第78
条第1項の規定に

よる書面若しくは

書面の写しの交付

若しくは電磁的記

録に記録された事

項を記載した書面

の交付、瑞穂市情

報公開条例の規定

公文書写し

等交付手数

料 

1冊、1事件

又は1面に

つき 

10円。ただ

し、複写機に

よる多色刷

りの場合は1
00円とし、写

しの送付、フ

ィルム又は

電磁的記録

等の交付で

特別の費用

が必要な場

合は、規則に

定めるとこ

に関する

事務（1か
ら7までに

掲げる事

務に関す

るものを

除く。） 

以外の租税公課に

関する証明書の交

付 

明書交付手

数料 

    

    
(12) 8の(1)から(1

1)までに掲げるも

の以外の証明書そ

の他の写しの交付 

その他証明

書交付手数

料 

1通につき 300 

(13) 行政不服審査

法第38条第1項又

は同法第81条第3
項の規定により準

用する同法第78
条第1項の規定に

よる書面若しくは

書面の写しの交付

若しくは電磁的記

録に記録された事

項を記載した書面

の交付、瑞穂市情

報公開条例の規定

公文書写し

等交付手数

料 

1冊、1事件

又は1面に

つき 

10円。ただ

し、複写機に

よる多色刷

りの場合は1
00円とし、写

しの送付、フ

ィルム又は

電磁的記録

等の交付で

特別の費用

が必要な場

合は、規則に

定めるとこ



- 3 - 

による公開の実施

若しくは審査請求

の手続における写

しの交付又は個人

情報の保護に関す

る法律の規定によ

る開示の実施又は

審査請求の手続に

おける写しの交付 

ろによる。 

(14) 8の(13)に掲

げるもの以外の法

令又は条例若しく

は規則に基づく公

文書の閲覧 

公文書閲覧

手数料 
1冊、1事件

又は1面に

つき 

300 

9 火薬類取

締法（昭和

25年法律

第149号。

以下この9
において

「法」とい

う。）の施

行に関す

法第25条第1項に規

定する火薬類の消費

の許可（煙火に係る

ものに限る。）の申

請に対する審査 

煙火消費許

可申請手数

料 

1件につき 7,900 

による公開の実施

若しくは審査請求

の手続における写

しの交付又は瑞穂

市個人情報保護条

例  の規定によ

る開示の実施又は

審査請求の手続に

おける写しの交付 

ろによる。 

(14) 8の(13)に掲

げるもの以外の法

令又は条例若しく

は規則に基づく公

文書の閲覧 

公文書閲覧

手数料 
1冊、1事件

又は1面に

つき 

300 

9 火薬類取

締法（昭和

25年法律

第149号。

以下この9
において

「法」とい

う。）の施

行に関す

法第25条第1項に規

定する火薬類の消費

の許可（煙火に係る

ものに限る。）の申

請に対する審査 

煙火消費許

可申請手数

料 

1件につき 7,900 
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る事務 
 

る事務 
 

備考 略 備考 略 
 



 

瑞穂市まちづくり基本条例（平成23年瑞穂市条例第13号）新旧対照表（第３条関係） 

改正後（案） 現行 

（個人情報の保護） （個人情報の保護） 

第13条 市議会及び市の執行機関は、市民の権利利益を保護するため、

法令及び別に定める条例により、市の保有する個人情報を適正に取り

扱います。 

第13条 市議会及び市の執行機関は、市民の権利利益を保護するため、

別に定める条例        により、市の保有する個人情報を適正に取り

扱います。 
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瑞穂市防犯カメラの設置及び維持管理に関する条例（平成23年瑞穂市条例第14号）新旧対照表（第４条関係） 

改正後（案） 現行 

（画像の保管） （画像の保管） 

第６条 実施機関は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57
号。以下「個人情報保護法」という。）及び瑞穂市個人情報保護法施

行条例（令和 年瑞穂市条例第 号）に定めるもののほか、規則で定

めるところにより、管理責任者に画像及び画像データの適正な利用及

び保管についての措置を講じさせなければならない。 

第６条 実施機関は、瑞穂市個人情報保護条例（平成15年瑞穂市条例第1
37号。以下「個人情報条例」という。）                           
                                  に定めるもののほか、規則で定

めるところにより、管理責任者に画像及び画像データの適正な利用及

び保管についての措置を講じさせなければならない。 

（本人開示等） （本人開示等） 

第７条 防犯カメラに画像として記録されている本人から当該本人の画

像データの開示請求があったときは、個人情報保護法、瑞穂市情報公

開条例（平成15年瑞穂市条例第８号）その他関係法令等の規定に基づ

き、当該画像データを本人に開示するよう配慮しなければならない。

ただし、容易に第三者と区別できない場合及び防犯上の妨げになるお

それのある場合は、この限りでない。 

第７条 防犯カメラに画像として記録されている本人から当該本人の画

像データの開示請求があったときは、個人情報条例  、瑞穂市情報公

開条例（平成15年瑞穂市条例第８号）その他関係法令等の規定に基づ

き、当該画像データを本人に開示するよう配慮しなければならない。

ただし、容易に第三者と区別できない場合及び防犯上の妨げになるお

それのある場合は、この限りでない。 

（目的外利用及び提供） （目的外利用及び提供） 

第８条 実施機関は、次の各号に定める場合を除き、画像データを防犯

カメラの設置目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 
第８条 実施機関は、次の各号に定める場合を除き、画像データを防犯

カメラの設置目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

(1) 個人情報保護法に規定する場合 (1) 個人情報条例  に規定する場合 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

２ 略 ２ 略 
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（管理責任者及び管理従事者の責務） （管理責任者及び管理従事者の責務） 

第９条 略 第９条 略 

２ 管理責任者は、本条例及び個人情報保護法に定めるもののほか、画

像データの保管及び利用に関し、規則で定める措置を講じなければな

らない。 

２ 管理責任者は、本条例及び個人情報条例  に定めるもののほか、画

像データの保管及び利用に関し、規則で定める措置を講じなければな

らない。 

（委託に伴う措置等） （委託に伴う措置等） 

第10条 略 第10条 略 

２ 前項の場合において、委託業者等と締結する委託契約等で、個人情

報保護法    の規定に基づく個人情報保護の措置の履行を義務付けな

ければならない。 

２ 前項の場合において、委託業者等と締結する委託契約等で、個人情

報条例第11条の規定に基づく個人情報保護の措置の履行を義務付けな

ければならない。 
 
 

 
 



 

瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例（平成27年瑞穂市条

例第22号）新旧対照表（第５条関係） 

改正後（案） 現行 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例による用語の意義は、法及び瑞穂市個人情報保護法施

行条例（令和 年瑞穂市条例第  号）において使用する用語の例に

よる。 

第２条 この条例による用語の意義は、法及び瑞穂市個人情報保護条例

（平成15年瑞穂市条例第137号）    において使用する用語の例に

よる。 

（個人番号の利用に係る事務） （個人番号の利用に係る事務） 

第３条 市の実施機関（法令の規定により法別表第１の上欄に掲げる事

務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、

その者を含む。）は、同表の上欄に掲げる区分に応じて、それぞれ同

表の下欄に掲げる事務（以下「法定利用事務」という。）のほか、別

表第１に掲げる事務の処理に関して、自らが保有する特定個人情報（以

下「保有特定個人情報」という。）を効率的に検索し、及び管理する

ために必要な限度で個人番号を独自に利用することができる。当該事

務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。 

第３条 市の実施機関（法令の規定により法別表第１の上欄に掲げる事

務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合にあっては、

その者を含む。）は、同表の上欄に掲げる区分に応じて、それぞれ同

表の下欄に掲げる事務（以下「法定利用事務」という。）のほか、別

表第１に掲げる事務の処理に関して、自らが保有する特定個人情報 

                を効率的に検索し、及び管理する

ために必要な限度で個人番号を独自に利用することができる。当該事

務の全部又は一部の委託を受けた者も、同様とする。 
２・３ 略 ２・３ 略 
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議案第６９号 

   瑞穂市職員の高齢者部分休業に関する条例の制定について 

 瑞穂市職員の高齢者部分休業に関する条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 職員の定年引上げ等を踏まえ、職員の加齢による諸事情等へ対応し、仕事と

生活の両立を支援するための環境整備として、高齢者部分休業の制度を導入す

るため、市条例の制定を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市職員の高齢者部分休業に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」 

という。）第２６条の３の規定に基づき、職員の高齢者部分休業に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（高齢者部分休業） 

第２条 高齢者部分休業の承認は、当該職員の１週間当たりの通常の勤務時間 

の２分の１を超えない範囲内で、３０分を単位として行うものとする。 

２ 法第２６条の３第１項の高年齢として条例で定める年齢は、６０歳とする。 

（高齢者部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、瑞穂市職

員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）第１８条の規定に 

かかわらず、その勤務しない１時間につき、給料の月額（給料の調整額を含 

む。）並びにこれに対する地域手当及び管理職手当の月額の合計額に１２を

乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから同条例第２

２条に規定する規則で定める時間を減じたもので除して得た額を減額して給

与を支給する。 

 （承認の取消し又は休業時間の短縮） 

第４条 任命権者は、高齢者部分休業をしている職員の業務を処理するための 

 措置を講ずることが著しく困難となった場合で当該職員の同意を得たときは、 

 高齢者部分休業の承認を取り消し、又は休業時間（高齢者部分休業の承認を 

 受けた１週間当たりの勤務しない時間をいう。以下同じ。）を短縮すること 

 ができる。 

 （休業時間の延長） 

第５条 任命権者は、既に高齢者部分休業をしている職員から休業時間の延長 

 の申出があった場合で公務の運営に支障がないと認めるときは、当該職員に 

 係る部分休業時間の延長を承認することができる。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

２ 瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１５年瑞穂市条

例第１１９号）の一部を次のように改正する。 

  第１８条第２項中「勤務しないことをいう。）」の次に「、高齢者部分休

業（当該職員が高齢者として管理者が定める年齢に達した日から当該職員に

係る定年退職日までの期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことを

いう。）」を加える。 

 （瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

３ 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２０年瑞穂市条例

第３１号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第３項第２号を同項第３号とし、同項第１号中「介護休暇」の次に 

「又は第１６条の２の規定による介護時間」を加え、同号を同項第２号とし、 

同項に第１号として次の１号を加える。 

（１）地方公務員法第２６条の３第１項の規定による承認 



 

- 1 - 
 

瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成15年瑞穂市条例第119号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（給与の減額） （給与の減額） 

第18条 略 第18条 略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの

子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の

時間に限る。）を勤務しないことをいう。）、高齢者部分休業（当該

職員が高齢者として管理者が定める年齢に達した日から当該職員に係

る定年退職日までの期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないこ

とをいう。）、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、

配偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものを

いう。以下同じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該職員が

要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の一部（２時間を超えな

い範囲内の時間に限る。）について勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合

には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務

１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するまでの

子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超えない範囲内の

時間に限る。）を勤務しないことをいう。）                      
                                                              
                                                              
            、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者、父母、子、

配偶者の父母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢により

管理者が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものを

いう。以下同じ。）の介護をするため、勤務しないことが相当である

と認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該職員が

要介護者の介護をするため、１日の勤務時間の一部（２時間を超えな

い範囲内の時間に限る。）について勤務しないことが相当であると認

められる場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合

には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務

１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 
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瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条例第31号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） （短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 略 第４条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受

けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事

させることが当該業務を処理するため適当であると認める場合には、

短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認を受

けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該職員の業務に従事

させることが当該業務を処理するため適当であると認める場合には、

短時間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

(1) 地方公務員法第26条の３第１項の規定による承認  

(2) 瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年瑞穂市条

例第27号）第16条の規定による介護休暇又は第16条の２の規定によ

る介護時間の承認 

(1) 瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年瑞穂市条

例第27号）第16条の規定による介護休暇                         
         の承認 

(3) 略 (2) 略 
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瑞穂市職員の高齢者部分休業に関する条例について 

 

職員の定年引上げ等を踏まえ、職員の加齢による諸事情等へ対応し、仕事と生活

の両立を支援するための環境整備として、高齢者部分休業の制度を導入するため、

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の３の規定に基づき、必要な

事項を定めるもの。 

 

【概要】 

１．部分休業の承認（第２条第１項） 

  職員の１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で、３０分

を単位として行うものとする。 

 

 

２．部分休業の対象となる年齢（第２条第２項） 

  部分休業の対象となる年齢を６０歳とする。 

 

 

３．部分休業時の給与等（第３条） 

  部分休業の取得により勤務しない時間分の給与は、減額して支給する。 

 

 

４．施行日 

令和５年４月１日 
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議案第７０号 

   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定について 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の公布に伴い、

市関係条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例 

（瑞穂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 瑞穂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成１５年瑞穂市条

例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第４条中「、給料月額」を「、その発令の日に受ける給料月額」に改め、

同条に後段として次のように加える。 

この場合において、その減ずる額が現に受ける給料月額の１０分の１に

相当する額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

（公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第２条 公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例（平成１５年瑞穂

市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２項中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

（５）瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間（同条

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占め

る職員 

第１０条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

（５）瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間（同条

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占め

る職員 

（瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第３条 瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１５年瑞穂市条例

第２７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３項中「第２８条の４第１項若しくは第２８条の５第１項又は同

法第２８条の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第２２

条の５第１項」に、「第２８条の５第１項に」を「第２２条の４第１項に」

に、「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第３条、第４条第２項及び第１２条第１項第１号中「再任用短時間勤務職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（瑞穂市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 



第４条 瑞穂市職員の育児休業等に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第２８

号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１

号を加える。 

（３）瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間（同条

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占め

る職員 

第９条に次の１号を加える。 

（３）瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間（同条

の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職を占め

る職員 

第１７条第２号中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に、

「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤務職員等」に改める。 

第１８条第１項中「再任用短時間勤務職員等」を「定年前再任用短時間勤

務職員等」に改める。 

（瑞穂市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第５条 瑞穂市職員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）の

一部を次のように改正する。 

第５条第３項及び第４項中「その者」を「当該職員」に改める。 

第６条を次のように改める。 

（定年前再任用短時間勤務職員の給料月額） 

第６条 法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該定年前

再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時間勤務職員

の項に掲げる基準給料月額のうち、前条第２項の規定により当該定年前再

任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、勤務時間条例第２条

第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時間勤務職員の勤務時

間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

第８条第１項、第２項ただし書及び第３項中「その者」を「当該職員」に

改める。 



第１６条第１項第１号中「以下」の次に「この項及び次項において」を加

え、同項第２号中「以下」の次に「この条において」を加え、同条第２項第

１号中「算出したその者」を「算出した当該職員」に改め、「相当する額（

以下」の次に「この号において」を加え、同号ただし書中「以下」の次に「

この号及び第３号において」を加え、「その者」を「当該職員」に改め、同

項第２号中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同項第３号中「その者」を「当該職員」に改める。 

第１９条第１項中「場合は」を「場合には」に改め、同条第２項中「再任

用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第３項

中「この条」を「この項」に改め、同条第４項中「（第２項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）」を削り、「場合は」を「場合には」に改

め、同条第５項中「場合は」を「場合には」に改める。 

第２３条の４第２項中「その者」を「当該職員」に改め、同条第３項中「

再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第２３条の７第１項中「この条」を「この項から第３項まで」に、「その

者」を「当該職員」に改め、同条第２項各号中「再任用職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

第２３条の９第２項中「第１４条」を「第５条第３項及び第４項、第８条

並びに第１４条」に、「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改める。 

附則に次の７項を加える。 

１５ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後におけ

る最初の４月１日（附則第１７項において「特定日」という。）以後、当

該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第５条第２項の規定により

当該職員の属する職務の級並びに同条第３項及び第４項並びに第８条第２

項及び第３項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額に１００分の

７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを

切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円

に切り上げるものとする。）とする。 

１６ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 



（１）臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される

職員及び非常勤職員 

（２）瑞穂市職員の定年等に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第２１号）

第９条第１項又は第２項の規定により法第２８条の２第１項に規定する

異動期間（同条例第９条第１項又は第２項の規定により延長された期間

を含む。）を延長された同条例第６条に規定する職を占める職員 

（３）瑞穂市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定によ

り勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項

の規定が適用されていた職員を除く。） 

１７ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であ

って、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第１９項に

おいて「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受

ける職員のうち、特定日に附則第１５項の規定により当該職員の受ける給

料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が異動日の前

日に当該職員が受けていた給料月額に１００分の７０を乗じて得た額（当

該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１

００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとする。

以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる職

員（規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第１

５項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定

日給料月額との差額に相当する額を給料として支給する。 

１８ 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給料

月額との合計額が第５条第２項の規定により当該職員の属する職務の級に

おける最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定の適用につ

いては、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、「第５条

第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料

月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

１９ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第１５項

の規定の適用を受ける職員に限り、附則第１７項に規定する職員を除く。）

であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必要がある



と認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規

則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額を給料として

支給する。 

２０ 附則第１７項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第１５項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該

給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、当分

の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前

３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

２１ 附則第１５項から前項までに定めるもののほか、附則第１５項の規定

による給料月額、附則第１７項の規定による給料その他附則第１５項から

前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職員以

外の職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

  円 

187,700 

  円 

215,200 

  円 

255,200 

  円 

274,600 

  円 

289,700 

  円 

315,100 

  円 

356,800 

別表第２中「再任用職員以外の職員」を「定年前再任用短時間勤務職員以

外の職員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改める。 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 

 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 

     円 

  235,100  

     円 

  255,400  

     円 

  262,600  

     円 

  272,800  

 

（瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例 

の一部改正） 

第６条 瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条 



例（平成１５年瑞穂市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条

の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」

を「第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下「定

年前再任用短時間勤務職員」に改め、同条第２号中「再任用職員」を「定年

前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第４条中「法第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項に規定する短時

間勤務の職を占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第７条 瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１５年瑞穂

市条例第１１９号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改め 

る。 

第２１条の見出し中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に

改め、同条中「第５条、第６条及び第６条の２」を「第６条、第６条の２、

第６条の３及び第７条の２」に、「第２８条の４第１項、第２８条の５第１

項又は第２８条の６第１項若しくは第２項」を「第２２条の４第１項又は第

２２条の５第１項」に改める。 

（瑞穂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第８条 瑞穂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年瑞穂

市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改める。 

( 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 )  

第９条 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２０年瑞穂市

条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第１項」に改め

る。 

  第８条を次のように改める。 

 第８条 第３条の規定により採用された職員の給料月額は、当該職員が地方 

公務員法第２２条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以 



  下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるとした場合に適用さ

れる瑞穂市職員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号。以

下「給与条例」という。）第３条第２項に規定する給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、給与条例第３条第３項

の規定により当該職員の属する職務の級に応じた額とする。 

２ 第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」と

いう。）の給料月額は、当該職員が定年前再任用短時間勤務職員であると

した場合に適用される給与条例第３条第２項に規定する給料表の定年前再

任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、給与条例第３条第

３項の規定により当該職員の属する職務の級に応じた額に、当該職員につ

いて定められた勤務時間を瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第

２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

（瑞穂市職員の降給に関する条例の一部改正） 

第１０条 瑞穂市職員の降給に関する条例（平成２８年瑞穂市条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

第２条中「とする」を「並びに地方公務員法第２８条の２第１項に規定す

る降給（同項本文の規定による他の職への転任により現に属する職務の級よ

り同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとな

った場合において、降格することをいう。）とする」に改める。 

第３条各号列記以外の部分中「降任された」を「降任により現に属する職

務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行する

こととなった」に、「該当する場合において」を「該当し」に、「とき」を

「場合」に改める。 

附則を附則第１項とし、附則に次の３項を加える。 

２ 瑞穂市職員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）附則

第１５項の規定の適用を受ける職員に対する第２条の規定の適用について

は、当分の間、同条中「とする」とあるのは、「並びに瑞穂市職員の給与

に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）附則第１５項の規定によ

る降給とする」とする。 

３ 第５条の規定は、瑞穂市職員の給与に関する条例附則第１５項の規定に 



よる降給の場合には、適用しない。この場合において、同項の規定の適用

を受ける職員には、規則の規定により、同項の規定の適用により給料月額

が異動することとなった旨の通知を行うものとする。 

４ 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１５条第１項に規定す

る企業職員及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律

第２８９号）附則第５項の規定の適用を受ける職員の降給については、こ

の条例の規定を準用する。 

（瑞穂市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１１条 瑞穂市職員の再任用に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第２０号）

は、廃止する。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （定義） 

第２条 この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１）令和３年改正法 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第

６３号）をいう。 

（２）暫定再任用職員 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項（こ

れらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１項若し

くは第２項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の

規定により採用された職員をいう。 

（３）暫定再任用短時間勤務職員 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは

第２項（これらの規定を令和３年改正法附則第９条第３項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員をいう。 

（４）定年前再任用短時間勤務職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１ 

号）第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された 



職員をいう。 

（改正後の公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例における経過

措置） 

第３条 瑞穂市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例（令和 年瑞

穂市条例第  号）附則第２条第１項の規定による期限の延長をすることとさ

れている職員は、瑞穂市職員の定年等に関する条例（平成１５年瑞穂市条例

第２１号）第４条第２項の規定により期限を延長することとされている職員

とみなして、改正後の公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例の

規定を適用する。 

（改正後の瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例における経過措置） 

第４条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなし

て、第３条の規定による改正後の瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の規定を適用する。 

（改正後の瑞穂市職員の育児休業等に関する条例における経過措置） 

第５条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第

１０条に規定する育児短時間勤務（同法第１７条の規定による短時間勤務を

含む。）を行う職員に対する瑞穂市職員の給与に関する条例附則第１５項の

規定の適用については、同項中「）とする」とあるのは、「）に、勤務時間

条例第２条第３項の規定により定められた当該職員の勤務時間を同条第１項

に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

（改正後の瑞穂市職員の給与に関する条例における経過措置） 

第６条 暫定再任用職員（暫定再任用短時間勤務職員を除く。以下この項及び

次項において同じ。）の給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短

時間勤務職員であるものとした場合に適用される瑞穂市職員の給与に関する

条例第３条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲

げる基準給料月額のうち、同条例第５条第２項の規定により当該暫定再任用

職員の属する職務の級に応じた額とする。 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律第１０条第１項に規定する育児短時

間勤務（同法第１７条の規定による短時間勤務を含む。）をしている暫定再

任用職員に対する前項の規定の適用については、同項中「とする」とあるの



は、「に、地方公務員の育児休業等に関する法律第１４条（同法第１７条の

規定による短時間勤務を含む。）の規定に基づき定められた当該暫定再任用

職員の勤務時間を瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第１項

に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする」とする。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員

が定年前再任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される瑞穂市職

員の給与に関する条例第３条第２項に規定する給料表の定年前再任用短時間

勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、同条例第５条第２項の規定によ

り当該暫定再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、瑞穂市職

員の勤務時間、休暇等に関する条例第２条第３項の規定により定められた当

該暫定再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で

除して得た数を乗じて得た額とする。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

第５条の規定による改正後の瑞穂市職員の給与に関する条例（以下「新給与

条例」という。）の規定を適用する。 

５ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例

第２３条の４第３項の規定を適用する。 

６ 新給与条例第２３条の７第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合に

おける勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定

に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤

務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部

を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第９条第２項に規定する暫定

再任用職員（次号において「暫定再任用職員」という。）」と、同項第２号

中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職

員及び暫定再任用職員」とする。 

７ 新給与条例第５条第３項及び第４項、第８条並びに第１４条から第１５条

の２までの規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

８ 新給与条例附則第１５項から第２１項までの規定は、令和３年改正法附則

第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

（改正後の瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定め



る条例における経過措置） 

第７条 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第６条

の規定による改正後の瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び

基準を定める条例第２条の規定を適用する。 

２ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、

第６条の規定による改正後の瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種

類及び基準を定める条例第４条の規定を適用する。 

 （改正後の瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例における経過

措置） 

第８条 瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条、第６条の

２、第６条の３及び第７条の２の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 



 

 
 

瑞穂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（平成15年瑞穂市条例第23号）新旧対照表（第1条関係） 

改正後（案） 現行 

（減給の効果） （減給の効果） 

第４条 減給は、１日以上６月以下の期間、その発令の日に受ける給料月

額（地方公務員法第 22 条の２第１項第１号に掲げる職員については、

瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年瑞

穂市条例第６号）第 19 条第１項から第３項までに規定する報酬の額）

の 10 分の１以下に相当する額を給料から減ずるものとする。この場合

において、その減ずる額が現に受ける給料月額の 10 分の１に相当する

額を超えるときは、当該額を減ずるものとする。 

第４条 減給は、１日以上６月以下の期間、給料月額         

 （地方公務員法第 22 条の２第１項第１号に掲げる職員については、

瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年瑞

穂市条例第６号）第 19 条第１項から第３項までに規定する報酬の額）

の 10 分の１以下に相当する額を給料から減ずるものとする。 
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公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例（平成15年瑞穂市条例第24号）新旧対照表（第2条関係） 

改正後（案） 現行 

（職員の派遣） 

第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)～(4) 略 

(5) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間

（同条の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職

を占める職員 

(6) 略 

３ 略 

（法第 10 条第１項に規定する条例で定める職員） 

第 10 条 法第 10 条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

(1)～(4) 略 

(5) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間

（同条の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督職

を占める職員 

(6) 略 

 

（職員の派遣） 
第２条 略 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる職員とす

る。 

(1)～(4) 略 

 

 

 

(5) 略 

３ 略 

（法第 10 条第１項に規定する条例で定める職員） 

第 10 条 法第 10 条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

(1)～(4) 略 

 

 

 

(5) 略 
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瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成15年瑞穂市条例第27号）新旧対照表（第3条関係） 

改正後（案） 現行 

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法第 22 条の４第１項又は第 22 条の５第１項      

                   の規定により採用された職員

で同法第 22 条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の勤務時間は、第１項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週

間当たり 15 時間 30 分から 31 時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

４・５ 略 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。）とする。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等につ

いては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従いこれらの日に

加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けるものと

し、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員について

は、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けることができる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７

時間 45 分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育児短時間勤務

（１週間の勤務時間） 

第２条 略 

２ 略 

３ 地方公務員法第 28 条の４第１項若しくは第 28 条の５第１項又は同

法第 28 条の６第１項若しくは第２項  の規定により採用された職員

で同法第 28 条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以

下「再任用短時間勤務職員   」という。）の勤務時間は、第１項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週

間当たり 15 時間 30 分から 31 時間までの範囲内で、任命権者が定める。 

４・５ 略 

（週休日及び勤務時間の割振り） 

第３条 日曜日及び土曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。

以下同じ。）とする。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職員等につ

いては、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従いこれらの日に

加えて月曜日から金曜日までの５日間において週休日を設けるものと

し、再任用短時間勤務職員   及び任期付短時間勤務職員について

は、日曜日及び土曜日に加えて月曜日から金曜日までの５日間において

週休日を設けることができる。 

２ 任命権者は、月曜日から金曜日までの５日間において、１日につき７

時間 45 分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育児短時間勤務
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職員等については、１週間ごとの期間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき、７時間 45 分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振るものとし、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員については、１週間ごとの期間について、１日につき７時間 45 分

を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。 

第４条 略 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には、市の規則の定めるところにより、４週間ごとの期間につき８

日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８日以上で当該育児短時

間勤務等の内容に従った週休日、定年前再任用短時間勤務職員及び任期

付短時間勤務職員にあっては、８日以上の週休日）を設けなければなら

ない。ただし、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要（育児短時間勤

務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）により、４週間ご

との期間につき８日（育児短時間勤務職員等及び定年前再任用短時間勤

務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を設

けることが困難である職員について、市長と協議して、市の規則の定め

るところにより、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の

割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期

間につき１週間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日）を設ける場合には、この限りでない。 

（年次有給休暇） 

第 12 条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇とし、その日数は、

一の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲

職員等については、１週間ごとの期間について、当該育児短時間勤務等

の内容に従い１日につき、７時間 45 分を超えない範囲内で勤務時間を

割り振るものとし、再任用短時間勤務職員   及び任期付短時間勤務

職員については、１週間ごとの期間について、１日につき７時間 45 分

を超えない範囲内で勤務時間を割り振るものとする。 

第４条 略 

２ 任命権者は、前項の規定により週休日及び勤務時間の割振りを定める

場合には、市の規則の定めるところにより、４週間ごとの期間につき８

日の週休日（育児短時間勤務職員等にあっては８日以上で当該育児短時

間勤務等の内容に従った週休日、再任用短時間勤務職員   及び任期

付短時間勤務職員にあっては、８日以上の週休日）を設けなければなら

ない。ただし、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要（育児短時間勤

務職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容）により、４週間ご

との期間につき８日（育児短時間勤務職員等及び再任用短時間勤務職員 

    及び任期付短時間勤務職員にあっては、８日以上）の週休日を設

けることが困難である職員について、市長と協議して、市の規則の定め

るところにより、４週間を超えない期間につき１週間当たり１日以上の

割合で週休日（育児短時間勤務職員等にあっては、４週間を超えない期

間につき１週間当たり１日以上の割合で当該育児短時間勤務等の内容

に従った週休日）を設ける場合には、この限りでない。 

（年次有給休暇） 

第 12 条 年次有給休暇は、一の年ごとにおける休暇とし、その日数は、

一の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に掲
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げる日数とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 20 日（育児短時間勤務

職員等、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあ

っては、その者の勤務時間等を考慮し 20 日を超えない範囲内で規則

で定める日数） 

(2)･(3) 略 

２・３ 略    

げる日数とする。 

(1) 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 20 日（育児短時間勤務

職員等、再任用短時間勤務職員   及び任期付短時間勤務職員にあ

っては、その者の勤務時間等を考慮し 20 日を超えない範囲内で規則

で定める日数） 

(2)･(3) 略 

２・３ 略    
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瑞穂市職員の育児休業等に関する条例（平成15年瑞穂市条例第28号）新旧対照表（第4条関係） 

改正後（案） 現行 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 
第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 

(1)･(2) 略 
(3) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間

（同条の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督

職を占める職員 
(4) 略 
(5) 略 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 
第９条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 
(1)･(2) 略 
(3) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条の規定により異動期間

（同条の規定により延長された期間を含む。）を延長された管理監督

職を占める職員 
（部分休業をすることができない職員） 
第17条 育児休業法第19条第１項に規定する条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 
(1) 略 

(1)･(2) 略 
 
 
 

(3) 略 
(4) 略 

（育児短時間勤務をすることができない職員） 
第９条 育児休業法第10条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。 
(1)･(2) 略 

 
 
 
（部分休業をすることができない職員） 
第17条 育児休業法第19条第１項に規定する条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 
(1) 略 
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(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市の規則で定め

る非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短時間勤務職

員等」という。）を除く。） 
（部分休業の承認） 
第18条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤

務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等を除く。以下この

条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤

務時間）の始め又は終わりにおいて、30分を単位として行うものとす

る。 
２・３ （略） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市の規則で定め

る非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第28条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員等  
    」という。）を除く。） 

（部分休業の承認） 
第18条 部分休業（育児休業法第19条第１項に規定する部分休業をいう。

以下同じ。）の承認は、勤務時間条例第８条第１項に規定する正規の勤

務時間（非常勤職員（再任用短時間勤務職員等     を除く。以下この

条において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤

務時間）の始め又は終わりにおいて、30分を単位として行うものとす

る。 
２・３ （略） 

  

 

 

 



- 1 - 
 

瑞穂市職員の給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第35号）新旧対照表（第5条関係） 

改正後（案） 現行 

（級等の決定） 

第５条 略 

２ 略 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号給は、規則で定める

初任給の基準に従い決定する。ただし、地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第 110 号）第 10 条第３項の規定により同条第１

項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承

認を受けた職員（同法第 17 条の規定による短時間勤務をすることとな

った職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）及び同法第

18 条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員

（以下「任期付短時間勤務職員」という。）の給料月額にあっては、当

該職員の受ける号給に応じた額に、勤務時間条例第２条第２項（任期付

短時間勤務職員にあっては同条第４項）の規定により定められた当該職

員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下

「算出率」という。）を乗じて得た額とする。 

４ 職員が一の職務の級から他の職務の級に移った場合又は一の職から

同じ職務の級の初任給の基準を異にする他の職に移った場合等におけ

る号給は、規則で定めるところにより決定する。ただし、育児短時間勤

務職員等及び任期付短時間勤務職員の給料月額にあっては、当該職員の

受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。 

（級等の決定） 

第５条 略 

２ 略 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となった者の号給は、規則で定める

初任給の基準に従い決定する。ただし、地方公務員の育児休業等に関す

る法律（平成３年法律第 110 号）第 10 条第３項の規定により同条第１

項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承

認を受けた職員（同法第 17 条の規定による短時間勤務をすることとな

った職員を含む。以下「育児短時間勤務職員等」という。）及び同法第

18 条第１項の規定により採用された同項に規定する短時間勤務職員

（以下「任期付短時間勤務職員」という。）の給料月額にあっては、そ

の者 の受ける号給に応じた額に、勤務時間条例第２条第２項（任期付

短時間勤務職員にあっては同条第４項）の規定により定められたその者 

  の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た数（以下

「算出率」という。）を乗じて得た額とする。 

４ 職員が一の職務の級から他の職務の級に移った場合又は一の職から

同じ職務の級の初任給の基準を異にする他の職に移った場合等におけ

る号給は、規則で定めるところにより決定する。ただし、育児短時間勤

務職員等及び任期付短時間勤務職員の給料月額にあっては、その者 の

受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。 

資
料

 
７

０
－

５
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（定年前再任用短時間勤務職員の給料月額） 

第６条 法第 22 条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、当該

定年前再任用短時間勤務職員に適用される給料表の定年前再任用短時

間勤務職員の欄に掲げる基準給料月額のうち、前条第２項の規定により

当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応じた額に、勤務

時間条例第２条第３項の規定により定められた当該定年前再任用短時

間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除して得た

数を乗じて得た額とする。 

 

 

 

 

 

（昇給） 

第８条 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前１年間における当該職

員の勤務成績に応じて行うものとする。 

２ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇

給の号給数は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員

の昇給の号給数を４号給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が６級以上であるものにあっては、３号給）とすることを標準とし

て規則で定める基準に従い決定するものとする。ただし、育児短時間勤

務職員等及び任期付短時間勤務職員の給料月額にあっては、当該職員の

（再任用職員の給料月額） 

第６条 法第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」と

いう。）の給料月額は、その者に適用される給料表の再任用職員の欄に

掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額（育児短時

間勤務の承認を受けた場合（育児休業法第 17 条の規定による短時間勤

務をすることとなった場合を含む。）にあっては、当該額に、勤務時間

条例第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第

１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額）とする。 

２ 法第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第２項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の給料月

額は、前項の規定にかかわらず、同項の規定による給料月額に、勤務時

間条例第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を同条

第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。 

（昇給） 

第８条 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前１年間におけるその者 

 の勤務成績に応じて行うものとする。 

２ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇

給の号給数は、同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員

の昇給の号給数を４号給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が６級以上であるものにあっては、３号給）とすることを標準とし

て規則で定める基準に従い決定するものとする。ただし、育児短時間勤

務職員等及び任期付短時間勤務職員の給料月額にあっては、その者 の
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受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。 

３ 55 歳（規則で定める職員にあっては、56 歳以上の年齢で規則で定め

るもの）を超える職員に関する第１項の規定の適用については、前項本

文の規定にかかわらず、第１項に規定する期間における勤務成績が極め

て良好又は特に良好である職員に限り昇給させるものとし、昇給の号給

数は、当該職員の勤務成績に応じて規則で定める基準に従い決定するも

のとする。 

４～６ 略 

（通勤手当） 

第 16 条 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

(1) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下この項及び次項におい

て「交通機関等」という。）を利用してその運賃又は料金（以下この

項及び次項において「運賃等」という。）を負担することを常例とす

る職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難であ

る職員以外の職員であって交通機関等を利用しないで徒歩により通

勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満である

もの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

(2) 通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの（以下

この条において「自動車等」という。）を使用することを常例とする 

職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤す

るものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの

及び次号に掲げる職員を除く。） 

受ける号給に応じた額に、算出率を乗じて得た額とする。 

３ 55 歳（規則で定める職員にあっては、56 歳以上の年齢で規則で定め

るもの）を超える職員に関する第１項の規定の適用については、前項本

文の規定にかかわらず、第１項に規定する期間における勤務成績が極め

て良好又は特に良好である職員に限り昇給させるものとし、昇給の号給

数は、その者 の勤務成績に応じて規則で定める基準に従い決定するも

のとする。 

４～６ 略 

（通勤手当） 

第 16 条 通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。 

(1) 通勤のため交通機関又は有料の道路（以下           

 「交通機関等」という。）を利用してその運賃又は料金（以下   

         「運賃等」という。）を負担することを常例とす 

る職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難であ

る職員以外の職員であって交通機関等を利用しないで徒歩により通 

勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満である 

もの及び第３号に掲げる職員を除く。） 

(2) 通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの（以下 

       「自動車等」という。）を使用することを常例とする

職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤す

るものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル未満であるもの

及び次号に掲げる職員を除く。） 
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(3) 略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

(1)  前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則に定めると

ころにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運賃等

の額に相当する額（以下この号において「運賃等相当額」という。）。

ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下こ

の号及び第３号において「１箇月当たりの運賃等相当額」という。）

が５万 5,000 円を超えるときは、支給単位期間につき、５万 5,000
円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（当該職員が２以上の交通機

関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合において、

１箇月当たりの運賃等相当額の合計額が５万 5,000 円を超えるとき

は、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位

期間につき、５万 5,000 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た

額） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単

位期間につき、それぞれ次に定める額（定年前再任用短時間勤務職員、

育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員のうち、支給単位期

間当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

ア～ス 略 

(3) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交

(3) 略 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則に定めると

ころにより算出したその者 の支給単位期間の通勤に要する運賃等

の額に相当する額（以下       「運賃等相当額」という。）。

ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下  

           「１箇月当たりの運賃等相当額」という。）

が５万 5,000 円を超えるときは、支給単位期間につき、５万 5,000
円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その者 が２以上の交通機 

関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合において、

１箇月当たりの運賃等相当額の合計額が５万 5,000 円を超えるとき

は、その者 の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位 

期間につき、５万 5,000 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た 

額） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支給単

位期間につき、それぞれ次に定める額（再任用短時間勤務職員   、

育児短時間勤務職員等及び任期付短時間勤務職員のうち、支給単位期

間当たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額） 

ア～ス 略 

(3) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車

等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交
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通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して規則で

定める区分に応じ、前２号に定める額（１箇月当たりの運賃等相当額

及び前号に定める額の合計額が５万 5,000 円を超えるときは、当該職

員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につ

き、５万 5,000 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第１

号に定める額又は前号に定める額 

３～６ 略 

（時間外勤務手当） 

第 19 条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員には、

正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、

第 22 条に規定する勤務１時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え

てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100
分の 150 までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後 10 時から

翌日の午前５時までの間である場合には、その割合に 100 分の 25 を加

算した割合）を乗じて得た額（育児短時間勤務職員等が、第１号に掲げ

る勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とそ

の勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間 45 分に達す

るまでの間の勤務にあっては、同条に規定する勤務１時間当たりの給与

額に 100 分の 100（その勤務が午後 10 時から翌日の午前５時までの間

である場合には、100 分の 125）を乗じて得た額）を時間外勤務手当と

して支給する。 

(1)･(2) 略 

２ 定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員が、正規の勤

通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して規則で

定める区分に応じ、前２号に定める額（１箇月当たりの運賃等相当額

及び前号に定める額の合計額が５万 5,000 円を超えるときは、その者 

の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、

５万 5,000 円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第１号に

定める額又は前号に定める額 

３～６ 略 

（時間外勤務手当） 

第 19 条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員には、

正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務１時間につき、

第 22 条に規定する勤務１時間当たりの給与額に正規の勤務時間を超え

てした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100
分の 150 までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後 10 時から

翌日の午前５時までの間である場合は 、その割合に 100 分の 25 を加

算した割合）を乗じて得た額（育児短時間勤務職員等が、第１号に掲げ

る勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時間とそ

の勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間 45 分に達す

るまでの間の勤務にあっては、同条に規定する勤務１時間当たりの給与

額に 100 分の 100（その勤務が午後 10 時から翌日の午前５時までの間

である場合は 、100 分の 125）を乗じて得た額）を時間外勤務手当と

して支給する。 

(1)･(2) 略 

２ 再任用短時間勤務職員   及び任期付短時間勤務職員が、正規の勤
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務時間が割り振られた日において、正規の勤務時間を超えてした勤務の

うち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が７時間 45 分に達するまでの間の勤務に対する前項の規定の適用

については、同項中「正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区

分に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100 分の 150 までの範囲内で規

則で定める割合」とあるのは「100 分の 100」とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、勤務時間条例第５条の規定により、あら

かじめ同条例第３条第２項又は第４条により割り振られた１週間の正

規の勤務時間（以下この項において「割振り変更前の正規の勤務時間」

という。）を超えて勤務することを命ぜられた職員には、割振り変更前

の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間（規則で定める時間を除く。）

に対して、勤務１時間につき、第 22 条第１項に規定する勤務１時間当

たりの給与額に 100 分の 25 から 100 分の 50 までの範囲内で規則で定

める割合を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を

超えてした勤務（勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定

に基づく週休日における勤務のうち市の規則で定めるものを除く。）の

時間が１箇月について 60 時間を超えた職員には、その 60 時間を超え

て勤務した全時間に対して、第１項                 

          の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第 22
条に規定する勤務１時間当たりの給与額に 100 分の 150（その勤務が

午後 10 時から翌日の午前５時までの間である場合には、100 分の 175）
を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

務時間が割り振られた日において、正規の勤務時間を超えてした勤務の

うち、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が７時間 45 分に達するまでの間の勤務に対する前項の規定の適用

については、同項中「正規の勤務時間を超えてした次に掲げる勤務の区

分に応じてそれぞれ 100 分の 125 から 100 分の 150 までの範囲内で規

則で定める割合」とあるのは「100 分の 100」とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、勤務時間条例第５条の規定により、あら

かじめ同条例第３条第２項又は第４条により割り振られた１週間の正

規の勤務時間（以下この条において「割振り変更前の正規の勤務時間」

という。）を超えて勤務することを命ぜられた職員には、割振り変更前

の正規の勤務時間を超えて勤務した全時間（規則で定める時間を除く。）

に対して、勤務１時間につき、第 22 条第１項に規定する勤務１時間当

たりの給与額に 100 分の 25 から 100 分の 50 までの範囲内で規則で定

める割合を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 

４ 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間を

超えてした勤務（勤務時間条例第３条第１項、第４条及び第５条の規定

に基づく週休日における勤務のうち市の規則で定めるものを除く。）の

時間が１箇月について 60 時間を超えた職員には、その 60 時間を超え

て勤務した全時間に対して、第１項（第２項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定にかかわらず、勤務１時間につき、第 22
条に規定する勤務１時間当たりの給与額に 100 分の 150（その勤務が

午後 10 時から翌日の午前５時までの間である場合は 、100 分の 175）
を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。 
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５ 勤務時間条例第８条の２第１項に規定する時間外勤務代休時間を指

定された場合において、当該時間外勤務代休時間に職員が勤務しなかっ

たときは、前項に規定する 60 時間を超えて勤務した全時間のうち当該

時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤務手当の支給に係る

時間に対しては、当該時間１時間につき、第 22 条に規定する勤務１時

間当たりの給与額に 100 分の 150（その時間が午後 10 時から翌日の午

前５時までの間である場合には、100 分の 175）から第１項に規定する

市の規則で定める割合（その時間が午後 10 時から翌日の午前５時まで

の間である場合には、その割合に 100 分の 25 を加算した割合）を減じ

た割合を乗じて得た額の時間外勤務手当を支給することを要しない。た

だし、当該時間が第１項に規定する育児短時間勤務職員等が同項第１号

に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時

間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間 45 分

に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第 22 条に

規定する勤務１時間当たりの給与額に 100 分の 150（その時間が午後

10 時から翌日の午前５時までの間である場合には、100 分の 175）か

ら 100 分の 100（その時間が午後 10 時から翌日の午前５時までの間で

ある場合には、100 分の 125）を減じた割合を乗じて得た額とする。 

６ 略 

（期末手当） 

第 23 条の４ 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100 分の 120（行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が６級以上であるもの並びに同表以

５ 勤務時間条例第８条の２第１項に規定する時間外勤務代休時間を指

定された場合において、当該時間外勤務代休時間に職員が勤務しなかっ

たときは、前項に規定する 60 時間を超えて勤務した全時間のうち当該

時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤務手当の支給に係る

時間に対しては、当該時間１時間につき、第 22 条に規定する勤務１時

間当たりの給与額に 100 分の 150（その時間が午後 10 時から翌日の午

前５時までの間である場合は 、100 分の 175）から第１項に規定する

市の規則で定める割合（その時間が午後 10 時から翌日の午前５時まで

の間である場合は 、その割合に 100 分の 25 を加算した割合）を減じ

た割合を乗じて得た額の時間外勤務手当を支給することを要しない。た

だし、当該時間が第１項に規定する育児短時間勤務職員等が同項第１号

に掲げる勤務で正規の勤務時間を超えてしたもののうち、その勤務の時

間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時間 45 分

に達するまでの間の勤務に係る時間である場合にあっては、第 22 条に

規定する勤務１時間当たりの給与額に 100 分の 150（その時間が午後

10 時から翌日の午前５時までの間である場合は 、100 分の 175）か

ら 100 分の 100（その時間が午後 10 時から翌日の午前５時までの間で

ある場合は 、100 分の 125）を減じた割合を乗じて得た額とする。 

６ 略 

（期末手当） 

第 23 条の４ 略 

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100 分の 120（行政職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が６級以上であるもの並びに同表以
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外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度

等がこれに相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限

る。第 23 条の７第２項において「特定管理職員」という。）にあって

は、100 分の 100）を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間に

おける当該職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 

３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項の規定の適用については、

同項中「100 分の 120」とあるのは「100 分の 67.5」と、「100 分の 100）」
とあるのは「100 分の 57.5）」とする。 

４・５ 略 

（勤勉手当） 

第 23 条の７ 勤勉手当は、６月１日及び 12 月１日（以下この項から第

３項までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間における当該職員の勤務成

績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（規則で定め

る職員を除く。）についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準に

従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当該

外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の複雑、困難及び責任の度

等がこれに相当するもの（これらの職員のうち、規則で定める職員に限

る。第 23 条の７第２項において「特定管理職員」という。）にあって

は、100 分の 100）を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間に

おけるその者 の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) 略 

３ 再任用職員        に対する前項の規定の適用については、

同項中「100 分の 120」とあるのは「100 分の 67.5」と、「100 分の 100）」
とあるのは「100 分の 57.5）」とする。 

４・５略 

（勤勉手当） 

第 23 条の７ 勤勉手当は、６月１日及び 12 月１日（以下この条    

    においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職す

る職員に対し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者 の勤務成

績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。

これらの基準日前１箇月以内に退職し、又は死亡した職員（規則で定め

る職員を除く。）についても同様とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権者が規則で定める基準に

従って定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、任命権者

が支給する勤勉手当の額の、その者に所属する次の各号に掲げる職員の

区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならない。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員        以外の職員 当該
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職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額を加算した額に 100 分の 95（特定管理

職員にあっては、100 分の 115）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再任

用短時間勤務職員の勤勉手当基礎額に 100 分の 45（特定管理職員に

あっては、100 分の 55）を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

（特定の職員についての適用除外） 

第 23 条の９ 略 

２ 第５条第３項及び第４項、第８条並びに第 14 条から第 15 条の２まで

の規定は、定年前再任用短時間勤務職員には適用しない。 

３ 略 

附 則 

１～14 略 

15 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が 60 歳に達した日後におけ

る最初の４月１日（附則第 17 項において「特定日」という。）以後、

当該職員に適用される給料表の給料月額のうち、第５条第２項の規定に

より当該職員の属する職務の級並びに同条第３項及び第４項並びに第

８条第２項及び第３項の規定により当該職員の受ける号給に応じた額

に 100 分の 70 を乗じて得た額（当該額に、50 円未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、50 円以上 100 円未満の端数を生じたときはこ

職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在（退職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次

項において同じ。）において受けるべき扶養手当の月額及びこれに対

する地域手当の月額の合計額を加算した額に 100 分の 95（特定管理

職員にあっては、100 分の 115）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員         当該再任用職員 

        の勤勉手当基礎額に 100 分の 45（特定管理職員に

あっては、100 分の 55）を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

（特定の職員についての適用除外） 

第 23 条の９ 略 

２ 第 14 条                 から第 15 条の２まで

の規定は、再任用職員        には適用しない。 

３ 略 

附 則 

１～14 略 
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れを 100 円に切り上げるものとする。）とする。 

16 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

(1)  臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員及び非常勤職員 

(2) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定

により法第 28 条の２第１項に規定する異動期間（同条例第９条第１

項又は第２項の規定により延長された期間を含む。）を延長された同

条例第６条に規定する職を占める職員 

(3) 瑞穂市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定

により勤務している職員（同条例第２条に規定する定年退職日におい

て前項の規定が適用されていた職員を除く。） 

17 法第 28条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であ

って、当該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第 19 項

において「異動日」という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用

を受ける職員のうち、特定日に附則第 15 項の規定により当該職員の受

ける給料月額（以下この項において「特定日給料月額」という。）が異

動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に 100 分の 70を乗じて得

た額（当該額に、50 未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、50 円

以上 100 円未満の端数を生じたときはこれを 100 円に切り上げるもの

とする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員（規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以

後、附則第 15 項の規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎

給料月額と特定日給料月額との差額に相当する額を給料として支給す
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る。 

18 前項の規定による給料の額と当該給料を支給される職員の受ける給

料月額との合計額が第５条第２項の規定により当該職員の属する職務

の級における最高の号給の給料月額を超える場合における前項の規定

の適用については、同項中「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるの

は、「第５条第２項の規定により当該職員の属する職務の級における最

高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

19 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第 15 項

の規定の適用を受ける職員に限り、附則第 17 項に規定する職員を除

く。）であって、同項の規定による給料を支給される職員との権衡上必

要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、規則で定めるところにより、前２項の規定に準じて算出した額

を給料として支給する。 

20 附則第 17項又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則

第 15 項の規定の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当

該給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、

当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところによ

り、前３項の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

21 附則第 15 項から前項までに定めるもののほか、附則第 15 項の規定

による給料月額、附則第 17 項の規定による給料その他附則第 15 項か

ら前項までの規定の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 
別表第１（第３条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
別表第１（第３条関係） 
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行政職給料表 行政職給料表 

職員

の区

分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円

1 146,100 195,500 231,500 264,200 289,700 319,200 362,900

 

 

 

 

 

 

125 304,200

定年

前再

任用

短時

間勤

務職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

  円

187,700 

  円

215,200 

  円

255,200 

  円

274,600 

  円

289,700 

  円

315,100 

  円

356,800 

 

職員

の区

分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

号給 給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

給料月

額 

再任

用職

員以

外の

職員 

 円 円 円 円 円 円 円 

1 146,100 195,500231,500264,200 289,700319,200 362,900 

    

    

    

    

    

    

125  304,200   

再任

用職

員 

 187,700 215,200255,200274,600 289,700315,100 356,800 

 

備考 この表は、他の適用を受けない全ての職員に適用する。 備考 この表は、他の適用を受けない全ての職員に適用する。 
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別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

医療職給料表 医療職給料表 

職員の

区分 

 職務

の級

1級 2級 3級 4級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

 円 円 円 円

1 165,300 192,400 240,200 262,700

 

 

 

 

 

    

169 310,600   

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 基準給料月額 

円

235,100

  円

255,400

  円

262,600

  円

272,800

備考 この表は、保健師、看護師及び准看護師に適用する。 

職員の

区分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用

職員以

外の職

員 

 円 円 円 円

1 165,300 192,400 240,200 262,700

 

 

 

 

 

    

169 310,600   

再任用

職員 

 235,100 255,400 262,600 272,800

 

 
 
 
備考 この表は、保健師、看護師及び准看護師に適用する。 

  

 



 

 
 

瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例（平成15年瑞穂市条例第37号）新旧対照表（第6条関係） 

改正後（案） 現行 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号

に掲げるものとする。 

(1) 法第 22 条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員（以下

「定年前再任用短時間勤務職員             」という。）

以外の職員 給料、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴

任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、

宿日直手当、期末手当及び勤勉手当 

(2) 定年前再任用短時間勤務職員 前号に掲げるもののうち、扶養手当

及び住居手当を除いたもの 

（非常勤職員の給与） 

第４条 常勤を要しない職員（定年前再任用短時間勤務職員       

                    を除く。）については、任

命権者は、常勤の職員との権衡を考慮し、予算の範囲内で、給与を支給

するものとする。 

（給与の種類） 

第２条 職員の給与は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号

に掲げるものとする。 

(1) 法第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第１項若

しくは第２項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）

以外の職員 給料、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴

任手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、

宿日直手当、期末手当及び勤勉手当 

(2) 再任用職員         前号に掲げるもののうち、扶養手当

及び住居手当を除いたもの 

（非常勤職員の給与） 

第４条 常勤を要しない職員（法第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第

２項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）については、任

命権者は、常勤の職員との権衡を考慮し、予算の範囲内で、給与を支給

するものとする。 
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瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成15年瑞穂市条例第119号）新旧対照表（第7条関係） 

改正後（案） 現行 

（給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和 25 年

法律第 261 号）第 22 条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及び手当とする。 

２・３ 略 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第 21 条 第６条、第６条の２、第６条の３及び第７条の２の規定は、地

方公務員法第 22 条の４第１項又は第 22 条の５第１項       

          、地方公務員の育児休業等に関する法律第 18 条第

１項の規定により採用された職員には適用しない。 

（給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及び地方公務員法（昭和 25 年

法律第 261 号）第 28 条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、給料及び手当とする。 

２・３ 略 

（再任用職員        についての適用除外） 

第 21 条 第５条、第６条及び第６条の２        の規定は、地

方公務員法第 28 条の４第１項、第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第

１項若しくは第２項、地方公務員の育児休業等に関する法律第 18 条第

１項の規定により採用された職員には適用しない。  
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瑞穂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年瑞穂市条例第2号）新旧対照表（第8条関係） 

改正後（案） 現行 

（報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告

しなければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤

職員（法第 22 条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及

び法第 22 条の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

(1)～(11) 略 

（報告事項） 

第３条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報告

しなければならない事項は、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤

職員（法第 28 条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員及

び法第 22 条の２第１項第２号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

(1)～(11) 略 

  

  

 

資
料

 
７

０
－

８



- 1 - 
 

瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条例第31号）新旧対照表（第9条関係） 

改正後（案） 現行 

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 任命権者は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 22 条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務

職員」という。）を前条第１項各号に掲げる業務のいずれかに従事させ

ることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、短時

間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

２・３ 略 

（給与の特例） 

第８条 第３条の規定により採用された職員の給料月額は、当該職員が地

方公務員法第 22 条の４第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）であるとした場合に

適用される瑞穂市職員の給与に関する条例（平成 15 年瑞穂市条例第 35
号。以下「給与条例」という。）第３条第２項に規定する給料表の定年

前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、給与条例第

３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級に応じた額とする。 
２ 第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」

という。）の給料月額は、当該職員が定年前再任用短時間勤務職員であ

るとした場合に適用される給与条例第３条第２項に規定する給料表の

定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、給与条

例第３条第３項の規定により当該職員の属する職務の級に応じた額に、

（短時間勤務職員の任期を定めた採用） 

第４条 任命権者は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 28 条

の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「短時間勤務

職員」という。）を前条第１項各号に掲げる業務のいずれかに従事させ

ることが公務の能率的運営を確保するために必要である場合には、短時

間勤務職員を任期を定めて採用することができる。 

２・３ 略 

（給与の特例） 

第８条 第３条の規定により採用された職員の給料月額については、瑞穂

市職員の給与に関する条例（平成 15 年瑞穂市条例第 35 号。以下「給

与条例」という。）第６条第１項の規定を準用する。 
 
 
 
 
２ 第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」

という。）の給料月額については、給与条例第６条第２項の規定を準用

する。 
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当該職員について定められた勤務時間を瑞穂市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 
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瑞穂市職員の降給に関する条例（平成28年瑞穂市条例第2号）新旧対照表（第10条関係） 

改正後（案） 現行 

（降給の種類） 

第２条 降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を

同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及

び降号（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の

号給に変更することをいう。以下同じ。）並びに地方公務員法第 28 条

の２第１項に規定する降給（同項本文の規定による他の職への転任によ

り現に属する職務の級より同一の給料表の下位の職務の級に分類され

ている職務を遂行することとなった場合において、降格することをい

う。）とする。 

（降格の事由） 

第３条 任命権者は、職員が降任により現に属する職務の級より同一の給

料表の下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなった

場合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当し           

 、必要があると認める場合は、当該職員を降格するものとする。この

場合において、第２号の規定により職員のうちいずれを降格させるか

は、任命権者が、勤務成績、勤務年数その他の事実に基づき、公正に判

断して定めるものとする。 

(1)･(2) 略 

附 則 

１ 略 

（降給の種類） 

第２条 降給の種類は、降格（職員の意に反して、当該職員の職務の級を

同一の給料表の下位の職務の級に変更することをいう。以下同じ。）及

び降号（職員の意に反して、当該職員の号給を同一の職務の級の下位の

号給に変更することをいう。以下同じ。）とする           

                                  

                                                                   

                                                                                                 

     。 

（降格の事由） 

第３条 任命権者は、職員が降任された                

                                                                 

場合のほか、次の各号のいずれかに掲げる事由に該当する場合におい

て、必要があると認めるときは、当該職員を降格するものとする。この

場合において、第２号の規定により職員のうちいずれを降格させるか

は、任命権者が、勤務成績、勤務年数その他の事実に基づき、公正に判

断して定めるものとする。 

(1)･(2) 略 

附 則 

  略 
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２ 瑞穂市職員の給与に関する条例（平成 15 年瑞穂市条例第 35 号）附

則第 15 項の規定の適用を受ける職員に対する第２条の規定の適用につ

いては、当分の間、同条中「とする」とあるのは、「並びに瑞穂市職員

の給与に関する条例（平成 15 年瑞穂市条例第 35 号）附則第 15 項の規

定による降給とする」とする。 

３ 第５条の規定は、瑞穂市職員の給与に関する条例附則第 15 項の規定

による降給の場合には、適用しない。この場合において、同項の規定の

適用を受ける職員には、規則の規定により、同項の規定の適用により給

料月額が異動することとなった旨の通知を行うものとする。 

４ 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第 15 条第１項に規定す

る企業職員及び地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和 27 年法

律第 289 号）附則第５項の規定の適用を受ける職員の降給については、

この条例の規定を準用する。 

  

 

 

 

 

 



地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の 

整理に関する条例について 

 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の公布に伴い、市関係条

例の改正を行うもの。 

 

【概要】 

１．６０歳を超える職員の給料月額 

（第５条 瑞穂市職員の給与に関する条例 附則第１５項・附則第１７項） 

当分の間、職員の給料月額は、６０歳に達した日以後の最初の４月１日以降、その者

に適用される級号給の額の７割水準に設定する。 

役職定年制により管理職から降任した者の給料月額が、降任前日の級号給の額の７割

を下回る場合は、当分の間、その差額を給料として支給する。 

 

 

２．文言の整理など所定の規定の整理 

（第１条 瑞穂市職員の懲戒の手続及び効果に関する条例） 

（第２条 公益的法人等への瑞穂市職員の派遣等に関する条例） 

（第３条 瑞穂市職員の勤務時間、休暇等に関する条例） 

（第４条 瑞穂市職員の育児休業等に関する条例） 

（第６条 瑞穂市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準を定める条例） 

（第７条 瑞穂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例） 

（第８条 瑞穂市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例） 

（第９条 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例） 

（第１０条 瑞穂市職員の降給に関する条例） 

 

 

 

３．施行日 

令和５年４月１日 
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議案第７１号 

   瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例の一部を改正

する条例について 

 瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例の一部を改正する条例案

を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す

る法律（令和３年法律第６６号）の施行による特定個人情報取扱事務の追加及

び所要の改正を行うため、市条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例（平成２７年瑞穂市条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１項第１号中「若しくは措置又は費用の徴収に関する事務」を「又

は措置に関する事務であって規則で定めるもの」に改め、同項第２号中「の給

付」の次に「若しくは子育てのための施設等利用給付の支給」を加える。 

 別表第１の２の項中「又は就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給」

を「、就労自立給付金若しくは進学準備給付金の支給又は健康管理支援の実施」

に改める。 

別表第２の２０の項を次のように改める。 

２０ 子ども・子育て支

援法の規定による

子どものための教

育・保育給付若し

くは子育てのため

の施設等利用給付

の支給又は地域子

ども・子育て支援

事業の実施に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報（生活保護法に準じて実施す

る生活に困窮する外国人に対する生活保護の実

施又は就労自立給付金若しくは進学準備給付金

の支給に関する情報に限る。）であって規則で

定めるもの 

別表第３の１の項中「保育の実施若しくは措置又は費用の徴収に関する事務」

を「保育の実施に関する事務」に改め、「、児童手当関係情報」の次に「、児

童扶養手当関係情報」を加え、同表の２の項中「教育・保育給付」の次に「若

しくは子育てのための施設等利用給付」を、「障害児通所支援に関する情報」

の次に「、障害者関係情報」を、「、児童手当関係情報」の次に「（同法の規

定による措置に関する情報を含む。）」を加える。 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までになされた申請、手続その他の行為で、こ

の条例による改正前の瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例

の相当規定の適用を受けることとなる申請、決定その他手続は、この条例に

よる改正後の瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例による申

請、決定その他手続とみなす。 
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瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例（平成27年瑞穂市条

例第22号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（保有特定個人情報の提供） （保有特定個人情報の提供） 

第４条 法第19条第11号の規定により、市長は、教育委員会（法令の規

定により法別表第２の第４欄に掲げる保有特定個人情報の利用又は提

供に関する事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。）が、次に掲げる事務を処理するために

必要な別表第３で定める保有特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、当該保有特定個人情報を提供することができる。 

第４条 法第19条第11号の規定により、市長は、教育委員会（法令の規

定により法別表第２の第４欄に掲げる保有特定個人情報の利用又は提

供に関する事務の全部又は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。）が、次に掲げる事務を処理するために

必要な別表第３で定める保有特定個人情報の提供を求めた場合におい

て、当該保有特定個人情報を提供することができる。 

(1) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）による保育所における保育

の実施又は措置に関する事務であって規則で定めるもの 
(1) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）による保育所における保育

の実施若しくは措置又は費用の徴収に関する事務 

(2) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）による子どものた

めの教育・保育の給付若しくは子育てのための施設等利用給付の支

給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務であって規

則で定めるもの 

(2) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）による子どものた

めの教育・保育の給付                    

 又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関する事務であって規

則で定めるもの 

２･３ 略 ２･３ 略 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

 機関 事務 

1 市長 瑞穂市福祉医療費助成に関する条例（平成15年瑞穂

市条例第68号）の規定による医療費の助成に関する

 機関 事務 

1 市長 瑞穂市福祉医療費助成に関する条例（平成15年瑞穂

市条例第68号）の規定による医療費の助成に関する

資
料

 
７

１
－

１
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事務であって規則で定めるもの 

2 市長 生活保護法に準じて実施する生活に困窮する外国人

に対する生活保護の実施、就労自立給付金若しくは

進学準備給付金の支給又は健康管理支援の実施に関

する事務であって規則で定めるもの 
 

事務であって規則で定めるもの 

2 市長 生活保護法に準じて実施する生活に困窮する外国人

に対する生活保護の実施で又は就労自立給付金若し

くは進学準備給付金の支給         に関

する事務あって規則で定めるもの 
 

別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

 事務 保有特定個人情報 

1 児童福祉法の規定による

障害児通所給付費、特例

障害児通所給付費、高額

障害児通所給付費、肢体

不自由児通所医療費、障

害児相談支援給付費若し

くは特例障害児相談支援

給付費の支給、障害福祉

サービスの提供、保育所

における保育の実施若し

くは措置又は費用の徴収

に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報（生活保護法に準じて実

施する生活に困窮する外国人に対する生活

保護の実施又は就労自立給付金若しくは進

学準備給付金の支給に関する情報を含む。

以下同じ。）であって規則で定めるもの 

   

   

 事務 保有特定個人情報 

1 児童福祉法の規定による

障害児通所給付費、特例

障害児通所給付費、高額

障害児通所給付費、肢体

不自由児通所医療費、障

害児相談支援給付費若し

くは特例障害児相談支援

給付費の支給、障害福祉

サービスの提供、保育所

における保育の実施若し

くは措置又は費用の徴収

に関する事務であって規

則で定めるもの 

生活保護関係情報（生活保護法に準じて実

施する生活に困窮する外国人に対する生活

保護の実施又は就労自立給付金若しくは進

学準備給付金の支給に関する情報を含む。

以下同じ。）であって規則で定めるもの 
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19 障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律の規定によ

る自立支援給付の支給又

は地域生活支援事業の実

施に関する事務であって

規則で定めるもの 

障害者関係情報、生活保護関係情報、地方

税関係情報、中国残留邦人等支援給付等関

係情報、介護保険給付関係情報、住民票関

係情報及び障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第7条に規

定する他の法令の規定により行われる給付

の支給に関する情報であって規則で定める

もの 

20 子ども・子育て支援法の

規定による子どものため

の教育・保育給付若しく

は子育てのための施設等

利用給付の支給又は地域

子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務であ

って規則で定めるもの 

生活保護関係情報（生活保護法に準じて実

施する生活に困窮する外国人に対する生活

保護の実施又は就労自立給付金若しくは進

学準備給付金の支給に関する情報に限る。）

であって規則で定めるもの 
 
 
 
 

21 年金生活者支援給付金の

支給に関する法律（平成

24年法律第102号）の規

定による年金生活者支援

給付金の支給に関する事

務であって規則で定める

地方税関係情報であって規則で定めるもの 

19 障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律の規定によ

る自立支援給付の支給又

は地域生活支援事業の実

施に関する事務であって

規則で定めるもの 

障害者関係情報、生活保護関係情報、地方

税関係情報、中国残留邦人等支援給付等関

係情報、介護保険給付関係情報、住民票関

係情報及び障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律第7条に規

定する他の法令の規定により行われる給付

の支給に関する情報であって規則で定める

もの 

20 子ども・子育て支援法の

規定による子どものため

の教育・保育給付の支給

又は地域子ども・子育て

支援事業の実施に関する

事務であって規則で定め

るもの 

児童福祉法の規定による障害児通所支援に

関する情報、生活保護関係情報、地方税関

係情報、児童扶養手当関係情報、特別児童

扶養手当関係情報、住民票関係情報、児童

手当関係情報、中国残留邦人等支援給付等

関係情報及び障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律の規定に

よる自立支援給付の支給に関する情報であ

って規則で定めるもの 

21 年金生活者支援給付金の

支給に関する法律（平成

24年法律第102号）の規

定による年金生活者支援

給付金の支給に関する事

務であって規則で定める

地方税関係情報であって規則で定めるもの 
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もの 

22 瑞穂市福祉医療費助成に

関する条例の規定による

医療費の助成に関する事

務であって規則で定める

もの 

医療保険給付関係情報、生活保護関係情報、

地方税関係情報、児童扶養手当関係情報、

住民票関係情報、障害者関係情報であって

規則で定めるもの 

 

もの 

22 瑞穂市福祉医療費助成に

関する条例の規定による

医療費の助成に関する事

務であって規則で定める

もの 

医療保険給付関係情報、生活保護関係情報、

地方税関係情報、児童扶養手当関係情報、

住民票関係情報、障害者関係情報であって

規則で定めるもの 

 

別表第３（第４条関係） 別表第３（第４条関係） 

 事務 保有特定個人情報 

1 児童福祉法の規定によ

る保育所における保育

の実施に関する事務 

          

  であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係情報、住民

票関係情報、児童手当関係情報、児童扶養

手当関係情報、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律その他の法令の規定による障

害を有する者に対する手当の支給に関する

情報、中国残留邦人等支援給付等関係情報

及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律の規定による自立

支援給付の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

2 子ども・子育て支援法の

規定による子どものた

めの教育・保育給付若し

くは子育てのための施

児童福祉法の規定による障害児通所支援に

関する情報、障害者関係情報、生活保護関

係情報、地方税関係情報、児童扶養手当関

係情報、特別児童扶養手当関係情報、住民

 事務 保有特定個人情報 

1 児童福祉法の規定によ

る保育所における保育

の実施若しくは措置又

は費用の徴収に関する

事務であって規則で定

めるもの 

生活保護関係情報、地方税関係情報、住民

票関係情報、児童手当関係情報     

      、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律その他の法令の規定による障

害を有する者に対する手当の支給に関する

情報、中国残留邦人等支援給付等関係情報

及び障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律の規定による自立

支援給付の支給に関する情報であって規則

で定めるもの 

2 子ども・子育て支援法の

規定による子どものた

めの教育・保育給付  

          

児童福祉法の規定による障害児通所支援に

関する情報        、生活保護関

係情報、地方税関係情報、児童扶養手当関

係情報、特別児童扶養手当関係情報、住民
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設等利用給付の支給又

は地域子ども・子育て支

援事業の実施に関する

事務であって規則で定

めるもの 

票関係情報、児童手当関係情報（同法の規

定による措置に関する情報を含む。）、中

国残留邦人等支援給付等関係情報及び障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律の規定による自立支援給付

の支給に関する情報であって規則で定める

もの 
 

      の支給又

は地域子ども・子育て支

援事業の実施に関する

事務であって規則で定

めるもの 

票関係情報、児童手当関係情報     

                 、中

国残留邦人等支援給付等関係情報及び障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律の規定による自立支援給付

の支給に関する情報であって規則で定める

もの 
 

  

 



   瑞穂市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に 

  基づく個人番号等の利用及び提供に関する条例の一部改正について 

 

１．改正原因について 

全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律（令

和３年法律第６６号）による改正及び令和３年度に実施した「番号利用条例等の見直し業

務委託」（瑞総委第１４号）の結果に基づく規定内容の見直しによる改正 

                               施行期日：公布の日 

 

２．改正内容について 

 ① 「生活保護法に準じて実施する生活に困窮する外国人に対する健康管理支援」の事

務を追加 

  …令和３年度法律第６６号により、保健事業における健診情報等の活用促進として、

生活保護法が改正され、健康増進事業の情報活用が規定され合わせて個人番号利用事

務とされたため、自治体の独自事務として生活保護法に準じて実施されている「生活

に困窮する外国人」にも同様の規定を整備。           （別表第１関係） 

 

② 子ども・子育て支援法に基づく「子育てのための施設等利用給付の支給」事務の追加 

  …令和２年度の幼児教育無償化に伴って法改正があったもの。庁内連携と外部提供に

ついて規定し、保有特定個人情報については主務省令に基づき見直しするもの。 前

記の瑞総委第１４号による。   （第４条第１項第２号、別表第２、別表第３関係） 

 

 ③ 上記の他、瑞総委第１４号に伴って、本条例に伴う規則（「瑞穂市行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号等の利用及

び提供に関する条例施行規則（平成２７年瑞穂市規則第３２号）」との整合性、文言整

理のための改正              （第４条第１項第１号、別表第３関係） 

資料 ７１－２



議案第７２号 

   瑞穂市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例について 

 瑞穂市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提

出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の改正に伴い、職員の定年の引

上げ、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用短時間勤務制の導入並びに

所要の規定整備をするため、市条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



瑞穂市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例 

瑞穂市職員の定年等に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第２１号）の一部

を次のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「第２６１号」の次に「。以下「法」という。」を加え、「第２８

条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「第２２条の４第１項及び

第２項、第２２条の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２８条の６第

１項から第３項まで並びに第２８条の７」に改め、同条の次に次の章名を付す

る。 

第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改める。 

第４条第１項中「、次の各号のいずれかに該当する」を「、次に掲げる事由

がある」に、「、その職員に」を「、同条の規定にかかわらず、当該職員に」

に、「、その職員を」を「、当該職員を」に改め、同項各号列記以外の部分中

「当該」の次に「定年退職日において従事している」を加え、「引き続いて」

を「、引き続き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、第９条の規定により異動期間（同条第１項に規定する異動期間を

いう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又は第２項の規定

により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって、定年退職日

において管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この条及び次章にお

いて同じ。）を占めている職員については、第９条第１項又は第２項の規定

により当該異動期間を延長した場合であって、引き続き勤務させることにつ



いて市長の承認を得たときに限るものとし、当該期限は、当該職員が占めて

いる管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えること

ができない。 

第４条第１項第１号中「その職員」を「当該職員」に改め、「退職により」

の次に「生ずる欠員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こ

と」に改め、同項第２号中「、その職員」を「、当該職員」に、「できないと

き」を「できず公務の運営に著しい支障が生ずること」に改め、同項第３号中

「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改め、同条第２項中「、前項の 

事由」を「、前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「ある」に、「、１年」 

を「、これらの期限の翌日から起算して１年」に改め、同項ただし書中「、そ 

の」を「、当該」に改め、「退職日」の次に「（同項ただし書に規定する職員

にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」を加

え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命

権者は」の次に「、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及

び第２項の規定により期限が延長された職員について」を加え、「第１項の事

由が存しなくなった」を「第１項各号に掲げる事由がなくなった」に、「その

期限を繰り上げて退職させることができる」を「当該期限を繰り上げるものと

する」に改める。 

本則に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、瑞穂市職員の給

与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）第１３条の２第１項に規

定する管理職手当の支給を受ける職員の職及び瑞穂市企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第１１９号）第４条に規定す

る管理職手当の支給を受ける職員の職とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６

０年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 



第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以

下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、法

第１３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定める

もののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。 

（１）当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降

任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条におい

て「降任等」という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的

な職に係る法第１５条の２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次

条第３項において「標準職務遂行能力」という。）及び当該降任等をしよ

うとする職についての適性を有すると認められる職に、降任等をすること。 

（２）人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職のうちで

きる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

（３）当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監

督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を

占める職員（以下この号において「上位職職員」という。）の他の職への

降任等をする場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の

事情を考慮してやむを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任

等をした職が属する職制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段

階より下位の職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特

例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員につ

いて、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職

に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日

の翌日から同日以後における最初の４月１日までの間をいう。以下この章に

おいて同じ。）の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間

内に定年退職日がある職員にあっては、当該異動期間の末日の翌日から定年

退職日までの期間内。第３項において同じ。）で当該異動期間を延長し、引

き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務を

させることができる。 



（１）当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当

該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができ

ず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

（２）当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職

員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運

営に著しい支障が生ずること。 

（３）当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別

の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著し

い支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により

延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、

前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動

期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退

職日がある職員にあっては、延長された当該異動期間の末日の翌日から定年

退職日までの期間内。第４項において同じ。）で延長された当該異動期間を

更に延長することができる。ただし、更に延長される当該異動期間の末日は、

当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して３年

を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を

除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類

似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充することがで

きない年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職として規則で定める

管理監督職をいう。以下この項において同じ。）に属する管理監督職を占め

る職員について、当該特定管理監督職群に属する管理監督職の属する職制上

の段階の標準的な職に係る標準職務遂行能力及び当該管理監督職についての

適性を有すると認められる職員（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限

年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない等の事情

があるため、当該職員の他の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠

員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認める

ときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算



して１年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督

職を占めている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職

員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、

若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定

により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員につ

いて前項に規定する事由があると認めるとき（第２項の規定により延長され

た当該異動期間を更に延長することができるときを除く。）、又は前項若し

くはこの項の規定により異動期間（前３項又はこの項の規定により延長され

た期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定

する事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の

翌日から起算して１年を超えない期間内で延長された当該異動期間を更に延

長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条の規定により異動期間を延長する場合及び同条第

３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員

の同意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、

当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、

他の職への降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用され

る職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退

職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条において「年齢６０年

以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基

づく選考により、短時間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当たりの通

常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同

種の職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間である



職をいう。以下この条及び次条において同じ。）に採用することができる。

ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務の職

に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要す

る職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場

合における定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでな

い。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、市が加入する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に定める組合の年齢６０年以

上退職者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、

短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

（委任） 

第１４条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則

に次の２項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規

定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６

５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

３ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律によ

り任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下この項において

同じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度（以下この項におい



て「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の

提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でなかった者で、当該情報

の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員（異

動等により情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過す

ることとなった職員（以下この項において「末日経過職員」という。）を除

く。）にあっては、当該職員が採用された日から同日の属する年度の末日ま

での期間、末日経過職員にあっては、当該職員の異動等の日が属する年度（

当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該職

員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適用される任用及び給与

に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同

日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第１１条

の規定は、公布の日から施行する。 

（勤務延長に関する経過措置） 

第２条 任命権者は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前にこ

の条例による改正前の瑞穂市職員の定年等に関する条例（以下「旧条例」と

いう。）第４条第１項又は第２項の規定により勤務することとされ、かつ、

旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長さ

れた期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員

（以下この項において「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例

勤務延長期限又はこの項の規定により延長された期限が到来する場合におい

て、この条例による改正後の瑞穂市職員の定年等に関する条例（以下「新条

例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由があると認めるときは、市長

の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超えない範囲内で期

限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務延長職員

に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超える

ことができない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令 



和１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。） 

から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条

例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条

例定年（基準日が施行日である場合には、施行日の前日における旧条例第３

条に規定する定年）を超える職及びこれに相当する基準日以後に設置された

職その他の規則で定める職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日までの

間に新条例第４条第１項若しくは第２項の規定、地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」という。）附則

第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日

において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合

には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）に達している職

員（当該規則で定める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、降任

し、又は転任することができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務に

ついて準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第３条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後におけ

る最初の３月３１日（以下この条から附則第６条までにおいて「特定年齢到

達年度の末日」という。）までの間にある者であって、当該者を採用しよう

とする常時勤務を要する職に係る旧条例定年（旧条例第３条に規定する定年

をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置された職及び施行日以後に

組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該職が施行日の前日

に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該職に係る

年齢。次条第１項において同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その

他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

（１）施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

（２）旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項

又は前条第１項の規定により勤務した後退職した者 

（３）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）



であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に

ある者 

（４）２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、

旧地方公務員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は

第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。）

又は暫定再任用（この項若しくは次項、次条第１項若しくは第２項、附則

第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定

により採用することをいう。次項第６号において同じ。）をされたことが

ある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定

年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする

常時勤務を要する職に係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績そ

の他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

（１）施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

（２）施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退

職した者 

（３）施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、令和３

年改正法による改正後の地方公務員法（以下「新地方公務員法」という。）

第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

（４）施行日以後に新条例第１３条第１項の規定により採用された者のうち、

新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第２

２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

（５）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。） 

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に

ある者 

（６）２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。） 

であって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、



暫定再任用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない

範囲内で更新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定

により採用する者又はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達

年度の末日以前でなければならない。 

４ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次条第１項若しくは第２項、附

則第５条第１項若しくは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定

により採用された職員をいう。以下この項及び次項において同じ。）の前項

の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直前の任期にお

ける勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の評価結果そ

の他勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該

暫定再任用職員の同意を得なければならない。 

第４条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、市が加入する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に定める組合（次項及び附則

第６条において「組合」という。）における前条第１項各号に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しよ

うとする常時勤務を要する職に係る旧条例定年に達している者を、従前の勤

務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲

内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほ

か、組合における同項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日まで

の間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係

る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報

に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を

要する職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第５条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間

にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１



２条に規定する短時間勤務の職をいう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当

年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当

該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における旧条例定

年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行日以後に組織の

変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、

常時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとした

ときにおける旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項に

おいて同じ。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情

報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤

務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の

４第４項の規定にかかわらず、附則第３条第２項各号に掲げる者のうち、特

定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとす

る短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員

が、常時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占め

ているものとした場合における新条例定年をいう。次条第２項及び附則第１

０条において同じ。）に達している者（新条例第１２条の規定により当該短

時間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その

他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用

する。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほか、新地方公務員法第２２条

の５第３項において準用する新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にか

かわらず、組合における附則第３条第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢

到達年度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る旧条例定年相当年齢に達している者を、従前の勤務実績そ

の他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 



２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、前条第２項の規定によるほ

か、新地方公務員法第２２条の５第３項において準用する新地方公務員法第

２２条の４第４項の規定にかかわらず、組合における附則第３条第２項各号

に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当

該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達して

いる者（新条例第１３条第１項の規定により当該短時間勤務の職に採用する

ことができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に

基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤務の

職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第３条第３項から第５項までの規定を準用

する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職及び年齢） 

第７条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職

とする。 

（１）施行日以後に新たに設置された職 

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する

職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例第３条に

規定する定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方

公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職及び年齢） 

第８条 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合に

おける令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新

地方公務員法第２２条の４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

（１）施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

（２）施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの規定が適用される場合におけ

る令和３年改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方

公務員法第２２条の４第４項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施

行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員



が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職と同種の職を占めて

いるものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項に規定する職に係る年

齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職並びに条例で定める者

及び職員） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職

のうち、当該職が基準日（附則第３条から第６条までの規定が適用される間

における各年の４月１日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同

じ。）の前日に設置されていたものとした場合において、基準日における新

条例定年が基準日の前日における新条例定年を超える職とする。 

（１）基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

（２）基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職

を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職

が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当

該職に係る新条例定年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定す

る職が基準日の前日に設置されていたものとした場合において、同日におけ

る当該職に係る新条例定年に達している職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措置） 

第１０条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和

１１年４月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）

から基準日の翌年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年

齢が基準日の前日における新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基

準日における新条例定年相当年齢が新条例第３条に規定する定年である短時

間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に設置された短時間勤

務の職その他の規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「新条例

原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに

新条例第１２条に規定する年齢６０年以上退職者となった者（基準日前から

新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後基準日以後に退職を



した者を含む。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例原則

定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達している者

（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で定める者）を、新条

例第１２条又は第１３条第１項の規定により採用することができず、新条例

原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第１２条又は第１３条第１

項の規定により採用された職員（以下この条において「定年前再任用短時間

勤務職員」という。）のうち基準日の前日において同日における当該新条例

原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定年相当年齢に達してい

る定年前再任用短時間勤務職員（当該規則で定める短時間勤務の職にあって

は、規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、又は

転任することができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢） 

第１１条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、

年齢６０年とする。 
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瑞穂市職員の定年等に関する条例（平成15年瑞穂市条例第21号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条・第１３条） 

第５章 雑則（第１４条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」

という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２２条の５第１項、第２

８条の２、第２８条の５、第２８条の６第１項から第３項まで並びに第

２８条の７の規定に基づき、職員の定年等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

第２章 定年制度 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢６５年とする。 

（定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２条の規定により退職すべき

こととなる場合において、次に掲げる事由がある    と認めるとき

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）    

   ）第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３    

                                

     の規定に基づき、職員の定年等に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（定年） 

第３条 職員の定年は、年齢６０年とする。 

（定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は、定年に達した職員が第２条の規定により退職すべき

こととなる場合において、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

資
料

 
７

２
－

１
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は、同条の規定にかかわらず、当該職員に係る定年退職日の翌日から起

算して１年を超えない範囲内で期限を定め、当該職員を当該定年退職日

において従事している職務に従事させるため、引き続き勤務させること

ができる。ただし、第９条の規定により異動期間（同条第１項に規定す

る異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又

は第２項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員で

あって、定年退職日において管理監督職（第６条に規定する職をいう。

以下この条及び次章において同じ。）を占めている職員については、第

９条第１項又は第２項の規定により当該異動期間を延長した場合であ

って、引き続き勤務させることについて市長の承認を得たときに限るも

のとし、当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間

の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるた

め、当該職員の退職により生ずる欠員を容易に補充することができず

公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、

当該職員の退職による欠員を容易に補充することができず公務の運

営に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害とな

る特別の事情があるため、当該職員の退職により公務の運営に著しい

支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期限が到

来する場合において、前項各号に掲げる事由が引き続きある と認める

は、その職員に            係る定年退職日の翌日から起

算して１年を超えない範囲内で期限を定め、その職員を当該      

         職務に従事させるため引き続いて勤務させること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるた

め、その職員の退職により                    

公務の運営に著しい支障が生ずるとき。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、

その職員の退職による欠員を容易に補充することができないとき   

             。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業務の遂行上重大な障害とな

る特別の事情があるため、その職員の退職により公務の運営に著しい

支障が生ずるとき。 

２ 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定により延長された期限が到

来する場合において、前項の事由     が引き続き存すると認める
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ときは、市長の承認を得て、これらの期限の翌日から起算して１年を超

えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当

該職員に係る定年退職日（同項ただし書に規定する職員にあっては、当

該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）の翌日から起算

して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続き 勤務させる場合又

は前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の同意を得なけ

ればならない。 

４ 任命権者は、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員

及び第２項の規定により期限が延長された職員について、第１項の期限

又は第２項の規定により延長された期限が到来する前に第１項各号に

掲げる事由がなくなった  と認めるときは、当該職員の同意を得て、

期日を定めて当該期限を繰り上げるものとする      。 

５ 略 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、瑞穂市職員

の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）第１３条の２第

１項に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職及び瑞穂市企業職

員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第１１９

号）第４条に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年

ときは、市長の承認を得て、１年               を超

えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、その期限は、そ

の職員に係る定年退職日                     

                        の翌日から起算

して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により職員を引き続いて勤務させる場合又

は前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の同意を得なけ

ればならない。 

４ 任命権者は                           

                         、第１項の期限

又は第２項の規定により延長された期限が到来する前に第１項の事由 

が存しなくなった     と認めるときは、当該職員の同意を得て、

期日を定めてその期限を繰り上げて退職させることができる。 

５ 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 
 

齢６０年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等

（以下この章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっ

ては、法第１３条、第１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５

６条に定めるもののほか、次に掲げる基準を遵守しなければならない。 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づ

き、降任又は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０

条において「降任等」という。）をしようとする職の属する職制上の

段階の標準的な職に係る法第１５条の２第１項第５号に規定する標

準職務遂行能力（次条第３項において「標準職務遂行能力」という。）

及び当該降任等をしようとする職についての適性を有すると認めら

れる職に、降任等をすること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職の

うちできる限り上位の職制上の段階に属する職に、降任等をするこ

と。 

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた

管理監督職が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する

管理監督職を占める職員（以下この号において「上位職職員」という。）

の他の職への降任等をする場合には、第１号に掲げる基準に従った上

での状況その他の事情を考慮してやむを得ないと認められる場合を

除き、上位職職員の降任等をした職が属する職制上の段階と同じ職制

上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階に属する職
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に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制

限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員

について、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管

理監督職に係る異動期間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年

齢に達した日の翌日から同日以後における最初の４月１日までの間を

いう。以下この章において同じ。）の末日の翌日から起算して１年を超

えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、当該異

動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同

じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員

に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるた

め、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充する

ことができず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、

当該職員の他の職への降任等による欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害とな

る特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の

運営に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員に
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ついて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、延長さ

れた当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内（当

該期間内に定年退職日がある職員にあっては、延長された当該異動期間

の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項において同じ。）で

延長された当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延

長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異

動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場

合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が

相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充

することができない年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職

として規則で定める管理監督職をいう。以下この項において同じ。）に

属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監督職群に属す

る管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行

能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職員（当

該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の

数が当該管理監督職の数に満たない等の事情があるため、当該職員の他

の職への降任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易に補充する

ことができず業務の遂行に重大な障害が生ずると認めるときは、当該職

員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して１年

を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を

占めている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職

員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降
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任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの

規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める

職員について前項に規定する事由があると認めるとき（第２項の規定に

より延長された当該異動期間を更に延長することができるときを除

く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異動期間（前３項又はこの

項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占

める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期

間内で延長された当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条の規定により異動期間を延長する場合及び同

条第３項の規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらか

じめ職員の同意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合にお

いて、当該異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅

したときは、他の職への降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常

勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以下この条及び次条におい
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て「年齢６０年以上退職者」という。）を、従前の勤務実績その他の規

則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職（当該職を占める

職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職でその職

務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通

常の勤務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条及び次条にお

いて同じ。）に採用することができる。ただし、年齢６０年以上退職者

がその者を採用しようとする短時間勤務の職に係る定年退職日相当日

（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当

該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における定

年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

第１３条 任命権者は、前条本文の規定によるほか、市が加入する地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条第１項に定める組合の年齢

６０年以上退職者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づ

く選考により、短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条ただし書の規定を準用する。 

第５章 雑則 

（委任） 

第１４条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ 略 

（定年に関する経過措置） 

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

  

 略 
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条の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、

同条中「６５年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

３ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除く。以下この項

において同じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度（以下

この項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」と

いう。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職員でな

かった者で、当該情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末

日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意思の確認

を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この項におい

て「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用さ

れた日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあって

は、当該職員の異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である場

合は、当該年度の前年度））において、当該職員に対し、当該職員が年

齢６０年に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内

容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後

における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

  



瑞穂市職員の定年等に関する条例改正の概要 

 

 

１．定年の段階的引き上げ （第３条・制定附則第２項） 

  現行６０歳の職員の定年について、令和５年度から２年に１歳ずつ段階的に引

き上げ、令和１３年度に６５歳とする。 

 

 

２．管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入（第６条～第１１条） 

  管理職（管理職手当の支給対象となっている職）について、原則として６０歳

を役職定年年齢とし、管理職以外の職に降任させる。 

公務の運営に著しい支障が生ずる場合に限り、引き続き管理職として勤務させる

ことができる。 

 

 

３．定年前再任用短時間勤務制の導入（第１２条・第１３条） 

６０歳に達した日以後定年前に退職した職員を、本人の希望により、短時間勤務

の職に採用することができるものとする。 

 

 

４．情報提供及び意思確認の努力義務（制定附則第３項） 

  当分の間、職員が６０歳に達する日の前年度に、６０歳以後の任用及び給与等

に関する情報を提供し、継続しての勤務意思を確認するよう努める。 

 

 

５．暫定再任用制度（改正附則第３条） 

  定年の段階的引き上げ期間においても、６５歳まで再任用ができるよう、現行

と同様の再任用制度を暫定的に措置する。 

 

 

６．施行日 

令和５年４月１日 

ただし、施行日前に実施する情報提供及び意思確認の努力義務に係る規定は、公

布の日から施行 

 

資料 ７２－２



議案第７３号  

 瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例案を別紙のとおり提出する。  

  令和４年１１月３０日  

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由  

農地利用の最適化に向けた積極的な活動を推進するため国から交付される交

付金を、農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の報酬額に加えて支給

するため、市条例の改正を行うもの。  

  



   瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改  

正する条例  

瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１５年瑞

穂市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

別表中  

「  
農業委員会   
 会長  月額 １４，０００ 

 その他の農業委員会の委員  月額 １２，５００ 

 農地利用最適化推進委員  月額 １２，５００ 

                                 」  

「  
農業委員会   
 会長  月額 １４，０００ 

ただし、月額報酬の他に国か

ら交付される農地利用の最適化

に関する交付金の範囲内で規則

で定める方法により算出した額

を支給することができる。 

 その他の農業委員会の委員  月額 １２，５００ 

ただし、月額報酬の他に国か

ら交付される農地利用の最適化

に関する交付金の範囲内で規則

で定める方法により算出した額

を支給することができる。 

 農地利用最適化推進委員  月額 １２，５００ 

ただし、月額報酬の他に国か

ら交付される農地利用の最適化

に関する交付金の範囲内で規則

で定める方法により算出した額

を支給することができる。 

                                 」  

改める。  

附 則  

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の瑞穂市非常勤の

特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の規定は、令和４年４月１日から

適用する。  

を  

に  
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瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平成15年瑞穂市条例第31号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

区分 報酬 費用弁償 
教育委員会  行政職給料

表の5級の職

務にある者

の旅費の例

による。 

 円 
委員 月額 25,000 

  

  
監査委員  
識見を有する者の中から選任

された監査委員 
日額 12,000 

議会の議員の中から選任され

た監査委員 
日額 6,000 

農業委員会  
会長 月額 14,000 

ただし、月額報酬の他

に国から交付される農地

利用の最適化に関する交

付金の範囲内で規則で定

める方法により算出した

区分 報酬 費用弁償 
教育委員会  行政職給料

表の5級の職

務にある者

の旅費の例

による。 

 円 
委員 月額 25,000 

  

  
監査委員  
識見を有する者の中から選任

された監査委員 
日額 12,000 

議会の議員の中から選任され

た監査委員 
日額 6,000 

農業委員会  
会長 月額 14,000 

 
 
 
 
 

資
料

 
７

３
－

１
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額を支給することができ

る。 
その他の農業委員会の委員 月額 12,500 

ただし、月額報酬の他

に国から交付される農地

利用の最適化に関する交

付金の範囲内で規則で定

める方法により算出した

額を支給することができ

る。 
農地利用最適化推進委員 月額 12,500 

 ただし、月額報酬の他

に国から交付される農地

利用の最適化に関する交

付金の範囲内で規則で定

める方法により算出した

額を支給することができ

る。 
固定資産評価審査委員会委員 日額 7,000 

  

  
幼稚園・学校嘱託薬剤師 1施設当たり 年額 11

 
 

その他の農業委員会の委員 月額 12,500 
 
 
 
 
 
 
 

農地利用最適化推進委員 月額 12,500 
 
 
 
 
 
 
 

固定資産評価審査委員会委員 日額 7,000 

  

  
幼稚園・学校嘱託薬剤師 1施設当たり 年額 11
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5,000 
地方自治法第174条に定める専門

委員並びに地方公務員法（昭和25
年法律第261号）第3条第3項第2
号、第3号及び第3号の2に該当す

る職にある者のうち、前各項に該

当しないもの 

市長がそのつど予算の範

囲内で任命権者と協議し

て定める額 

市長がその

つど予算の

範囲内で任

命権者と協

議して定め

る額 
 

5,000 
地方自治法第174条に定める専門

委員並びに地方公務員法（昭和25
年法律第261号）第3条第3項第2
号、第3号及び第3号の2に該当す

る職にある者のうち、前各項に該

当しないもの 

市長がそのつど予算の範

囲内で任命権者と協議し

て定める額 

市長がその

つど予算の

範囲内で任

命権者と協

議して定め

る額 
 

 



 

    瑞穂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の 

一部を改正する条例の概要 

 

１．改正理由 

   令和 4 年度から、農業委員会は農地利用の最適化活動の目標を設定し、

活動記録の作成、目標の達成状況について点検・評価を実施し、その結果を

公表するとともに県知事に報告することとなった。 

これにより、国の「農地利用最適化交付金事業」の対象として交付金が支

給されることになり、この交付金は農業委員及び農地利用最適化推進委員の

最適化活動の実績に応じて支払う報酬とされるため、これまでの農業委員会

の報酬に加えて、この交付金を財源とする報酬を支払うために条例改正を行

うもの。 

※農地利用の最適化活動とは 

     ・担い手への農地集積及び集約化 

     ・遊休農地の発生防止及び解消 

     ・新規参入の促進等 

    

 

２．改正内容 

   条例別表で定められた農業委員会の項報酬の欄に、次のただし書きを加

える。 

 

   ただし、月額報酬の他に国から交付される農地利用の最適化に関する交

付金の範囲内で規則で定める方法により算出した額を支給することがで

きる。 

 

 

３．施行期日 

   公布の日から施行し、令和 4 年 4 月１日から適用する。 

資料 ７３－２



議案第７４号 

   瑞穂市税条例等の一部を改正する条例について 

 瑞穂市税条例等の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 指定金融機関及び収納代理金融機関において、令和５年度より督促手数料及

び延滞金の確認事務が見直しされることに伴い、市における督促手数料を廃止

するため、市関係条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市税条例等の一部を改正する条例 

 （瑞穂市税条例の一部改正） 

第１条 瑞穂市税条例（平成１５年瑞穂市条例第４４号）の一部を次のように

改正する。 

  第２条第２号中「その督促手数料、延滞金」を「その延滞金」に改める。 

第２１条及び第２２条を次のように改める 

第２１条及び第２２条 削除 

 （瑞穂市督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分に関する条例の一部改正） 

第２条 瑞穂市督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分に関する条例（平成１５

年瑞穂市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

瑞穂市延滞金徴収及び滞納処分に関する条例 

第１条中「督促に係る手数料、延滞金の徴収」を「延滞金の徴収」に改め

る。 

第２条を次のように改める。 

第２条 削除 

第５条中「、当該歳入並びに当該歳入に係る第２条の督促手数料及び」を

「、当該歳入及び当該歳入に係る」に改める。 

（瑞穂市農業集落排水処理施設条例の一部改正） 

第３条 瑞穂市農業集落排水処理施設条例（平成１５年瑞穂市条例第１０８号）

の一部を次のように改正する。 

  第１８条第３項及び第４項を削る。 

 （瑞穂市コミュニティ・プラント条例の一部改正） 

第４条 瑞穂市コミュニティ・プラント条例（平成１５年瑞穂市条例第１１０

号）の一部を次のように改正する。 

  第１８条第３項及び第４項を削る。 

 （瑞穂市下水道条例の一部改正） 

第５条 瑞穂市下水道条例（平成１５年瑞穂市条例第１４２号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２１条第３項及び第４項を削る。 



 （瑞穂市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第６条 瑞穂市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年瑞穂市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

  第５条を次のように改める。 

 第５条 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、この条例による改正前のそれぞれの条例の規定によ

る令和４年度以前の賦課年度に属する市税、分担金、使用料、過入金、手数

料、過料、保険料その他の歳入に係る督促手数料は、なお従前の例による。 



瑞穂市税条例（平成15年瑞穂市条例第44号）新旧対照表（第１条関係） 

改正後（案） 現行 

（用語） （用語） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 徴収金 市税並びにその延滞金      、過少申告加算金、

不申告加算金、重加算金及び滞納処分費をいう。 
(2) 徴収金 市税並びにその督促手数料、延滞金、過少申告加算金、

不申告加算金、重加算金及び滞納処分費をいう。 

(3)・(4) 略 (3)・(4) 略 

 
第21条及び第22条 削除 

（督促手数料） 
第21条       徴税吏員は、督促状を発した場合においては、督促

状１通について、200円の督促手数料を徴収しなければならない。ただ

し、やむを得ない理由があると認める場合においては、これを徴収し

ない。 

 第22条 削除 
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瑞穂市督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分に関する条例（平成15年瑞穂市条例第50号）新旧対照表（第２条関係） 

改正後（案） 現行 

瑞穂市延滞金徴収及び滞納処分に関する条例 瑞穂市督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分に関する条例 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」と

いう。）第231条の３の規定に基づき、分担金、使用料、加入金、手数

料、過料その他の歳入（以下「歳入」という。）の延滞金の徴収  

      及び滞納処分に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」と

いう。）第231条の３の規定に基づき、分担金、使用料、加入金、手数

料、過料その他の歳入（以下「歳入」という。）の督促に係る手数料、

延滞金の徴収及び滞納処分に関し必要な事項を定めるものとする。 

 
第２条 削除 

（督促手数料） 
第２条 歳入の徴収につき、督促状を発した場合には、督促手数料とし

て、督促状１通につき200円を徴収する。 

（滞納処分） （滞納処分） 

第５条 歳入について督促を受けた者が督促状に指定する期限までに納

付すべき金額を納付しない場合において、当該歳入が法第231条の３第

３項の規定により地方税の滞納処分の例により処分できるものである

ときは、当該歳入及び当該歳入に係る                       延滞

金について、督促状に指定する期限経過後に滞納処分に着手する。 

第５条 歳入について督促を受けた者が督促状に指定する期限までに納

付すべき金額を納付しない場合において、当該歳入が法第231条の３第

３項の規定により地方税の滞納処分の例により処分できるものである

ときは、当該歳入並びに当該歳入に係る第２条の督促手数料及び延滞

金について、督促状に指定する期限経過後に滞納処分に着手する。 
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瑞穂市農業集落排水処理施設条例（平成15年瑞穂市条例第108号）新旧対照表（第３条関係） 

改正後（案） 現行 

（使用料の督促） （使用料の督促） 

第18条 略 第18条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 第１項の規定により督促状を発したときは、督促手数料を徴収する。 

 ４ 督促手数料は、督促状１通につき200円とする。ただし、市長が必要

と認めるときは、督促手数料を減額し、又は免除することができる。 
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瑞穂市コミュニティ・プラント条例（平成15年瑞穂市条例第110号）新旧対照表（第４条関係） 

改正後（案） 現行 

（使用料の督促） （使用料の督促） 

第18条 略 第18条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 第１項の規定により督促状を発したときは、督促手数料を徴収する。 

 ４ 督促手数料は、督促状１通につき200円とする。ただし、市長が必要

と認めるときは、督促手数料を減額し、又は免除することができる。 
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瑞穂市下水道条例（平成15年瑞穂市条例第142号）新旧対照表（第５条関係） 

改正後（案） 現行 

（使用料の督促） （使用料の督促） 

第21条 略 第21条 略 

２ 略 ２ 略 

 ３ 第１項の規定により督促状を発したときは、督促手数料を徴収する。 

 ４ 督促手数料は、督促状１通につき200円とする。ただし、市長が必要

と認めるときは、督促手数料を減額し、又は免除することができる。 
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瑞穂市後期高齢者医療に関する条例（平成20年瑞穂市条例第２号）新旧対照表（第６条関係） 

改正後（案） 現行 

 
第５条 削除 

（保険料の督促手数料） 
第５条 保険料の督促手数料は、督促状１通について、200円とする。 

 

 

資
料

 
７

４
－

６
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瑞穂市税条例等の一部を改正する条例の概要 

１ 改正趣旨 

 

以下の要因により督促手数料の徴収を廃止するため、関係する条例の一部を一

括して改正するもの。 

① 令和３年の地方税法施行令の改正に伴い、令和５年度から順次地方税の納付

書に地方税統一ＱＲコードを付すことから、全国の金融機関等で納入できる一

方、督促手数料と延滞金は本税の納付確認後に納税者へ請求する方法に統一さ

れたため。 

② 金融機関から、令和５年度より督促手数料及び延滞金の確認事務を見直し、

納付書に記載された金額のみ徴収する通知を受けたため。 

 

２ 改正内容 

（１）第１条関係（瑞穂市税条例の一部改正） 

第２条（用語） 

 第２号中の督促手数料を削除するもの。 

第２１条（督促手数料） 

 全文を削除し、「第２１条及び第２２条 削除」に改める 

 

（２）第２条関係（瑞穂市督促手数料、延滞金徴収及び滞納処分に関する条例の一

部改正） 

   題名の改正 

    「瑞穂市延滞金徴収及び滞納処分に関する条例」に改めるもの。                                                                      

第１条（趣旨） 

  「督促に係る手数料」を削除するもの。 

第２条（督促手数料） 

  全文を削除するもの。 

第５条（滞納処分） 

  「第２条の督促手数料」を削除するもの。 

 

（３）第３条関係（瑞穂市農業集落排水処理施設条例の一部改正） 

（４）第４条関係（瑞穂市コミュニティ・プラント条例の一部改正） 
第１８条（使用料の督促） 

  第３項及び第４項を削除するもの。 

 

（５）第５条関係（瑞穂市下水道条例の一部改正） 

第２１条（使用料の督促） 

  第３項及び第４項を削除するもの。 
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（６）第６条関係（瑞穂市後期高齢者医療に関する条例の一部改正） 

第５条（保険料の督促手数料） 

  全文を削除するもの。 

 

３ 適用関係 

 第１条（施行期日） 

令和５年４月１日より施行。 

第２条（経過措置） 

  令和４年度以前の賦課年度に属する市税等の督促手数料は、条例改正後も徴収

する。（納期限が改正日以降になる令和４年度市県民税特別徴収（３月～５月）

の督促手数料は引き続き徴収する。） 

 

 

 

 



議案第７５号 

   瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について 

 瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 国民健康保険税の適正化を図るため及び将来的な県内の国民健康保険税水準

等の統一化を目指すとともに、被保険者間の負担の公平性を図るため、市条例

の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 瑞穂市国民健康保険税条例（平成１６年瑞穂市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第２条第３項及び第４項中「及び被保険者均等割額」を「並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額」に改める。 

第４条中「２万４，７００円」を「２万２，７００円」に改める。 

第５条第１号中「１万７，９００円」を「１万５，９００円」に改め、同条

第２号中「８，９５０円」を「７，９５０円」に改め、同条第３号中「１万３，

４２５円」を「１万１，９２５円」に改める。 

第７条中「１万２，９００円」を「９，０００円」に改め、同条の次に次の

１条を加える。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額） 

第７条の２ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

（１）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ６，０００円 

（２）特定世帯 ３，０００円 

（３）特定継続世帯 ４，５００円 

第９条中「１万３，８００円」を「１万５００円」に改め、同条の次に次の

１条を加える。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 

第９条の２ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について５，０００円

とする。 

第２３条第１項第１号ア中「１万７，２９０円」を「１万５，８９０円」に

改め、同号イ（ア）中「１万２，５３０円」を「１万１，１３０円」に改め、

同号イ（イ）中「６，２６５円」を「５，５６５円」に改め、同号イ（ウ）中 

「９，３９８円」を「８，３４８円」に改め、同号ウ中「９，０３０円」を「 

６，３００円」に改め、同号エ中「９，６６０円」を「７，３５０円」に改め、

同号エを同号オとし、同号ウの次に次のように加える。 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平



等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ４，２００円 

（イ）特定世帯 ２，１００円 

（ウ）特定継続世帯 ３，１５０円 

第２３条第１項第１号に次のように加える。 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について ３，

５００円 

第２３条第１項第２号ア中「１万２，３５０円」を「１万１，３５０円」に 

改め、同号イ（ア）中「８，９５０円」を「７，９５０円」に改め、同号イ（ 

イ）中「４，４７５円」を「３，９７５円」に改め、同号イ（ウ）中「６，７

１３円」を「５，９６３円」に改め、同号ウ中「６，４５０円」を「４，５０

０円」に改め、同号エ中「６，９００円」を「５，２５０円」に改め、同号エ

を同号オとし、同号ウの次に次のように加える。 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 ３，０００円 

（イ）特定世帯 １，５００円 

（ウ）特定継続世帯 ２，２５０円 

第２３条第１項第２号に次のように加える。 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について ２，

５００円 

第２３条第１項第３号ア中「４，９４０円」を「４，５４０円」に改め、同 

号イ（ア）中「３，５８０円」を「３，１８０円」に改め、同号イ（イ）中「 

１，７９０円」を「１，５９０円」に改め、同号イ（ウ）中「２，６８５円」

を「２，３８５円」に改め、同号ウ中「２，５８０円」を「１，８００円」に

改め、同号エ中「２，７６０円」を「２，１００円」に改め、同号エを同号オ

とし、同号ウの次に次のように加える。 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別平

等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

（ア）特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １，２００円 



（イ）特定世帯 ６００円 

（ウ）特定継続世帯 ９００円 

第２３条第１項第３号に次のように加える。 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯について １，

０００円 

第２３条第２項第１号ア中「３，７０５円」を「３，４０５円」に改め、同

号イ中「６，１７５円」を「５，６７５円」に改め、同号ウ中「９，８８０円」

を「９，０８０円」に改め、同号エ中「１万２，３５０円」を「１万１，３５

０円」に改め、同項第２号ア中「１，９３５円」を「１，３５０円」に改め、

同号イ中「３，２２５円」を「２，２５０円」に改め、同号ウ中「５，１６０

円」を「３，６００円」に改め、同号エ中「６，４５０円」を「４，５００円」

に改める。 

附  則 

（施行期日） 

１  この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２  この条例による改正後の瑞穂市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度 

以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 
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瑞穂市国民健康保険税条例（平成16年瑞穂市条例第２号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（課税額） （課税額） 

第２条 略 第２条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。

ただし、当該合算額が20万円を超える場合においては、後期高齢者支

援金等課税額は、20万円とする。 

３ 第１項第２号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項

の世帯主を除く。）及びその世帯に属する被保険者につき算定した所

得割額及び被保険者均等割額                   の合算額とする。

ただし、当該合算額が20万円を超える場合においては、後期高齢者支

援金等課税額は、20万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者であ

る世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護

納付金課税被保険者につき算定した所得割額並びに被保険者均等割額

及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が17万円を

超える場合においては、介護納付金課税額は、17万円とする。 

４ 第１項第３号の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者であ

る世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）及びその世帯に属する介護

納付金課税被保険者につき算定した所得割額及び被保険者均等割額  
                 の合算額とする。ただし、当該合算額が17万円を

超える場合においては、介護納付金課税額は、17万円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

万2,700円とする。 
第４条 第２条第２項の被保険者均等割額は、被保険者１人について２

万4,700円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 
第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

資
料

 
７

５
－

１
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(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の

規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の

属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経

過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場

合に限る。）をいう。次号及び第23条第１項において同じ。）及び

特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。第３号及び同項において同じ。）

以外の世帯 １万5,900円 

(1) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康保険法第６条第８号の

規定により被保険者の資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属するものをいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であって同日の

属する月（以下この号において「特定月」という。）以後５年を経

過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場

合に限る。）をいう。次号及び第23条第１項において同じ。）及び

特定継続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であって特定月以後５年を経過する月の翌月から特定

月以後８年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保

険者がいない場合に限る。）をいう。第３号及び同項において同じ。）

以外の世帯 １万7,900円 

(2) 特定世帯 7,950円 (2) 特定世帯 8,950円 

(3) 特定継続世帯 １万1,925円 (3) 特定継続世帯 １万3,425円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 
（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額） 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について9,0
00円    とする。 

第７条 第２条第３項の被保険者均等割額は、被保険者１人について１

万2,900円とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世帯別

平等割額） 
第７条の２ 第２条第３項の世帯別平等割額は、次の各号に掲げる世帯

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 
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(1) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 6,000円 
(2) 特定世帯 3,000円 
(3) 特定継続世帯 4,500円 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） （介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額） 

第９条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者

１人について１万500円  とする。 
第９条 第２条第４項の被保険者均等割額は、介護納付金課税被保険者

１人について１万3,800円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額） 
第９条の２ 第２条第４項の世帯別平等割額は、１世帯について5,000円

とする。 

 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万
円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が2
0万円を超える場合には、20万円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17
万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対

して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額か

らア及びイに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が65万
円を超える場合には、65万円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金

等課税額からウに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が2
0万円を超える場合には、20万円）並びに同条第４項本文の介護納付金

課税額からエに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17
万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者

（前年中に同項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法

(1) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有する者

（前年中に同項に規定する総所得金額に係る所得税法（昭和40年法
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律第33号）第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に

規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する

給与等の収入金額が55万円を超える者に限る。）をいう。以下この

号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前

年中に法第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者

にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者に限り、

年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が110万円

を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数

の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が

２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世

帯に係る納税義務者 

律第33号）第28条第１項に規定する給与所得について同条第３項に

規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する

給与等の収入金額が55万円を超える者に限る。）をいう。以下この

号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前

年中に法第703条の５第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢65歳未満の者

にあっては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者に限り、

年齢65歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が110万円

を超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数

の合計数（以下この条において「給与所得者等の数」という。）が

２以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を

減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）を超えない世

帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １万5,890円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １万7,290円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １万1,130円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 １万2,530円 

(イ) 特定世帯 5,565円 (イ) 特定世帯 6,265円 

(ウ) 特定継続世帯 8,348円 (ウ) 特定継続世帯 9,398円 
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ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 6,300円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 9,030円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 
(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 4,200円 
(イ) 特定世帯 2,100円 
(ウ) 特定継続世帯 3,150円 

 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 7,350円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 9,660円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て 3,500円 
 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき28万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき28万5,000円を加算した金額を超え

ない世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額
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 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １万1,350円 
 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて １万2,350円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 7,950円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 8,950円 

(イ) 特定世帯 3,975円 (イ) 特定世帯 4,475円 

(ウ) 特定継続世帯 5,963円 (ウ) 特定継続世帯 6,713円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 4,500円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 6,450円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 
(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,000円 
(イ) 特定世帯 1,500円 
(ウ) 特定継続世帯 2,250円 

 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 5,250円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 6,900円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て 2,500円 
 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の (3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の
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合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき52万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

合算額が、43万円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保

険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数から１を減

じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被保険者及び

特定同一世帯所属者１人につき52万円を加算した金額を超えない世

帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて 4,540円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額

 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人に

ついて 4,940円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 
イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,180円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,580円 

(イ) 特定世帯 1,590円 (イ) 特定世帯 1,790円 

(ウ) 特定継続世帯 2,385円 (ウ) 特定継続世帯 2,685円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 1,800円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被

保険者均等割額 被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について 2,580円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の世

帯別平等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 
(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 1,200円 
(イ) 特定世帯 600円 
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(ウ) 特定継続世帯 900円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 2,100円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金

課税被保険者（第１条第２項に規定する世帯主を除く。） １人

について 2,760円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯別平等割額 １世帯につい

て 1,000円 
 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

２ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に達する日以後

の最初の３月31日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該納税義務者に対して課する被保険者均等割額

（当該納税義務者の世帯に属する未就学児につき算定した被保険者均

等割額（前項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、

その減額後の被保険者均等割額）に限る。）は、当該被保険者均等割

額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

を減額して得た額とする。 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

(1) 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 

次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,405円 ア 前項第１号アに規定する金額を減額した世帯 3,705円 

イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 5,675円 イ 前項第２号アに規定する金額を減額した世帯 6,175円 

ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 9,080円 ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した世帯 9,880円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １万1,350円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 １万2,350円 

(2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保 (2) 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保
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険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１

人について次に定める額 
険者均等割額 次に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１

人について次に定める額 

ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,350円 ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した世帯 1,935円 

イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 2,250円 イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した世帯 3,225円 

ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 3,600円 ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した世帯 5,160円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 4,500円 エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯 6,450円 

 



１．保険税率

元年度 2年度 3年度 4年度 ５年度 前年比
市税率 6.06 6.06 6.04 6.00
標準（市町村） 6.59 5.72 6.31 7.03 6.00 0.00
標準（県） 6.77 6.04 6.36 7.26
市税率 13.50 6.75 0 0
標準（市町村） 14.12 12.22 0 0 0 0
標準（県） − − − −
市税率 27,000 27,000 24,700 24,700
標準（市町村） 26,025 23,478 27,262 31,406 22,700 -2,000 
標準（県） 27,373 24,759 26,270 30,013
市税率 20,100 20,100 17,900 17,900
標準（市町村） 19,633 18,459 19,730 21,333 15,900 -2,000 
標準（県） 20,182 17,903 19,046 20,697

市税率 2.25 2.25 2.25 2.25
標準（市町村） 2.77 2.73 2.42 2.40 2.25 0.00
標準（県） 2.55 2.56 2.45 2.48
市税率 12,900 12,900 12,900 12,900
標準（市町村） 13,961 14,169 14,565 14,823 9,000 -3,900 
標準（県） 10,300 10,313 9,878 9,961
市税率 − − − 0
標準（市町村） − − − − 6,000 6,000
標準（県） 7,594 7,457 7,162 6,869

市税率 2.27 2.27 2.27 2.27
標準（市町村） 2.64 2.79 2.13 2.14 2.27 0.00
標準（県） 2.21 2.32 2.08 2.22
市税率 13,800 13,800 13,800 13,800
標準（市町村） 14,549 14,833 15,676 16,943 10,500 -3,300 
標準（県） 11,489 11,958 10,673 11,330
市税率 − − − 0
標準（市町村） − − − − 5,000 5,000
標準（県） 5,850 6,131 5,555 5,750

介
護
納
付
金
分

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

医
療
給
付
分

所得割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

後
期
高
齢
者
支
援
分

所得割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）
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２．被保険者数 （７月賦課決定時）

① 人 数 単位：人

年度 総人数
Ａ

所得割
課税人数

Ｂ

資産割
課税人数

Ｃ

介護所得割
課税人数

Ｄ

介護均等割
課税人数

Ｅ
５年度 9,420 6,348 0 1,535 2,789
４年度 9,722 6,627 0 1,624 2,904
３年度 10,042 7,111 0 1,716 2,973
２年度 9,983 7,073 5,566 1,695 2,989

３１年度 10,287 7,224 5,755 1,768 3,086
３０年度 10,717 7,604 6,079 1,897 3,260
２９年度 11,230 8,022 6,439 2,071 3,479

② 割 合 単位：％

年度
所得割

課税人数
Ｂ/Ａ

資産割
課税人数

Ｃ/Ａ

介護所得割
課税人数

Ｄ/Ａ

介護均等割
課税人数

Ｅ/Ａ
５年度 67.4 0.0 16.3 29.6
４年度 68.2 0.0 16.7 29.9
３年度 70.8 0.0 17.1 29.6
２年度 70.9 55.8 17.0 29.9

３１年度 70.2 55.9 17.2 30.0
３０年度 71.0 56.7 17.7 30.4
２９年度 71.4 57.3 18.4 31.0

③ 対前年増減 単位：人

年度 総人数
所得割

課税人数
資産割

課税人数
介護所得割
課税人数

介護均等割
課税人数

５年度 ▲ 302 ▲ 279 0 ▲ 89 ▲ 115
４年度 ▲ 320 ▲ 484 0 ▲ 92 ▲ 69
３年度 59 38 ▲ 5,566 21 ▲ 16
２年度 ▲ 304 ▲ 151 ▲ 189 ▲ 73 ▲ 97

３１年度 ▲ 430 ▲ 380 ▲ 324 ▲ 129 ▲ 174
３０年度 ▲ 513 ▲ 418 ▲ 360 ▲ 174 ▲ 219
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３．世 帯 数 （７月賦課決定時）

① 世 帯 単位：世帯

年度 総世帯
ａ

所得割
課税世帯

ｂ

資産割
課税世帯

ｃ

介護分
総世帯

ｄ

介護所得割
課税世帯

ｅ
５年度 6,087 3,692 0 2,365 1,216
４年度 6,175 3,780 0 2,441 1,268
３年度 6,304 4,009 0 2,507 1,344
２年度 6,222 3,946 3,014 2,531 1,337

３１年度 6,310 3,989 3,085 2,574 1,361
３０年度 6,401 4,054 3,188 2,683 1,428
２９年度 6,614 4,222 3,330 2,819 1,530

② 割 合 単位：％

年度
所得割

課税世帯
ｂ/ａ

資産割
課税世帯

ｃ/ａ

介護分
総世帯
ｄ/ａ

介護所得割
課税世帯

ｅ/ａ
５年度 60.7 0.0 38.9 20.0
４年度 61.2 0.0 39.5 20.5
３年度 63.6 0.0 39.8 21.3
２年度 63.4 48.4 40.7 21.5

３１年度 63.2 48.9 40.8 21.6
３０年度 63.3 49.8 41.9 22.3
２９年度 63.8 50.3 42.6 23.1

③ 対前年増減 単位：世帯

年度 総世帯
所得割

課税世帯
資産割

課税世帯
介護分
総世帯

介護所得割
課税世帯

５年度 ▲ 88 ▲ 88 0 ▲ 76 ▲ 52
４年度 ▲ 129 ▲ 229 0 ▲ 66 ▲ 76
３年度 82 63 ▲ 3,014 ▲ 24 7
２年度 ▲ 88 ▲ 43 ▲ 71 ▲ 43 ▲ 24

３１年度 ▲ 91 ▲ 65 ▲ 103 ▲ 109 ▲ 67
３０年度 ▲ 213 ▲ 168 ▲ 142 ▲ 136 ▲ 102
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４．保険税額（試算）

【医療給付分】

人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額
所得割 6,627 366,593,542 51.52% 6,348 351,159,771 53.45% ▲ 279 ▲ 15,433,771
資産割 0 0 0.00% 0 0 0 0
均等割 9,722 239,901,220 33.72% 9,420 213,843,080 32.55% ▲ 302 ▲ 26,058,140
平等割 6,175 105,044,360 14.76% 6,087 92,016,480 14.00% ▲ 88 ▲ 13,027,880
小 計 711,539,122 657,019,331 ▲ 54,519,791

事業費納付金保険料必要額 863,578,352 836,788,059
小計との差額 ▲ 152,039,230 ▲ 179,768,727

【後期高齢者支援分】

人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額
所得割 6,627 133,955,367 51.67% 6,348 128,315,779 51.40% ▲ 279 ▲ 5,639,588
資産割 0 0
均等割 9,722 125,292,540 48.33% 9,420 84,783,600 33.96% ▲ 302 ▲ 40,508,940
平等割 6,087 36,523,200 14.64% 6,087 36,523,200
小 計 259,247,907 249,622,579 ▲ 9,625,328

事業費納付金保険料必要額 285,307,738 276,456,801
小計との差額 ▲ 26,059,831 ▲ 26,834,221

【介護納付金分】

人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額 割合 人員・世帯 税額
所得割 1,624 52,448,094 56.69% 1,535 49,560,865 54.66% ▲ 89 ▲ 2,887,229
資産割 0 0
均等割 2,904 40,075,200 43.31% 2,789 29,284,500 32.30% ▲ 115 ▲ 10,790,700
平等割 2,365 11,827,000 13.04% 2,365 11,827,000
小 計 92,523,294 90,672,365 ▲ 1,850,929

事業費納付金保険料必要額 95,929,614 92,130,748
小計との差額 ▲ 3,406,320 ▲ 1,458,383

【合 計】

人員・世帯 税額 人員・世帯 税額 人員・世帯 税額
所得割 552,997,003 52.01% 529,036,416 53.05% ▲ 23,960,587
資産割 0 0.00% 0 0
均等割 405,268,960 38.11% 327,911,180 32.88% ▲ 77,357,780
平等割 105,044,360 9.88% 140,366,680 14.07% 35,322,320
合 計 1,063,310,323 997,314,276 ▲ 65,996,047

事業費納付金保険料必要額 1,244,815,704 1,205,375,608
小計との差額 ▲ 181,505,381 ▲ 208,061,332

注）
 ※軽減制度（7割・5割・2割）額反映されていません。
 ※収納率100％試算

令和4年度賦課決定額（7月） 令和5年度（案） 差 額

令和4年度賦課決定額（7月） 令和5年度（案） 差 額

令和4年度賦課決定額（7月） 令和5年度（案） 差 額

令和4年度賦課決定額（7月） 令和5年度（案） 差 額
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1/エラー! ブックマークが定義されていません。 

議案第７６号  

   瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例について  

 瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例案を別紙のとおり提出する。  

  令和４年１１月３０日提出  

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由  

 個人番号カードの普及促進に向けて、多機能端末機を利用した場合の各種証

明書発行手数料を減額するため、市条例の改正を行うもの。  



   瑞穂市手数料条例の一部を改正する条例 

 瑞穂市手数料条例（平成１５年瑞穂市条例第４９号）の一部を次のように改

正する。  

 第２条に次のただし書を加える。 

  ただし、多機能端末機（市の電子計算機と電気通信回線で接続した端末機

であって、利用者自らが必要な操作を行うことにより、証明書等を自動的に

交付する機能を有するものをいう。）に、行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条

第７項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る地方公共団体情報シス

テム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第

７項に規定する利用者証明用電子証明書を記録したものに限る。）の情報を

読み込ませて暗証番号その他必要な事項を入力することにより交付するもの

に係る手数料の額は、別表５の部、６の部及び８の部に規定する手数料の額

から１００円を減じて得た額とする。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 



 
 

瑞穂市手数料条例（平成15年瑞穂市条例第49号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（手数料の額） （手数料の額） 

第２条 手数料を徴収する事務及び金額は、別表のとおりとする。ただ

し、多機能端末機（市の電子計算機と電気通信回線で接続した端末機

であって、利用者自らが必要な操作を行うことにより、証明書等を自

動的に交付する機能を有するものをいう。）に、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律

第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法

律第153号）第22条第７項に規定する利用者証明用電子証明書を記録し

たものに限る。）の情報を読み込ませて暗証番号その他必要な事項を

入力することにより交付するものに係る手数料の額は、別表５の部、

６の部及び８の部に規定する手数料の額から100円を減じて得た額と

する。 

第２条 手数料を徴収する事務及び金額は、別表のとおりとする。     
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令 和 ４ 年 度 
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令和４年度瑞穂市一般会計補正予算（第７号） 

令和４年度瑞穂市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

令和４年度瑞穂市水道事業会計補正予算（第４号） 

令和４年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

                       令和４年１２月定例議会 
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(単位：千円）

摘 要

21,781,407 611,847 22,393,254

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 4,770,464 1,361 4,771,825

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 669,893 0 669,893

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 25,418 0 25,418

小 計 5,465,775 1,361 5,467,136

水 道 事 業 会 計 980,005 11,173 991,178

下 水 道 事 業 会 計 593,010 1,536 594,546

小 計 1,573,015 12,709 1,585,724

28,820,197 625,917 29,446,114

特
別
会
計

企
業
会
計

合 計

令　和　４　年　度　瑞　穂　市　補　正　予　算　総　括　表

会 計 区 分 補正前の額 補　正　額 計

一 般 会 計
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議案第７７号 

令和４年度瑞穂市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和４年度瑞穂市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６１１，８４７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２２，３９３，２５４千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許

費」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。 

  令和４年１１月３０日提出 

                                       瑞穂市長 森   和  之  

提案理由 
 令和４年度瑞穂市一般会計補正予算（第７号）について、地方自治法第２１８条第１項の規定により提出するもの。 

【一般会計】 -2-



(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

1 市 税 ７，０９５，４８８ ２９，２００ ７，１２４，６８８

1 市 民 税 ３，３３６，１０７ １１，２００ ３，３４７，３０７

2 固 定 資 産 税 ３，２９４，００３ １５，０００ ３，３０９，００３

3 軽 自 動 車 税 １５０，８８２ ３，０００ １５３，８８２

9 地 方 特 例 交 付 金 ９４，４１５ ３，７９４ ９８，２０９

2
新型コロナウイルス感染症対策
地 方 税 減 収 補 て ん特 別交 付金

０ ３，７９４ ３，７９４

13 使 用 料 及 び 手 数 料 ３９０，４４４ ４６ ３９０，４９０

1 使 用 料 ２６７，８５９ ４６ ２６７，９０５

14 国 庫 支 出 金 ３，７１７，５８９ ２３，８６８ ３，７４１，４５７

1 国 庫 負 担 金 ２，３４８，９２９ ２３，６４９ ２，３７２，５７８

2 国 庫 補 助 金 １，３５８，１９３ ２１９ １，３５８，４１２

15 県 支 出 金 １，５４０，６０９ １４，９１２ １，５５５，５２１

1 県 負 担 金 ８７３，３４５ １１，２６２ ８８４，６０７

2 県 補 助 金 ５０２，０７０ ５，８５２ ５０７，９２２

3 委 託 金 １６５，１９４ △２，２０２ １６２，９９２

17 寄 附 金 ６０５，５６２ ２２８，４１２ ８３３，９７４

1 寄 附 金 ６０５，５６２ ２２８，４１２ ８３３，９７４

18 繰 入 金 １，４４２，３２６ ２４０，７０５ １，６８３，０３１

2 基 金 繰 入 金 １，４１６，３０６ ２４０，７０５ １，６５７，０１１

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

【一般会計】

【一般会計】 -3-

-3-



(単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

20 諸 収 入 ６２０，３１９ ６８，９１０ ６８９，２２９

5 雑 入 ６０８，１７２ ６８，９１０ ６７７，０８２

21 市 債 ７８９，７００ ２，０００ ７９１，７００

1 市 債 ７８９，７００ ２，０００ ７９１，７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ２１，７８１，４０７ ６１１，８４７ ２２，３９３，２５４

【一般会計】

【一般会計】 -4-
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

1 議 会 費 １６３，４２１ １５３ １６３，５７４

1 議 会 費 １６３，４２１ １５３ １６３，５７４

2 総 務 費 ３，６４４，９８７ ３７５，２５０ ４，０２０，２３７

1 総 務 管 理 費 ３，２２０，７８４ ３７０，６８５ ３，５９１，４６９

2 徴 税 費 ２３４，６２３ ５，６９４ ２４０，３１７

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 １２９，４４０ ９９１ １３０，４３１

4 選 挙 費 ３７，２９８ △２，１３２ ３５，１６６

6 監 査 委 員 費 ２１，４３２ １２ ２１，４４４

3 民 生 費 ８，４４０，０５６ １６５，０６６ ８，６０５，１２２

1 社 会 福 祉 費 ４，３０７，１９７ １７１，３１２ ４，４７８，５０９

2 児 童 福 祉 費 ３，５４８，９６６ △４０，５０２ ３，５０８，４６４

3 生 活 保 護 費 ５８３，６４７ ３４，２５６ ６１７，９０３

4 衛 生 費 ２，０２０，４７５ ７，２２８ ２，０２７，７０３

1 保 健 衛 生 費 ８４２，７０９ ３，２３４ ８４５，９４３

2 清 掃 費 １，０５７，０７７ ３，９９４ １，０６１，０７１

6 農 林 水 産 業 費 １７３，６８８ △２，３９８ １７１，２９０

1 農 業 費 １７３，６８８ △２，３９８ １７１，２９０

7 商 工 費 １７５，７３０ △１３，３９０ １６２，３４０

1 商 工 費 １７５，７３０ △１３，３９０ １６２，３４０

【一般会計】

【一般会計】 -5-
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(単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

8 土 木 費 ２，０６６，８７８ △１４，２２１ ２，０５２，６５７

1 土 木 管 理 費 ９０，８６２ １，４１８ ９２，２８０

2 道 路 橋 り ょ う 費 ５８９，３２９ １，０８０ ５９０，４０９

3 河 川 費 ５１０，２１５ △１６，８６２ ４９３，３５３

4 都 市 計 画 費 ６２２，６６４ △１，６００ ６２１，０６４

5 下 水 道 費 ２４０，２８０ １，７４３ ２４２，０２３

9 消 防 費 １，１２６，８３１ △４０ １，１２６，７９１

1 消 防 費 １，１２６，８３１ △４０ １，１２６，７９１

10 教 育 費 ２，８２８，４９５ ９４，１９９ ２，９２２，６９４

1 教 育 総 務 費 ２４６，９７７ △２，３４０ ２４４，６３７

2 学 校 教 育 費 １２６，５４２ △５，０９６ １２１，４４６

3 小 学 校 費 ５７２，８０４ ３０，５７９ ６０３，３８３

4 中 学 校 費 ４０３，４２４ ５２，３６０ ４５５，７８４

5 幼 稚 園 費 ２７７，７４０ ４，７７７ ２８２，５１７

6 社 会 教 育 費 ５１６，５７５ １２，７６３ ５２９，３３８

7 保 健 体 育 費 ６８４，４３３ １，１５６ ６８５，５８９

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ２１，７８１，４０７ ６１１，８４７ ２２，３９３，２５４

【一般会計】

【一般会計】 -6-
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第２表　繰越明許費

第３表　債務負担行為補正
（追加）

第４表　地方債補正
（変更）

　庁舎、学校及び保育所間文書等運搬業務 令和４年度から令和５年度まで ２,０００千円

　瑞穂市長選挙事務 令和４年度から令和５年度まで ３,７６７千円

　岐阜県議会議員選挙事務 令和４年度から令和５年度まで ３,８５８千円

08 土 木 費 05 下 水 道 費 公 共 下 水 道 （ 瑞 穂 処 理 区 ） 事 業 ３,５９０千円

  3.0%以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合はその債権者との
協定による。ただし、市財
政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は
繰上償還もしくは低金利に
借換えすることができる。

47,200千円 証書借入

  3.0%以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

項款

08 土 木 費 02道路橋りょう費 別 府 市 道 ３ － １ １ ２ ４ 号 線 道 路 改 良 工 事

合　　計

金　　額

２３,１００千円

２６,６９０千円

事　業　名

　政府資金についてはその
融資条件により、銀行その
他の場合はその債権者との
協定による。ただし、市財
政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は
繰上償還もしくは低金利に
借換えすることができる。

計 45,200千円 

利　率 償 還 の 方 法 限度額 起債の方法 利　率

47,200千円 

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限度額 起債の方法 償 還 の 方 法

常備消防整備事業債 45,200千円 証書借入

事　　　　項 期　　間 限　度　額

　瑞穂市議会議員補欠選挙事務 令和４年度から令和５年度まで １,３４０千円

【一般会計】 -7-



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ７，０９５，４８８ ２９，２００ ７，１２４，６８８

9 地 方 特 例 交 付 金 ９４，４１５ ３，７９４ ９８，２０９

13 使 用 料 及 び 手 数 料 ３９０，４４４ ４６ ３９０，４９０

14 国 庫 支 出 金 ３，７１７，５８９ ２３，８６８ ３，７４１，４５７

15 県 支 出 金 １，５４０，６０９ １４，９１２ １，５５５，５２１

17 寄 附 金 ６０５，５６２ ２２８，４１２ ８３３，９７４

18 繰 入 金 １，４４２，３２６ ２４０，７０５ １，６８３，０３１

20 諸 収 入 ６２０，３１９ ６８，９１０ ６８９，２２９

21 市 債 ７８９，７００ ２，０００ ７９１，７００

歳       入       合       計歳 入 合 計 ２１，７８１，４０７ ６１１，８４７ ２２，３９３，２５４

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

【一般会計】

【一般会計】 -8-
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 議 会 費 163,421 153 163,574    153

2 総 務 費 3,644,987 375,250 4,020,237 △1,319  229,665 146,904

3 民 生 費 8,440,056 165,066 8,605,122 51,037  △20,586 134,615

4 衛 生 費 2,020,475 7,228 2,027,703 2,097  15,816 △10,685

6 農 林 水 産 業 費 173,688 △2,398 171,290 △2,178   △220

7 商 工 費 175,730 △13,390 162,340 △8,937   △4,453

8 土 木 費 2,066,878 △14,221 2,052,657    △14,221

9 消 防 費 1,126,831 △40 1,126,791  2,000  △2,040

10 教 育 費 2,828,495 94,199 2,922,694 △1,920  46,670 49,449

歳 出 合 計 21,781,407 611,847 22,393,254 38,780 2,000 271,565 299,502

【一般会計】

【一般会計】 -9-

-9-



２　歳入

(款) 1 市税

(項) 1 市民税 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 個人 3,052,950 10,000 3,062,950  1 現年課税分 10,000 市民税個人特別徴収                        

 2 法人 283,157 1,200 284,357  2 滞納繰越分 1,200 法人市民税滞納繰越分                      

計 3,336,107 11,200 3,347,307

(款) 1 市税

(項) 2 固定資産税

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 固定資産税 3,292,300 15,000 3,307,300  1 現年課税分 15,000 固定資産税現年課税分                      

計 3,294,003 15,000 3,309,003

(款) 1 市税

(項) 3 軽自動車税

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 軽自動車税 145,691 3,000 148,691  1 現年課税分 3,000 軽自動車税現年課税分                      

計 150,882 3,000 153,882

(款) 9 地方特例交付金

(項) 2 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 新型コロナウイルス感染 0 3,794 3,794  1 新型コロナウイルス感 3,794 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補て

症対策地方税減収補てん 染症対策地方税減収補 ん特別交付金                              

特別交付金 てん特別交付金

計 0 3,794 3,794

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -10-
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(款) 13 使用料及び手数料

(項) 1 使用料

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 3 衛生使用料 58,520 46 58,566  2 清掃使用料 46 ストックヤード使用料                      

計 267,859 46 267,905

(款) 14 国庫支出金

(項) 1 国庫負担金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費国庫負担金 2,138,458 23,649 2,162,107  1 社会福祉費負担金 30,691 障害者自立支援給付費負担金 6,355

特別障害者手当給付費負担金 1,144

障害児施設措置費負担金 23,192

 3 児童福祉費負担金 △7,042 給付費負担金                              

計 2,348,929 23,649 2,372,578

(款) 14 国庫支出金

(項) 2 国庫補助金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 総務費国庫補助金 509,093 813 509,906  1 総務費補助金 813 通知カード・個人番号カード関連事務委任交付

金                                        

 2 民生費国庫補助金 513,469 △931 512,538  1 社会福祉費補助金 13,110 市町村地域生活支援事業費補助金 1,410

臨時福祉給付金等給付事業補助金 11,700

 2 児童福祉費補助金 △15,180 保育対策総合支援事業費交付金              

 3 生活保護費補助金 1,139 社会保障・税番号制度システム整備費等補助金

 3 衛生費国庫補助金 127,024 2,097 129,121  1 保健衛生費補助金 2,097 緊急風しん抗体検査事業費補助金 106

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

費国庫補助金 1,991

 5 教育費国庫補助金 148,176 △1,760 146,416  4 社会教育費補助金 △1,760 地方創生推進交付金                        

計 1,358,193 219 1,358,412

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -11-

-11-



(款) 15 県支出金

(項) 1 県負担金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費県負担金 833,380 11,262 844,642  1 社会福祉費負担金 14,783 障害者自立支援給付費県負担金 3,177

障害児施設措置費県負担金 11,596

民生委員推薦会県負担金 10

 3 児童福祉費負担金 △3,521 給付費県負担金                            

計 873,345 11,262 884,607

(款) 15 県支出金

(項) 2 県補助金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費県補助金 374,368 8,030 382,398  1 社会福祉費補助金 705 市町村地域生活支援事業費県補助金          

 3 福祉医療費補助金 7,325 福祉医療費県補助金　重度心身障害者        

 4 農林水産業費県補助金 59,988 △2,178 57,810  1 農業費補助金 △2,178 農業委員会県交付金 864

元気な農業産地構造改革支援事業県補助金

△ 1,243

農業次世代人材投資事業費県補助金 △360

スマート農業技術導入支援事業県補助金

△ 1,439

計 502,070 5,852 507,922

(款) 15 県支出金

(項) 3 委託金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 総務費委託金 120,254 △2,132 118,122  4 選挙費委託金 △2,132 参議院議員通常選挙県委託金                

 2 民生費委託金 185 90 275  1 社会福祉費委託金 90 障害者福祉県委託金

 4 教育費委託金 240 △160 80  1 学校教育総務費委託金 △160 清流の国ぎふふるさと魅力体験事業費県委託金

計 165,194 △2,202 162,992

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -12-

-12-



(款) 17 寄附金

(項) 1 寄附金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 4 衛生費寄附金 80 312 392  1 衛生費寄附金 312 保健衛生費寄附金                          

 6 ふるさと応援寄附金 550,000 228,100 778,100  1 ふるさと応援寄附金 228,000 ふるさと応援寄附金                        

 2 まち・ひと・しごと創 100 まち・ひと・しごと創生寄附金              

生寄附金

計 605,562 228,412 833,974

(款) 18 繰入金

(項) 2 基金繰入金

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 財政調整基金繰入金 311,660 213,218 524,878  1 財政調整基金繰入金 213,218 財政調整基金繰入金                        

 4 ふるさと応援基金繰入金 636,346 27,487 663,833  1 ふるさと応援基金繰入 27,487 ふるさと応援基金繰入金                    

金

計 1,416,306 240,705 1,657,011

(款) 20 諸収入

(項) 5 雑入

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 4 過年度収入 763 16,059 16,822  1 前年度収入 16,059 前年度収入                                

 5 雑入 607,406 52,851 660,257  2 総務費雑入 △64 岐阜県市町村振興協会助成金                

 3 民生費雑入 37,237 生活保護費雑入 6

介護給付費負担金精算金（広域連合） 30,701

地域支援事業費負担金精算金（広域連合）5,090

低所得者保険料軽減費負担金精算金（広域連合)

1,440

 4 衛生費雑入 15,458 廃棄物売払収入                            

 9 教育費雑入 220 体育施設雑入                              

計 608,172 68,910 677,082

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -13-
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(款) 21 市債

(項) 1 市債

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 3 消防債 121,400 2,000 123,400  1 消防債 2,000 常備消防整備事業債                        

計 789,700 2,000 791,700

合　計 21,781,407 611,847 22,393,254

目
区     分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -14-

-14-



３　歳出

(款) 1 議会費

(項) 1 議会費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 議会費 163,421 153 163,574 153  2 給料 21 一般職給                              

 3 職員手当等 132 地 域 手 当 1

勤 勉 手 当 131

計 163,421 153 163,574 153

(款) 2 総務費

(項) 1 総務管理費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 一般管理費 746,841 2,400 749,241 2,400  7 報償費 564 報償費                                

10 需用費 1,807 消耗品費等 1,045

印刷製本費 762

11 役務費 29 通信運搬費                            

 3 会計管理費 45,475 228 45,703 228  2 給料 36 一般職給                              

 3 職員手当等 192 地 域 手 当 1

勤 勉 手 当 191

 4 財産管理費 291,266 16,459 307,725 16,459 10 需用費 8,340 光 熱 水 費 6,249

修 繕 料 2,091

12 委託料 160 業務委託料                            

土地鑑定評価委託料 160

14 工事請負費 4,930 工事請負費                            

17 備品購入費 3,029 庁用器具費                            

 5 企画費 383,831 114,617 498,448 114,617  1 報酬 △48 非常勤職員・委員等報酬                

総合計画等評価審議会委員報酬 △48

 2 給料 25 一般職給                              

 3 職員手当等 670 時間外勤務手当 415

勤 勉 手 当 255

10 需用費 57,400 消耗品費等                            

11 役務費 41,420 通信運搬費 20,710

手 数 料 20,710

12 委託料 15,180 業務委託料                            

ふるさと納税事業支援業務委託料 15,180

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】 -15-



(款) 2 総務費

(項) 1 総務管理費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

18 負担金、補 △30 負担金                                

助及び交付 協議会負担金 △30

金

 7 電算管理費 119,509 935 120,444 935 10 需用費 935 修繕料                                

 8 自治振興費 52,313 4,657 56,970 4,657 10 需用費 4,657 修繕料                                

 9 牛牧南部コ 29,947 160 30,107 160 12 委託料 160 管理委託料                            

ミュニティ 空調設備保守管理委託料 △104

センター費 植栽管理委託料 △47

業務委託料                            

「つどいの泉」指定管理業務委託料 311

10 本田コミュ 31,867 736 32,603 736 12 委託料 736 管理委託料                            

ニティセン 植栽管理委託料 △18

ター費 電気設備保守管理委託料 △87

業務委託料                            

 本田コミュニティセンター指定管理業務 

委託 料 841

11 固定資産評 122 △49 73 △49  1 報酬 △21 非常勤職員・委員等報酬                

価審査委員 固定資産評価審査委員会委員報酬 △21

会費  8 旅費 △18 費用弁償 △14

普通旅費 △4

18 負担金、補 △10 負担金                                

助及び交付 研修負担金 △10

金

12 基金積立費 1,389,367 229,729 1,619,096 229,729 24 積立金 229,729 ふるさと応援基金積立金 228,000

庁舎建設基金積立金 1,629

企業版ふるさと納税基金積立金 100

14 社会保障・ 22,691 813 23,504 813 12 委託料 813 業務委託料                            

税番号制度 派遣業務委託料 813

導入推進費

計 3,220,784 370,685 3,591,469 813 229,729 140,143

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -16-

-16-



(款) 2 総務費

(項) 2 徴税費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 税務総務費 166,879 1,142 168,021 1,142  2 給料 305 一般職給                              

 3 職員手当等 646 地 域 手 当 38

期 末 手 当 72

勤 勉 手 当 536

 4 共済費 191 地方公務員共済組合負担金              

 2 賦課徴収費 67,744 4,552 72,296 4,552 10 需用費 1,794 印刷製本費                            

12 委託料 2,753 業務委託料                            

固定資産評価業務委託料 △1,001

固定資産税課税計算電算処理委託料 3,897

不動産鑑定等委託料 △143

13 使用料及び 5 借上料                                

賃借料

計 234,623 5,694 240,317 5,694

(款) 2 総務費

(項) 3 戸籍住民基本台帳費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 戸籍住民基 129,440 991 130,431 991 12 委託料 991 業務委託料                            

本台帳費 住基ネットワーク機器導入委託料 248

コンビニ交付システム修正業務委託料 743

計 129,440 991 130,431 991

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -17-
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(款) 2 総務費

(項) 4 選挙費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 3 参議院議員 26,106 △2,132 23,974 △2,132  1 報酬 △208 非常勤職員・委員等報酬                

選挙費 投票管理者 △11

投票立会人 △19

開票立会人 △71

会計年度任用職員時間外勤務手当相当 △107

10 需用費 △499 消耗品費等 △382

図 書 等 △ 17

印刷製本費 △100

11 役務費 △140 通信運搬費 △122

手 数 料 △ 18

12 委託料 △766 業務委託料                            

電算処理委託料 △142

選挙公報配布委託料 △175

行政事務委託料                        

アウトソーシング △449

13 使用料及び △24 借上料                                

賃借料

17 備品購入費 △495 機械器具費                            

計 37,298 △2,132 35,166 △2,132

(款) 2 総務費

(項) 6 監査委員費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 監査委員費 21,432 12 21,444 △64 76  3 職員手当等 167 勤勉手当                              

 8 旅費 △116 費用弁償 △77

普通旅費 △39

10 需用費 44 図書等                                

13 使用料及び △12 使用料                                

賃借料

18 負担金、補 △71 負担金                                

助及び交付 全国・東海・県等監査委員会負担金 △8

金 研修負担金 △63

計 21,432 12 21,444 △64 76

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -18-

-18-



(款) 3 民生費

(項) 1 社会福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 社会福祉総 581,604 1,361 582,965 10 1,351 27 繰出金 1,361 国民健康保険事業特別会計繰出金        

務費

 2 障害者福祉 1,307,714 64,383 1,372,097 47,669 16,714  1 報酬 90 非常勤職員・委員等報酬                

費 調査員報酬 90

11 役務費 150 手 数 料 170

保 険 料 △ 20

12 委託料 △738 業務委託料                            

障害者計画等策定業務委託料 △702

手話奉仕員養成講座委託料 △36

18 負担金、補 486 負担金                                

助及び交付  岐阜地域児童発達支援センター組合負担金

金 486

19 扶助費 63,491 扶助費                                

医療型児童発達支援費 255

放課後等デイサービス費 24,579

就労継続支援費（Ｂ型） 17,690

特別障害者手当給付費 1,526

児童発達支援費 20,800

障害児相談支援費 691

更生医療費 2,000

障害者（児）日常生活用具給付費 2,820

保育所等訪問支援費 59

就労移行支援費 △14,300

居宅介護費 △4,046

短期入所費 6,583

宿泊型自立訓練 875

自立訓練（生活訓練） 1,400

行動援護費 759

在宅知的障害者交通費 51

同行援護費 127

補装具給付費 981

就労定着支援費 641

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -19-

-19-



(款) 3 民生費

(項) 1 社会福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

22 償還金､利 904 償還金                                

子及び割引

料

 4 老人福祉費 1,302,325 6,625 1,308,950 6,625  2 給料 63 一般職給                              

 3 職員手当等 279 地 域 手 当 5

期 末 手 当 80

勤 勉 手 当 194

22 償還金､利 6,283 償還金                                

子及び割引

料

 5 福祉医療費 687,225 37,495 724,720 7,325 30,170 12 委託料 △251 業務委託料                            

派遣業務委託料 △111

行政事務委託料                        

アウトソーシング △140

19 扶助費 33,854 扶助費                                

重度心身障害者医療費 14,650

乳幼児等医療費（市単分） 19,204

22 償還金､利 3,892 償還金                                

子及び割引

料

 6 福祉センタ 6,304 525 6,829 525 10 需用費 525 光熱水費                              

ー費

 7 臨時福祉給 407,496 60,923 468,419 11,700 49,223 22 償還金､利 60,923 償還金                                

付金等給付 子及び割引

費 料

計 4,307,197 171,312 4,478,509 66,704 104,608

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -20-

-20-



(款) 3 民生費

(項) 2 児童福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 児童福祉総 704,701 310 705,011 20,692 △20,592 210  1 報酬 24 会計年度任用職員時間外勤務手当相当 24

務費  2 給料 81 一般職給                              

 3 職員手当等 257 地 域 手 当 2

勤 勉 手 当 255

 4 共済費 120 地方公務員共済組合負担金              

 8 旅費 91 会計年度任用職員通勤手当相当          

10 需用費 520 光 熱 水 費 460

修 繕 料 60

12 委託料 △1,608 管理委託料                            

植栽管理委託料 128

業務委託料                            

 放課後児童クラブ指導員派遣委託料

△ 1,736

22 償還金､利 825 償還金                                

子及び割引

料

 2 児童手当費 1,046,980 1,402 1,048,382 1,402 22 償還金､利 1,402 償還金                                

子及び割引

料

 3 ひとり親福 14,514 616 15,130 616 22 償還金､利 616 償還金                                

祉費 子及び割引

料

 4 保育所費 1,782,771 △42,830 1,739,941 △37,498 △5,332  1 報酬 △10,488 会計年度任用職員報酬 △10,488

 2 給料 2,539 一般職給                              

 3 職員手当等 1,099 地 域 手 当 76

勤 勉 手 当 1,023

 4 共済費 1,589 地方公務員共済組合負担金              

 8 旅費 100 会計年度任用職員通勤手当相当          

10 需用費 5,710 光熱水費                              

13 使用料及び 164 使用料                                

賃借料

15 原材料費 △36 工事材料費                            

17 備品購入費 △11,755 庁用器具費                            

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -21-

-21-



(款) 3 民生費

(項) 2 児童福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

18 負担金、補 △34,968 負担金                                

助及び交付 施設型給付費負担金 △12,199

金 補助金                                

小規模保育所設置事業補助金 △22,769

22 償還金､利 3,216 償還金                                

子及び割引

料

計 3,548,966 △40,502 3,508,464 △16,806 △20,592 △3,104

(款) 3 民生費

(項) 3 生活保護費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 生活保護総 17,480 29,678 47,158 1,139 28,539 11 役務費 164 通信運搬費                            

務費 12 委託料 515 業務委託料                            

端末等設定作業委託料 515

17 備品購入費 624 機械器具費                            

22 償還金､利 28,375 償還金                                

子及び割引

料

 2 生活保護扶 518,174 0 518,174 6 △6 （財源補正）

助費

 3 生活困窮者 47,993 4,578 52,571 4,578 22 償還金､利 4,578 償還金                                

自立支援事 子及び割引

業費 料

計 583,647 34,256 617,903 1,139 6 33,111

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -22-

-22-



(款) 4 衛生費

(項) 1 保健衛生費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 保健衛生総 220,364 1,993 222,357 1,991 2  3 職員手当等 1,991 時間外勤務手当                        

務費 22 償還金､利 2 償還金                                

子及び割引

料

 2 成人保健費 60,068 0 60,068 312 △312 （財源補正）

 3 予防費 505,804 0 505,804 106 △106 （財源補正）

 5 火葬場墓地 38,337 1,632 39,969 1,632 10 需用費 732 光熱水費                              

費 22 償還金､利 900 償還金                                

子及び割引

料

 6 環境対策費 5,637 △391 5,246 △391 12 委託料 △391 業務委託料                            

自動車騒音面的評価業務委託料 △391

計 842,709 3,234 845,943 2,097 312 825

(款) 4 衛生費

(項) 2 清掃費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 2 塵芥処理費 670,056 864 670,920 15,504 △14,640 10 需用費 1,194 消耗品費等 1,012

光 熱 水 費 182

12 委託料 △330 業務委託料                            

組成調査業務委託料 △253

撤去業務委託料 △77

 4 ｺﾐｭﾆﾃｨ・ 140,829 3,130 143,959 3,130 10 需用費 3,130 光熱水費                              

ﾌﾟﾗﾝﾄ費

計 1,057,077 3,994 1,061,071 15,504 △11,510

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】 -23-



(款) 6 農林水産業費

(項) 1 農業費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 農業委員会 10,681 864 11,545 864  1 報酬 864 非常勤職員・委員等報酬                

費 農業委員会委員報酬 504

農地利用最適化推進委員報酬 360

 3 農業振興費 78,872 △3,042 75,830 △3,042 18 負担金、補 △3,042 補助金                                

助及び交付  スマート農業技術導入支援事業補助金

金 △ 1,439

農業次世代人材投資事業費補助金 △360

 元気な農業産地構造改革支援事業補助金

△ 1,243

 4 農地費 42,936 △220 42,716 △220 12 委託料 △220 業務委託料                            

測量設計委託料 △220

計 173,688 △2,398 171,290 △2,178 △220

(款) 7 商工費

(項) 1 商工費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 商工総務費 8,475 59 8,534 59  3 職員手当等 54 勤勉手当                              

 4 共済費 5 地方公務員共済組合負担金              

 2 商工業振興 160,823 △13,449 147,374 △8,937 △4,512 18 負担金、補 △13,449 負担金                                

費 助及び交付  岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防 

金 止協力金市負担金（９弾） △6,519

 岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防 

止協力金市負担金（10弾） △2,418

補助金                                

工場等設置奨励金 △4,512

計 175,730 △13,390 162,340 △8,937 △4,453

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -24-

-24-



(款) 8 土木費

(項) 1 土木管理費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 土木総務費 90,862 1,418 92,280 1,418  1 報酬 △1,117 会計年度任用職員報酬 △1,117

 3 職員手当等 △96 会計年度任用職員期末手当              

 8 旅費 △69 会計年度任用職員通勤手当相当          

12 委託料 2,700 業務委託料                            

官民境界査定調査委託料 2,700

計 90,862 1,418 92,280 1,418

(款) 8 土木費

(項) 2 道路橋りょう費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 道路維持費 370,249 △169 370,080 △169  1 報酬 △92 会計年度任用職員報酬 △92

 3 職員手当等 8 会計年度任用職員期末手当              

 8 旅費 △85 会計年度任用職員通勤手当相当          

 2 道路改良費 165,554 2,249 167,803 2,249 12 委託料 △2,151 設計委託料                            

測量調査設計委託料 △2,151

18 負担金、補 4,400 負担金                                

助及び交付 県道改良負担金 4,400

金

 4 橋りょう改 15,202 △1,000 14,202 △1,000 12 委託料 △1,000 設計委託料                            

良費 測量設計委託料 △1,000

計 589,329 1,080 590,409 1,080

(款) 8 土木費

(項) 3 河川費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 3 河川改良費 230,560 △16,862 213,698 △16,862 12 委託料 △16,862 設計委託料                            

設計監理委託料 △462

業務委託料                            

河川改修事業業務委託料 △16,400

計 510,215 △16,862 493,353 △16,862

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -25-

-25-



(款) 8 土木費

(項) 4 都市計画費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 都市計画総 320,171 △1,182 318,989 △1,182  2 給料 496 一般職給                              

務費  3 職員手当等 1,160 地 域 手 当 15

時間外勤務手当 428

勤 勉 手 当 717

 4 共済費 385 地方公務員共済組合負担金              

12 委託料 △3,223 設計委託料                            

都市計画変更調査委託料 △3,223

 3 公園費 200,801 △418 200,383 △418 12 委託料 △418 業務委託料                            

業務委託料 △418

計 622,664 △1,600 621,064 △1,600

(款) 8 土木費

(項) 5 下水道費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 下水道費 240,280 1,743 242,023 1,743  3 職員手当等 207 勤勉手当                              

27 繰出金 1,536 下水道事業会計繰出金（西処理区）      

計 240,280 1,743 242,023 1,743

(款) 9 消防費

(項) 1 消防費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 常備消防費 857,925 0 857,925 2,000 △2,000 （財源補正）

 3 消防施設費 71,130 △116 71,014 △116 11 役務費 △77 手数料                                

12 委託料 △39 業務委託料                            

除草業務委託料 △39

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -26-

-26-



(款) 9 消防費

(項) 1 消防費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 4 防災費 90,609 △412 90,197 △412 12 委託料 △412 管理委託料                            

防災無線管理委託料 △209

業務委託料                            

防災計画改定委託料 △80

すぐメールプラス導入業務委託料 △110

メールシステム更新業務委託料 △13

 5 水防費 3,183 △91 3,092 △91 12 委託料 △91 業務委託料                            

除草業務委託料 △91

 6 防災施設費 30,232 579 30,811 579 12 委託料 579 管理委託料                            

植栽管理委託料 △13

消防設備保守管理委託料 △76

業務委託料                            

 防災コミュニティセンター指定管理業務 

委託 料 668

計 1,126,831 △40 1,126,791 2,000 △2,040

(款) 10 教育費

(項) 1 教育総務費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 2 事務局費 192,202 △2,340 189,862 △650 △1,690  1 報酬 79 会計年度任用職員報酬 79

10 需用費 △653 消耗品費等                            

12 委託料 △1,766 管理委託料                            

パソコン保守管理委託料 △1,766

計 246,977 △2,340 244,637 △650 △1,690

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】

【一般会計】 -27-

-27-



(款) 10 教育費

(項) 2 学校教育費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 学校教育総 126,542 △5,096 121,446 △160 400 △5,336  1 報酬 △3,688 会計年度任用職員報酬 △2,988

務費 会計年度任用職員時間外勤務手当相当

△ 700

 3 職員手当等 △381 地 域 手 当 1

勤 勉 手 当 279

会計年度任用職員期末手当 △661

 8 旅費 △140 会計年度任用職員通勤手当相当          

10 需用費 △97 光熱水費                              

11 役務費 △320 筆耕翻訳料                            

12 委託料 338 管理委託料                            

植栽管理委託料 448

業務委託料                            

校務支援システム支援業務委託料 △110

13 使用料及び △808 借上料                                

賃借料

計 126,542 △5,096 121,446 △160 400 △5,336

(款) 10 教育費

(項) 3 小学校費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 学校管理費 524,974 23,450 548,424 12,700 10,750 10 需用費 8,946 光熱水費                              

12 委託料 12,778 管理委託料                            

植栽管理委託料 12,778

14 工事請負費 △3,561 工事請負費                            

17 備品購入費 5,287 庁用器具費 4,488

機械器具費 799

 2 教育振興費 47,830 7,129 54,959 7,129 14 工事請負費 △725 工事請負費                            

17 備品購入費 7,854 機械器具費                            

計 572,804 30,579 603,383 12,700 17,879

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】
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(款) 10 教育費

(項) 4 中学校費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 学校管理費 373,059 45,867 418,926 32,600 13,267 10 需用費 6,402 光熱水費                              

12 委託料 32,692 管理委託料                            

植栽管理委託料 32,692

17 備品購入費 6,773 庁用器具費 6,487

機械器具費 286

 2 教育振興費 30,365 6,493 36,858 6,493 14 工事請負費 △311 工事請負費                            

17 備品購入費 6,804 機械器具費                            

計 403,424 52,360 455,784 32,600 19,760

(款) 10 教育費

(項) 5 幼稚園費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 幼稚園管理 275,516 4,777 280,293 3,200 1,577  2 給料 202 一般職給                              

費  3 職員手当等 222 地 域 手 当 6

勤 勉 手 当 216

10 需用費 637 光熱水費                              

12 委託料 3,234 管理委託料                            

植栽管理委託料 3,234

22 償還金､利 482 償還金                                

子及び割引

料

計 277,740 4,777 282,517 3,200 1,577

(款) 10 教育費

(項) 6 社会教育費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 社会教育総 78,535 400 78,935 400  3 職員手当等 400 時間外勤務手当                        

務費

 4 公民館費 86,019 2,807 88,826 2,807 10 需用費 2,807 光熱水費                              

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】
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(款) 10 教育費

(項) 6 社会教育費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 5 図書館費 127,347 2,900 130,247 2,900  2 給料 28 一般職給                              

 3 職員手当等 117 地 域 手 当 1

期 末 手 当 6

勤 勉 手 当 110

 4 共済費 50 地方公務員共済組合負担金              

10 需用費 2,705 燃 料 費 300

光 熱 水 費 2,405

 6 総合センタ 172,657 6,656 179,313 6,656 10 需用費 6,656 光熱水費                              

ー費

計 516,575 12,763 529,338 12,763

(款) 10 教育費

(項) 7 保健体育費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 3 体育施設費 67,772 △2,264 65,508 △1,760 △780 276 10 需用費 156 光熱水費                              

12 委託料 △3,520 業務委託料                            

 中山道まちづくり基本構想業務委託料   

△3,520

14 工事請負費 1,100 工事請負費                            

 4 給食センタ 597,202 3,420 600,622 △800 4,220 10 需用費 4,846 光熱水費                              

ー費 12 委託料 △1,426 行政事務委託料                        

アウトソーシング △1,426

計 684,433 1,156 685,589 △1,760 △1,580 4,496

合　計 21,781,407 611,847 22,393,254 38,780 2,000 271,565 299,502

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【一般会計】
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１.特 別 職

報 酬 給 料 その他の手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長　　等 3  0  26,760  11,029 (4.30) 8,100  45,889  6,981  52,870  

議　　員 18  68,251  0  28,123 (4.30) 0  96,374  21,796  118,170  

その他の
特 別 職

1,263  60,994  0  0 0  60,994  0  60,994  

計 1,284  129,245  26,760  39,152 8,100  203,257  28,777  232,034  

長　　等 3  0  26,760  11,029 (4.30) 8,100  45,889  6,981  52,870  

議　　員 18  68,251  0  28,123 (4.30) 0  96,374  21,796  118,170  

その他の
特 別 職

1,269  60,120  0  0 0  60,120  0  60,120  

計 1,290  128,371  26,760  39,152 8,100  202,383  28,777  231,160  

長　　等 0  0  0  0 0  0  0  0  

議　　員 0  0  0  0 0  0  0  0  

その他の
特 別 職

△ 6  874  0  0 0  874  0  874  

計 △ 6  874  0  0 0  874  0  874  

給 与 費 明 細 書

補正前

比  較

合 計 備 考

補正後

 期  末  手  当
   （年間支給率）

給 与 費

共 済 費

区 分

職 員 数

【一般会計】
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２.一 般 職

（１）総  括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
（     2）

348  
（     2）

348  
（     0）

0  

（　　）内は、会計年度任用職員以外の職員で短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 28,956  36,631  15,066  16,286  388  103,904  1,074  

補 正 前 28,956  36,485  15,066  16,286  388  100,670  1,074  

比 較 0  146  0  0  0  3,234  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合 単身赴任手当

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金 （千円） （千円）

補 正 後 0  1,548  23,049  350,477  203,270  189,211  0  

補 正 前 0  1,548  23,049  351,068  198,935  189,211  0  

比 較 0  0  0  △ 591  4,335  0  0  

夜 勤 手 当 休 日 給

（千円）  （千円）

補 正 後 0  0  

補 正 前 0  0  

比 較 0  0  

△ 2,129  比 較

487,651  

△ 15,389  3,796  7,124  △ 4,469  

区 分

485,311  

　　給　　　　　与　　　　　費　　　　　明　　　　　細　　　　　書

区 分

合 計 備 考

区 分

共 済 費

給 与 費

969,860  

区 分 職 員 数

704,882  

720,271  

1,160,224  

1,156,428  

補 正 後

補 正 前

3,322,617  

3,324,746  962,736  

2,834,966  

2,839,435  

職　員　手　当
の　　内　　訳

2,340  

【一般会計】
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ア．会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
（     2）

343  
（     2）

343  
（     0）

0  

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 28,956  36,242  15,066  15,888  388  103,255  1,074  

補 正 前 28,956  36,096  15,066  15,888  388  100,021  1,074  

比 較 0  146  0  0  0  3,234  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合 単身赴任手当

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金 （千円） （千円）

補 正 後 0  1,548  23,049  240,355  203,270  187,266  0  

補 正 前 0  1,548  23,049  240,197  198,935  187,266  0  

比 較 0  0  0  158  4,335  0  0  

夜 勤 手 当 休 日 給

（千円）  （千円）

補 正 後 0  0  

補 正 前 0  0  

比 較 0  0  

職　員　手　当
の　　内　　訳

区 分

区 分

区 分

比 較 0  3,796  7,873  11,669  2,340  

2,385,974  

補 正 前 0  1,143,466  848,484  1,991,950  380,015  

14,009  

区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

2,371,965  

補 正 後 0  1,147,262  856,357  2,003,619  382,355  

【一般会計】
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イ．会計年度任用職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
（   590）

5  
（   591）

5  
（     △1）

0  

（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の

勤務時間に比し短い職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0  389  0  398  0  649  0  

補 正 前 0  389  0  398  0  649  0  

比 較 0  0  0  0  0  0  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合 単身赴任手当

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金 （千円） （千円）

補 正 後 0  0  0  110,122  0  1,945  0  

補 正 前 0  0  0  110,871  0  1,945  0  

比 較 0  0  0  △ 749  0  0  0  

夜 勤 手 当 休 日 給

（千円）  （千円）

補 正 後 0  0  

補 正 前 0  0  

比 較 0  0  

職　員　手　当
の　　内　　訳

区 分

区 分

区 分

比 較 △ 15,389  0  △ 749  △ 16,138  0  

936,643  

補 正 前 720,271  12,962  114,252  847,485  105,296  

△ 16,138  

共 済 費 合 計 備 考

952,781  

補 正 後 704,882  12,962  113,503  831,347  105,296  

区 分 職 員 数

給 与 費

【一般会計】
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増 減 額
（ 千 円 ）

備 考

給　料 3,796  制度改正に伴う増減分 3,796  

7,124  制度改正に伴う増減分 4,639  地域手当 146  

期末手当 158  

勤勉手当 4,335  

その他の増減分 2,485  時間外勤務手当 3,234  

期末手当 △ 749  

増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説 明

職 員 手 当

【一般会計】
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4,004

瑞穂市議会議員補欠選挙事務 1,340
令和４年度から
令和５年度まで

1,340 1,340

瑞穂市長選挙事務 3,767
令和４年度から
令和５年度まで

3,767 3,767

岐阜県議会議員選挙事務 3,858

シティプロモーション動画制作業
務委託

4,004
令和４年度から
令和５年度まで

4,004

令和４年度住民税課税資料イメー
ジ登録事務にかかる派遣業務

0

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の
支 出 額 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

事        項 限　度　額
前年度末までの支出額 当該年度以降の支出予定額

左　の　財　源　内　訳

特  定  財  源

令和４年度市政方針作成事業 0 令和４年度

一般財源
期    間 金   額 期    間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

552 552552 令和３年度

瑞穂市コミュニティセンター及び
瑞穂市牛牧北部防災コミュニティ
センターの施設管理に伴う指定管
理料

225,200 7,800 217,400225,200
令和４年度から
令和６年度まで

2,225 2,2252,225 令和３年度

令和５年度住民税課税資料イメー
ジ登録事務にかかる派遣業務

令和４年度から
令和５年度まで

2,225 2,2252,225

令和４年度

令和４年度保育士派遣事業 0 令和４年度 81,52781,527 令和３年度

令和４年度から
令和５年度まで

80,350

81,527

80,35080,350

令和４年度から
令和５年度まで

3,858 3,858

令和５年度保育士派遣事業

排水設備等改造資金利子補給

借入残額に
対して長期
プライム
レートに
０．８０％
を加えた率
を乗じた額
以内

借入残額に
対して長期
プライム
レートに
０．８０％
を加えた率
を乗じた額
以内

借入残額に対し
て長期プライム
レートに
０．８０％を加
えた率を乗じた
額以内

借入年度から
返済年度まで

令和４年度 94,590
令和２年度から
令和３年度まで

高圧電力の供給に伴う電気料 111,410

2,000

公私連携型牛牧第1保育所整備事
業造成工事

68,750
令和４年度から
令和５年度まで

68,750 68,750

庁舎、学校及び保育所間文書等運
搬業務

2,000
令和４年度から
令和５年度まで

2,000

94,590206,000

【一般会計】 -36-



1,000,0001,000,000

瑞穂市自転車駐輪場及び駐車場の
施設管理に伴う指定管理料

124,200
令和４年度から
令和５年度まで

82,800 54,656 28,144207,000
平成３１年度から
令和３年度まで

金融機関から瑞穂市土地開発公社
に対する貸付金の債務保証

令和４年度から
返済年度まで

1,000,000

令和４年度外国人英語指導助手
（ＡＬＴ）派遣事業

0 令和４年度 56,737 56,73756,737 令和３年度

中山道大月多目的広場管理業務 5,500 令和３年度 0 令和４年度 5,500 5,500

53,900
令和４年度から
令和５年度まで

53,90053,900

事        項 限　度　額
前年度末までの支出額 当該年度以降の支出予定額

左　の　財　源　内　訳

14,168

令和５年度外国人英語指導助手
（ＡＬＴ）派遣事業

17,788

令和４年度給食センター調理員派
遣事業

14,168 令和３年度 0 令和４年度 14,168

令和５年度給食センター調理員派
遣事業

17,788
令和４年度から
令和５年度まで

17,788

特  定  財  源
一般財源

期    間 金   額 期    間 金   額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

【一般会計】
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当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

　１　普　通　債 3,566,113 3,633,478 555,000 325,543 3,862,935

　　（１）総　　務 6,720 5,600 0 1,120 4,480

　　（２）民　　生 18,000 12,000 1,500 6,000 7,500

　　（３）土　　木 1,594,308 1,623,094 316,900 136,911 1,803,083

　　（４）消　　防 342,789 398,486 123,400 54,735 467,151

　　（５）教　　育 1,604,296 1,594,298 113,200 126,777 1,580,721

　２　そ　の　他 8,206,226 8,426,117 297,400 744,613 7,978,904

　　（１）減税補てん債 3,476 1,066 0 1,066 0

　　（２）臨時財政対策債 8,147,750 8,370,051 297,400 740,652 7,926,799

　　（３）減収補てん債 55,000 55,000 0 2,895 52,105

計 11,772,339 12,059,595 852,400 1,070,156 11,841,839

区　　       　分
前 前 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

地方債の前前年度末及び前年度末における現在高並びに

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

千円千円

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

千円 千円 千円

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

【一般会計】
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議案第７９号 

令和４年度瑞穂市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

令和４年度瑞穂市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３６１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，７７１，８２５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和４年１１月３０日提出 

                                       瑞穂市長 森   和  之  

提案理由 
 令和４年度瑞穂市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により提

出するもの。 
 

【国民健康保険事業特別会計】
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

6 繰 入 金 ５２４，１７８ １，３６１ ５２５，５３９

1 他 会 計 繰 入 金 ３４３，６２５ １，３６１ ３４４，９８６

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４，７７０，４６４ １，３６１ ４，７７１，８２５

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

1 総 務 費 ９５，４４１ １，３６１ ９６，８０２

1 総 務 管 理 費 ７６，０３０ １，３６１ ７７，３９１

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４，７７０，４６４ １，３６１ ４，７７１，８２５

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

【国民健康保険事業特別会計】
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１　総括

(歳　入) (単位：千円)

6

(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

1 総 務 費 95,441 1,361 96,802    1,361

歳 出 合 計 4,770,464 1,361 4,771,825    1,361

繰 入 金 ５２４，１７８ １，３６１

歳 入 合 計 ４，７７０，４６４ １，３６１ ４，７７１，８２５

５２５，５３９

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

【国民健康保険事業特別会計】
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２　歳入

(款) 6 繰入金

(項) 1 他会計繰入金 (単位：千円)

説　　　明

 1 一般会計繰入金 343,625 1,361 344,986  3 職員給与費 1,361 職員給与費等繰入金

等繰入金

343,625 1,361 344,986

4,770,464 1,361 4,771,825

３　歳出

(款) 1 総務費

(項) 1 総務管理費 (単位：千円)

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 説　　　明

 1 一般管理費 75,032 1,361 76,393 1,361 3 職員手当等 1,361 地 域 手 当 4

期 末 手 当 31

勤 勉 手 当 258

退職手当組合負担金 1,068

計 76,030 1,361 77,391 1,361

合　計 4,770,464 1,361 4,771,825 1,361

合　計

計

節

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計
区   分 金   額

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源 区   分 金   額

【国民健康保険事業特別会計】
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１.一 般 職

（１）総  括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
　　　(　　 0）

8  
　　　(　　 0）

8  
　　 （　　 0）

0  

（　　）内は、会計年度任用職員以外の職員で短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 198  825  1,197  300  0  3,157  0  

補 正 前 198  821  1,197  300  0  3,157  0  

比 較 0  4  0  0  0  0  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金（千円）

補 正 後 0  0  0  5,557  4,603  4,348  

補 正 前 0  0  0  5,526  4,345  3,280  

比 較 0  0  0  31  258  1,068  

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

区 分 職 員 数

0  

0  

26,972  

26,972  

合 計 備 考

56,638  

55,277  

区 分

区 分

共 済 費

給 与 費

20,185  

18,824  

47,157  

45,796  

9,481  

9,481  

職　員　手　当

の　　内　　訳

補 正 後

補 正 前

比 較 0  1,361  0  0  1,361  1,361  

【国民健康保険事業特別会計】
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ア．会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
　　　(　　 0）

8  
　　　(　　 0）

8  
　　 （　　 0）

0  

（　　）内は、短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 198  825  1,197  300  0  3,157  0  

補 正 前 198  821  1,197  300  0  3,157  0  

比 較 0  4  0  0  0  0  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金（千円）

補 正 後 0  0  0  5,557  4,603  4,348  

補 正 前 0  0  0  5,526  4,345  3,280  

比 較 0  0  0  31  258  1,068  

備 考区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費 合 計

56,638  

補 正 前 0  26,972  18,824  45,796  9,481  55,277  

補 正 後 0  26,972  20,185  47,157  9,481  

比 較 0  0  1,361  1,361  0  1,361  

職　員　手　当

の　　内　　訳

区 分

区 分

【国民健康保険事業特別会計】
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イ．会計年度任用職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
　　　(　　 0）

0  
　　　(　　 0）

0  
　　 （　　 0）

0  

（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の

勤務時間に比し短い職員について外書きしたもの。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 宿 日 直 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 0  0  0  0  0  0  0  

補 正 前 0  0  0  0  0  0  0  

比 較 0  0  0  0  0  0  0  

休日勤務手当 管 理 職 員 特 別 管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 組 合

（千円） 勤務手当（千円） （千円） （千円） （千円） 負担金（千円）

補 正 後 0  0  0  0  0  0  

補 正 前 0  0  0  0  0  0  

比 較 0  0  0  0  0  0  

合 計区 分 職 員 数

給 与 費

共 済 費

0  0  0  

備 考

補 正 後 0  0  0  0  0  0  

職　員　手　当

の　　内　　訳

区 分

区 分

0  

比 較 0  0  0  0  0  0  

補 正 前 0  0  
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分
増 減 額
（ 千 円 ）

備 考

職 員 手 当 1,361  制度改正に伴う増減分 293  地域手当 4  

期末手当 31  

勤勉手当 258  

その他の増減分 1,068  退職手当組合負担金 1,068  

増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説 明

【国民健康保険事業特別会計】
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第１条　令和４年度瑞穂市の水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和４年度瑞穂市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

支　　　　出

第１款　水道事業費 千円 千円 千円

第１項　営業費用 千円 千円 千円

第２項　営業外費用 千円 千円 千円

第３条　予算第４条本文括弧書中「建設改良積立金１３１，１９９千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２,１６５千円」

令和４年１１月３０日提出

瑞穂市長　森　　　和　　之　
　　提案理由

令和４年度瑞穂市水道事業会計補正予算（第４号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により提出

議案第８０号

令和４年度瑞穂市水道事業会計補正予算（第４号）

するもの。

△１，１１８ １４，８６８１５，９８６

５４２，２２４ １１，１７３ ５５３，３９７

５２３，２３８ １２，２９１ ５３５，５２９

　を「建設改良積立金１３１，１９８千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２，１６６千円」に改める。

【水道事業会計】
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支　　　　出
（単位：千円）

１ 水 道 事 業 費 ５４２，２２４ １１，１７３ ５５３，３９７

１ 営 業 費 用 ５２３，２３８ １２，２９１ ５３５，５２９

２ 配 水 及 び 給 水 費 ２６６，１６３ １２，２９１ ２７８，４５４

２ 営 業 外 費 用 １５，９８６ △１，１１８ １４，８６８

２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 ７，５７６ △１，１１８ ６，４５８

令和４年度瑞穂市水道事業会計補正予算（第４号）実施計画

収益的収入及び支出

備　　　考款 項 目 既決予定額 補正予定額 計

【水道事業会計】
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（間接法により作成） （単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△損失） １４，４６１

減価償却費 ２１１，８７３

固定資産除却費 ２３，２９９

貸倒引当金の増減額（△は減少） △５０

その他の引当金の増減額（△は減少） △３１４

長期前受金戻入額 △３４，２３０

受取利息及び受取配当金 △２１

支払利息及び企業債取扱諸費 ７，９３５

未収金の増加額（△は増加） ８４１

未払金の増減額（△は減少） △１０５，０１０

小　　　　　　計 １１８，７８４

利息及び配当金の受取額 ２１

利息の支払額 △７，９３５

業務活動によるキャッシュ・フロー １１０，８７０

令和４年度　瑞穂市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

【水道事業会計】
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △３３８，６１６

一般会計負担金等による収入 ２５，８０３

工事負担金等による収入 １，５３７

加入金収入 ３９，５９０

投資活動によるキャッシュ・フロー △２７１，６８６

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △６４，８２６

一般会計からの出資による収入 １０，０００

財務活動によるキャッシュ・フロー △５４，８２６

　　資金増加額（又は減少額） △２１５，６４２

　　資金期首残高 １，１６１，４６８

　　資金期末残高 ９４５，８２６

【水道事業会計】
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（令和５年３月３１日）

（千円） （千円） （千円） （千円）

１

（１）

イ ３６０，２７１

ロ １，１１５

ハ ４５２，９８４

△１８８，５５４ ２６４，４３０

ニ ９，２１９，６２７

△４，１１９，２７３ ５，１００，３５４

ホ １，４８２，０９２

△７９３，２６１ ６８８，８３１

へ １，８７８

△１，７８４ ９４

ト ９，４９０

△８，０９９ １，３９１

チ ２５，８３０

６，４４２，３１６

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

令和４年度　瑞穂市水道事業予定貸借対照表

資      産      の      部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

【水道事業会計】
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（２）

イ ３，３０６

ロ ２２８

３，５３４

６，４４５，８５０

２

（１） ９４５，８２６

（２） ９２，４９３

△３６６ ９２，１２７

（３） ７，０３０

１，０４４，９８３

７，４９０，８３３

負      債      の      部

３

（１）

イ ２２９，１２２

めの企業債

２２９，１２２

（２）

イ １７，５００

建設改良費等の財源に充てるた

企 業 債 合 計

引 当 金

そ の 他 引 当 金

企 業 債

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

【水道事業会計】

【水道事業会計】 -52-
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１７，５００

２４６，６２２

４

（１）

イ ６４，８２６

めの企業債

６４，８２６

（２） ８７，５６１

（３）

イ ３，５０５

ロ ６７４

４，１７９

（４） １２，１０８

１６８，６７４

５

（１） １，７９４，５５９

（２） △８６３，４５５

９３１，１０４

１，３４６，４００

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるた

企 業 債 合 計

未 払 金

【水道事業会計】

【水道事業会計】 -53-
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資      本      の      部

６ ３，７７２，４３４

７

（１）

イ １，３６２，５７４

１，３６２，５７４

（２）

イ １４５，０００

ロ ７１８，６８０

ハ １４，４６１

ニ １３１，２８４

１，００９，４２５

２，３７１，９９９

６，１４４，４３３

７，４９０，８３３

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

【水道事業会計】

【水道事業会計】 -54-
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第１条　令和４年度瑞穂市の下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和４年度瑞穂市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　　　（科目） 　　（既決予定額） 　　　（補正予定額） 　　　　　（計）

収　　　　入

第１款　下水道事業収益 千円 千円 千円

第１項　営業外収益 千円 千円 千円

支　　　　出

第１款　下水道事業費用 千円 千円 千円

第１項　営業費用 千円 千円 千円

第３条　予算第１０条中「１０７，０６３千円」を「１０８，５３５千円」に改める。

　　令和４年１１月３０日提出

瑞穂市長　森　　　和　　之

　　　提案理由

　令和４年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第３号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により提出

するもの。

議案第８０号

令和４年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第３号）

２０３，５７９ １，５３６ ２０５，１１５

１４８，５１２ １，５３６ １５０，０４８

２０３，５７９ １，５３６ ２０５，１１５

１８１，８１３ １，５３６ １８３，３４９

【下水道事業会計】 -55-



令和４年度瑞穂市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入
（単位：千円）

１ 下水道事業収益 ２０３，５７９ １，５３６ ２０５，１１５

１ 営 業 外 収 益 １４８，５１２ １，５３６ １５０，０４８

４ 他 会 計 補 助 金 １７，２３９ １，５３６ １８，７７５

支　　　　出
（単位：千円）

１ 下水道事業費用 ２０３，５７９ １，５３６ ２０５，１１５

１ 営 業 費 用 １８１，８１３ １，５３６ １８３，３４９

１ 管 渠 費 ５，８２０ ３３９ ６，１５９

４ 処 理 場 費 ５３，２４１ １，１９７ ５４，４３８

計 備　　　考

備　　　考

補正予定額

補正予定額 計

款 項 目 既決予定額

款 項 目 既決予定額

【下水道事業会計】

【下水道事業会計】 -56-
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（間接法により作成） （単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△損失） １，４４５

減価償却費 １１２，５１５

賞与引当金の増減額（△は減少） １０７

長期前受金戻入額 △５９，７５７

受取利息 △２

支払利息及び企業債取扱諸費 １８，７５５

未収金の増減額（△は増加） △１３９，７６４

未払金の増減額（△は減少） △５５，７１８

小　　　　　　計 △１２２，４１９

利息の受取額 ２

利息の支払額 △１８，７５５

業務活動によるキャッシュ・フロー △１４１，１７２

令和４年度　瑞穂市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

【下水道事業会計】

【下水道事業会計】 -57-

-57-



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △７９，２６０

国庫補助金による収入 １２６，８００

他会計負担金等による収入 ９８，０２３

受益者分担金による収入 １，０８０

投資活動によるキャッシュ・フロー １４６，６４３

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 １６０，６５０

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △９７，４９７

財務活動によるキャッシュ・フロー ６３，１５３

　　資金増加額（又は減少額） ６８，６２４

　　資金期首残高 ７９，５２４

　　資金期末残高 １４８，１４８

【下水道事業会計】
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令和４年度　瑞穂市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資      産      の      部

（千円） （千円） （千円） （千円）

１

（１）

イ 702,677

ロ 114,081

△ 12,528 101,553

ハ 2,701,580

△ 294,497 2,407,083

ニ 255,067

△ 149,757 105,310

ホ 319

0 319

へ 471,165

3,788,107

3,788,107

建 物

固 定 資 産

構 築 物

有 形 固 定 資 産

土 地

機 械 及 び 装 置

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

【下水道事業会計】
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２

（１） 148,148

（２） 149,800

△ 191 149,609

297,757

4,085,864

負      債      の      部

３

（１）

イ 1,168,174

1,168,174

1,168,174

４

（１）

イ 97,265

97,265

企 業 債 合 計

貸 倒 引 当 金

流 動 負 債

るための企業債０００００

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充て

るための企業債０００００

企 業 債

建設改良費等の財源に充て

企 業 債

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

【下水道事業会計】
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（２） 254,542

（３）

イ 320

ロ 63

383

ハ 1,000

353,190

５

（１） 2,225,820

（２） △ 335,757

1,890,063

3,411,427

資      本      の      部

６ 223,385

７

（１）

イ 8,941

ロ 331,647

ハ 25,137

365,725

負 債 合 計

国 庫 補 助 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 流 動 負 債

剰 余 金

長期前受金収益化累計額

受 贈 財 産 評 価 額

引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

未 払 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 金

繰 延 収 益

【下水道事業会計】
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（２）

イ 2,269

ロ 83,058

85,327

451,052

674,437

4,085,864

　

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

当年度末処分利益剰余金

【下水道事業会計】

【下水道事業会計】 -62-
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令和４年度

１２ 月 補 正 予 算 概 要
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（参考）補正予算履歴

令和４年度　瑞穂市　１２月補正予算一覧

単位：千円

‐

‐

12月補正

611,847

1,361

‐

‐

11,173

‐

1,536

25,418

5,465,775

542,224

437,781

203,579
収益的
事　業

資本的
事　業

当初予算会計区分 ４月補正
６月補正
その１

６月補正
その２

６月補正
その３

‐

一 般 会 計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

167,595

‐

‐

306,681

‐

‐

205,115

1,215,635

28,462,817

‐

‐

61
水道事業会計
（歳出）

124,831

‐

22

‐

147,938

‐

‐

‐

‐

19,430,000

4,670,891

660,104

‐

‐

‐

国 民 健 康 保 険
事 業 特 別 会 計

後期高齢者医療
事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水
事 業 特 別 会 計

小　　　計

小　　　計

水道事業
会　　計

収益的
事　業

下水道事業会
計（歳出）

収益的事業

資本的事業

収益的事業

‐

191

資本的事業

25,396

520,601

430,103

200,553

389,431

64

‐

203,579

336,673

‐

336,673

1,217,171

29,077,561

９月補正

‐

9,789

‐

21,371

7,678

2,962

11月補正

‐

‐

‐

‐

‐ ‐

524,043

0

1,536

614,744

‐

‐

会　計　区　分

一　般　会　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

企
 
業
 
会
 
計

合　　　計

0

12,709

625,917

389,431

1,573,015

28,820,197

補正前

21,781,407

4,770,464

669,893

資本的
事　業

下水道事業
会　　計

歳　　　入

計

22,393,254

4,771,825

669,893

25,418

5,467,136

591,918

83,465

補正前

21,781,407

4,770,464

669,893

25,418

5,465,775

591,918

83,465

補正額

611,847

1,361

0

389,431

1,585,724

29,446,114

‐

‐

‐

1,536

1,080,319

99,573

389,431

計

22,393,254

4,771,825

669,893

25,418

553,397

437,781

205,115

備　考

0

1,536

歳　　　出

計

22,393,254

4,771,825

669,893

25,418

5,467,136

553,397

437,781

補正額

611,847

1,361

0

0

1,361

11,173

0

205,115

0

1,361

0

-1-



単位：千円

補正前 補正額 計 備   考

1 市　税 7,095,488 29,200 7,124,688
・市民税 +11,200
・固定資産税 +15,000
・軽自動車税 +3,000

2 地方譲与税 193,470 0 193,470

3 利子割交付金 9,000 0 9,000

4 配当割交付金 32,000 0 32,000

5
株式等譲渡所得割
交付金

34,000 0 34,000

6 法人事業税交付金 81,000 0 81,000

7 地方消費税交付金 1,173,000 0 1,173,000

8 環境性能割交付金 21,000 0 21,000

9 地方特例交付金 94,415 3,794 98,209
・地方特例交付金 +3,794

10 地方交付税 2,935,221 0 2,935,221

11
交通安全対策特別
交付金

6,700 0 6,700

12 分担金及び負担金 23,247 0 23,247

13 使用料及び手数料 390,444 46 390,490
・衛生使用料 +46

14 国庫支出金 3,717,589 23,868 3,741,457

・民生費国庫負担金 +23,649
・総務費国庫補助金 +813
・民生費国庫補助金 -931
・衛生費国庫補助金 +2,097
・教育費国庫補助金 -1,760

15 県支出金 1,540,609 14,912 1,555,521

・民生費県負担金 +11,262
・民生費県補助金 +8,030
・農林水産業費県補助金 -2,178
・総務費委託金 -2,132
・民生費委託金 +90
・教育費委託金 -160

16 財産収入 8,064 0 8,064

17 寄附金 605,562 228,412 833,974
・衛生費寄附金 +312
・ふるさと応援寄附金 +228,100

18 繰入金 1,442,326 240,705 1,683,031
・財政調整基金繰入金 +213,218
・ふるさと応援基金繰入金 +27,487

19 繰越金 968,253 0 968,253

20 諸収入 620,319 68,910 689,229
・過年度収入 +16,059
・雑入 +52,851

21 市債 789,700 2,000 791,700
・消防債 +2,000

21,781,407 611,847 22,393,254

歳　　入

合 計

一般会計　歳入・歳出款別一覧

-2-



単位：千円

補正前 補正額 計 備   考

1 議会費 163,421 153 163,574

・議会費 +153

2 総務費 3,644,987 375,250 4,020,237

・総務管理費 +370,685
・徴税費 +5,694
・戸籍住民基本台帳費 +991
・選挙費 -2,132
・監査委員費 +12

3 民生費 8,440,056 165,066 8,605,122

・社会福祉費 +171,312
・児童福祉費 -40,502
・生活保護費 +34,256

4 衛生費 2,020,475 7,228 2,027,703

・保健衛生費 +3,234
・清掃費 +3,994

5 労働費 5,000 0 5,000

6 農林水産業費 173,688 △ 2,398 171,290

・農業費 -2,398

7 商工費 175,730 △ 13,390 162,340

・商工費 -13,390

8 土木費 2,066,878 △ 14,221 2,052,657

・土木管理費 +1,418
・道路橋りょう費 +1,080
・河川費 -16,862
・都市計画費 -1,600
・下水道費 +1,743

9 消防費 1,126,831 △ 40 1,126,791

・消防費 -40

10 教育費 2,828,495 94,199 2,922,694

・教育総務費 -2,340
・学校教育費 -5,096
・小学校費 +30,579
・中学校費 +52,360
・幼稚園費 +4,777
・社会教育費 +12,763
・保健体育費 +1,156

11 公債費 1,105,846 0 1,105,846

12 予備費 30,000 0 30,000

21,781,407 611,847 22,393,254合 計

歳　　出

-3-



単位：千円

補正前 補正額 計 備 考

1 報 酬 848,642 △ 14,605 834,037
総務費-277 民生費-10,374 農林水産業費+864
土木費-1,209 教育費-3,609

2 給 料 1,183,188 3,796 1,186,984
議会費+21 総務費+366 民生費+2,683
土木費+496 教育費+230

3 職 員 手 当 等 1,024,853 7,124 1,031,977
議会費+132 総務費+1,675 民生費+1,635
衛生費+1,991 商工費+54 土木費+1,279
教育費+358

4 共 済 費 514,088 2,340 516,428
総務費+191 民生費+1,709 商工費+5
土木費+385 教育費+50

5 災 害 補 償 費 89 0 89

7 報 償 費 48,502 564 49,066
総務費+564

8 旅 費 68,003 △ 237 67,766
総務費-134 民生費+191 土木費-154
教育費-140

9 交 際 費 980 0 980

10 需 用 費 1,359,174 118,694 1,477,868
総務費+74,478 民生費+6,755 衛生費+5,056
教育費+32,405

11 役 務 費 254,572 41,226 295,798
総務費+41,309 民生費+314 消防費-77
教育費-320

12 委 託 料 3,343,063 38,417 3,381,480
総務費+20,027 民生費-2,082 衛生費-721
農林水産業費-220 土木費-20,954
消防費+37 教育費+42,330

13 使用料及び賃借料 221,679 △ 675 221,004
総務費-31 民生費+164 教育費-808

14 工 事 請 負 費 1,833,471 1,433 1,834,904
総務費+4,930 教育費-3,497

15 原 材 料 費 1,820 △ 36 1,784
民生費-36

16 公有財産購入費 194,503 0 194,503

17 備 品 購 入 費 163,219 18,121 181,340
総務費+2,534 民生費-11,131 教育費+26,718

18
負 担 金 補 助
及 び 交 付 金

3,529,050 △ 46,684 3,482,366
総務費-111 民生費-34,482 農林水産業費-3,042
商工費-13,449 土木費+4,400

19 扶 助 費 3,718,993 97,345 3,816,338
民生費+97,345

20 貸 付 金 5,000 0 5,000

21
補 償 補 填 及 び
賠 償 金

9,820 0 9,820

22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

1,216,065 112,398 1,328,463
民生費+111,014 衛生費+902 教育費+482

23 投資及び出資金 10,000 0 10,000

24 積 立 金 1,393,867 229,729 1,623,596
総務費+229,729

26 公 課 費 891 0 891

27 繰 出 金 807,875 2,897 810,772
民生費+1,361 土木費+1,536

30 予 備 費 30,000 0 30,000

21,781,407 611,847 22,393,254

一般会計　歳出節別一覧

区 分

合 計
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議案第８１号 

   瑞穂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

 瑞穂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案を別紙のとおり提

出する。 

  令和４年１１月３０日提出 

                     瑞穂市長 森   和  之 

   提案理由 

 民間給与との較差に基づく人事院勧告（令和４年８月８日付け）に伴い、市

職員の勤勉手当及び給料表の額の改定並びに市議会議員及び常勤の特別職職員

の期末手当の額の改定をするため、市関係条例の改正を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   瑞穂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例  

 （瑞穂市職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条 瑞穂市職員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例第３５号）の

一部を次のように改正する。  

  第２３条の７第２項第１号中「加算した額に」の次に「、６月に支給する

場合には」を、「１００分の１１５）」の次に「、１２月に支給する場合に

は１００分の１０５（特定管理職員にあっては、１００分の１２５）」を加

える。  

  第２３条の７第２項第２号中「勤勉手当基礎額に」の次に「、６月に支給

する場合には」を、「１００分の５５）」の次に「、１２月に支給する場合

には１００分の５０（特定管理職員にあっては、１００分の６０）」を加え

る。  

  別表第１及び別表第２を次のように改める。  

 別表第１（第３条関係）  

   行政職給料表  
職

員

の

区

分  

  
職 務  

の級  
１ 級  ２ 級  ３ 級  ４ 級  ５ 級  ６ 級  ７ 級  

号 給  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員  

    円 円 円 円 円 円 円 

1 150,100 198,500 234,400 266,000 290,700 319,200 362,900 

2 151,200 200,300 236,000 267,700 292,900 321,400 365,500 

3 152,400 202,100 237,500 269,200 295,000 323,700 367,900 

4 153,500 203,900 239,000 271,000 297,000 325,900 370,500 

5 154,600 205,400 240,300 272,700 298,800 328,100 372,400 

6 155,700 207,200 241,900 274,500 300,800 330,100 374,900 

7 156,800 209,000 243,400 276,300 302,600 332,300 377,200 

8 157,900 210,800 244,900 278,300 304,200 334,500 379,700 

9 158,900 212,400 246,000 280,200 306,100 336,400 382,100 

10 160,300 214,200 247,500 282,200 308,400 338,600 384,800 

11 161,600 216,000 249,000 284,100 310,600 340,600 387,400 

12 162,900 217,800 250,300 286,000 312,900 342,800 390,100 

13 164,100 219,200 251,800 287,900 315,000 344,600 392,500 

14 165,600 221,000 253,000 289,700 317,100 346,600 394,800 

15 167,100 222,700 254,300 291,200 319,300 348,600 397,000 

16 168,700 224,500 255,500 292,600 321,400 350,600 399,400 

17 169,800 226,100 256,800 294,400 323,300 352,300 401,200 

18 171,200 227,800 258,200 296,400 325,300 354,300 403,200 

19 172,600 229,400 259,600 298,500 327,300 356,100 405,100 



20 174,000 230,900 261,100 300,500 329,300 358,000 406,900 

21 175,300 232,200 262,700 302,400 331,000 359,900 408,800 

22 177,800 233,800 264,400 304,500 333,100 361,800 410,600 

23 180,300 235,400 266,000 306,500 335,100 363,800 412,400 

24 182,800 236,900 267,600 308,600 337,200 365,700 414,300 

25 185,200 237,900 269,400 310,300 338,600 367,700 416,100 

26 186,900 239,400 271,200 312,400 340,500 369,600 417,600 

27 188,500 240,700 272,900 314,400 342,400 371,600 419,100 

28 190,200 241,900 274,600 316,400 344,300 373,600 420,700 

29 191,700 243,100 276,200 318,100 345,900 375,100 422,300 

30 193,400 244,100 277,900 320,100 347,800 376,900 423,600 

31 195,200 245,100 279,700 322,200 349,700 378,700 424,900 

32 196,900 246,100 281,200 324,300 351,500 380,300 426,100 

33 198,500 247,200 282,400 325,500 353,400 382,100 427,300 

34 199,900 248,100 284,100 327,500 355,200 383,500 428,600 

35 201,400 249,000 285,700 329,400 357,000 385,000 429,900 

36 202,900 250,000 287,400 331,500 358,700 386,600 431,100 

37 204,200 250,900 289,000 333,400 360,100 388,000 432,300 

38 205,500 252,200 290,700 335,300 361,400 389,200 433,100 

39 206,700 253,400 292,500 337,300 362,800 390,400 433,900 

40 208,000 254,700 294,300 339,200 364,200 391,500 434,700 

41 209,300 256,000 295,800 341,100 365,500 392,600 435,300 

42 210,600 257,400 297,500 343,000 366,400 393,800 436,000 

43 211,900 258,600 299,000 344,800 367,500 395,000 436,700 

44 213,200 259,800 300,600 346,700 368,600 396,100 437,400 

45 214,300 260,900 302,200 348,200 369,400 396,800 438,200 

46 215,600 262,100 303,900 349,600 370,300 397,500 439,000 

47 216,900 263,400 305,500 351,100 371,200 398,200 439,400 

48 218,200 264,500 307,200 352,600 372,100 398,900 440,100 

49 219,200 265,600 308,100 354,200 373,000 399,500 440,600 

50 220,300 266,600 309,600 355,000 373,800 400,100 441,000 

51 221,300 267,800 311,100 356,200 374,600 400,600 441,400 

52 222,300 268,900 312,700 357,200 375,400 401,000 441,800 

53 223,300 269,900 314,300 358,100 376,100 401,400 442,200 

54 224,200 270,900 315,900 359,200 376,800 401,700 442,600 

55 225,100 272,000 317,500 360,100 377,500 402,000 443,000 

56 226,000 273,100 319,000 361,200 378,200 402,300 443,300 

57 226,300 274,000 320,500 362,100 378,700 402,600 443,600 

58 227,100 275,000 321,700 362,800 379,300 402,900 444,000 

59 227,800 275,900 322,900 363,500 379,900 403,200 444,300 

60 228,500 277,000 324,100 364,200 380,600 403,500 444,600 

61 229,200 278,100 324,800 364,600 381,000 403,800 444,900 

62 230,000 279,100 325,700 365,200 381,700 404,100   

63 230,700 280,000 326,500 365,900 382,300 404,400   

64 231,300 281,000 327,300 366,600 382,900 404,700   

65 231,900 281,500 328,200 366,900 383,300 405,000   

66 232,500 282,400 328,600 367,600 383,900 405,300   

67 233,100 283,100 329,300 368,300 384,500 405,600   

68 233,800 284,000 330,100 369,000 385,100 405,900   

69 234,500 285,000 330,900 369,300 385,500 406,100   



70 235,100 285,800 331,600 369,900 386,000 406,400   

71 235,600 286,600 332,300 370,600 386,500 406,700   

72 236,300 287,400 333,000 371,200 387,100 407,000   

73 237,000 288,200 333,500 371,500 387,400 407,200   

74 237,600 288,700 334,100 372,100 387,800 407,500   

75 238,200 289,100 334,600 372,800 388,200 407,800   

76 238,700 289,600 335,200 373,400 388,600 408,000   

77 239,300 289,800 335,500 373,800 388,900 408,200   

78 240,000 290,100 336,000 374,300 389,200 408,500   

79 240,700 290,300 336,400 374,900 389,500 408,800   

80 241,200 290,700 336,900 375,400 389,800 409,000   

81 241,700 290,900 337,300 375,900 390,000 409,200   

82 242,300 291,100 337,800 376,500 390,300 409,500   

83 242,900 291,500 338,300 377,000 390,600 409,800   

84 243,400 291,800 338,800 377,300 390,800 410,000   

85 243,900 292,100 339,100 377,700 391,000 410,200   

86 244,500 292,400 339,500 378,200 391,300     

87 245,100 292,700 340,000 378,600 391,600     

88 245,600 293,100 340,400 379,000 391,800     

89 246,100 293,400 340,700 379,400 392,000     

90 246,600 293,800 341,100 379,900 392,300     

91 246,900 294,100 341,600 380,300 392,600     

92 247,300 294,500 342,000 380,700 392,800     

93 247,600 294,700 342,200 381,000 393,000     

94   294,900 342,600         

95   295,200 343,100         

96   295,600 343,500         

97  295,800 343,700         

98   296,100 344,100         

99   296,500 344,500         

100   296,900 344,800         

101  297,100 345,100         

102   297,400 345,500         

103   297,800 345,900         

104   298,100 346,300         

105  298,300 346,800         

106   298,600 347,200         

107   299,000 347,600         

108   299,300 348,000         

109  299,500 348,500         

110   299,900 348,900         

111   300,300 349,200         

112   300,600 349,500         

113  300,800 350,000         

114   301,000           

115   301,300           

116   301,700           

117  301,900           

118   302,100           

119   302,400           



120   302,700           

121  303,100           

122   303,300           

123   303,600           

124   303,900           

125   304,200           

再

任

用

職

員 

    

187,700 215,200 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 

備考 この表は、他の適用を受けない全ての職員に適用する。  

 別表第２（第３条関係）  

   医療職給料表  
職

員

の

区

分  

  
職 務  

の級  
１ 級  ２ 級  ３ 級  ４ 級  

号 給  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  給 料 月 額  

再

任

用

職

員

以

外

の

職

員  

    円 円 円 円 

1 169,900 197,000 243,600 265,700 
2 171,300 198,900 245,400 266,600 
3 172,800 200,900 247,200 267,500 
4 174,200 202,800 249,000 268,400 
5 175,600 204,900 250,400 268,900 
6 177,100 206,900 251,700 269,900 
7 178,600 209,100 252,800 270,600 
8 180,100 211,200 254,100 271,500 
9 181,300 213,200 254,900 272,600 
10 183,000 214,600 255,800 273,200 
11 184,600 216,000 256,700 274,200 
12 186,100 217,200 257,500 275,200 
13 187,500 218,600 258,600 276,200 
14 189,500 220,000 259,600 277,200 
15 191,500 221,500 260,400 278,200 
16 193,500 222,700 261,300 279,300 
17 195,500 224,100 261,800 280,600 
18 197,500 225,600 262,700 281,800 
19 199,500 227,100 263,500 282,800 
20 201,500 228,600 264,300 284,000 
21 203,500 229,700 265,200 285,500 
22 205,400 231,400 265,900 287,100 
23 207,500 233,100 266,800 288,400 
24 209,600 234,700 267,600 289,700 
25 211,200 236,000 268,600 290,800 
26 212,500 237,700 269,400 292,400 
27 213,700 239,400 270,300 294,100 
28 215,000 241,100 271,300 295,600 
29 216,200 242,700 272,500 296,600 
30 217,300 244,100 273,700 298,000 
31 218,600 245,400 275,200 299,400 
32 219,700 246,500 276,500 300,900 
33 221,000 247,500 278,000 302,300 
34 222,300 248,600 279,400 303,800 



35 223,600 249,500 280,600 305,400 
36 224,900 250,500 281,800 307,000 
37 226,000 251,200 283,300 308,300 
38 227,400 252,200 284,500 309,700 
39 228,700 253,100 285,900 311,100 
40 230,100 254,100 287,100 312,700 
41 231,000 254,500 288,100 314,200 
42 232,400 255,400 289,400 315,600 
43 233,700 256,200 290,700 317,000 
44 235,100 256,900 292,100 318,500 
45 236,300 257,700 293,400 319,300 
46 237,700 258,400 294,800 320,700 
47 239,000 259,300 296,300 322,100 
48 240,300 260,100 297,800 323,600 
49 241,200 260,900 298,900 324,700 
50 242,300 261,800 300,200 326,100 
51 243,300 262,700 301,400 327,400 
52 244,300 263,700 302,800 328,700 
53 245,000 264,800 304,200 330,100 
54 246,000 266,000 305,500 331,500 
55 246,900 267,300 306,900 332,900 
56 247,800 268,600 308,300 334,200 
57 248,500 270,000 309,100 335,100 
58 249,500 271,500 310,300 336,400 
59 250,100 272,900 311,500 337,600 
60 250,900 274,300 312,900 338,900 
61 251,700 275,600 314,000 340,000 
62 252,500 276,900 315,300 340,900 
63 253,300 278,300 316,600 342,100 
64 254,100 279,400 317,800 343,400 
65 254,800 280,500 319,100 344,500 
66 255,500 281,800 320,400 345,700 
67 256,300 283,100 321,700 346,900 
68 257,000 284,400 323,000 348,000 
69 257,800 285,500 323,700 349,000 
70 258,600 287,000 324,800 350,000 
71 259,500 288,500 325,900 351,100 
72 260,500 289,900 326,800 352,200 
73 261,800 290,900 328,100 353,000 
74 263,100 292,300 328,800 354,100 
75 264,200 293,500 329,900 355,200 
76 265,300 294,800 331,100 356,300 
77 266,200 296,200 332,200 357,000 
78 267,200 297,500 333,400 357,800 
79 268,400 298,700 334,500 358,600 
80 269,400 300,000 335,700 359,300 
81 270,300 300,500 336,800 359,900 
82 271,200 301,700 337,900 360,400 
83 272,200 302,800 338,900 361,000 
84 273,100 304,000 340,000 361,500 
85 273,900 305,100 340,900 362,100 
86 274,700 306,300 341,900 362,600 
87 275,600 307,500 342,800 363,200 
88 276,500 308,600 343,800 363,700 
89 277,300 309,900 344,800 364,100 
90 278,200 311,100 345,600 364,500 
91 279,000 312,300 346,400 365,100 
92 280,000 313,500 347,200 365,600 



93 280,900 314,300 347,800 365,900 
94 281,900 315,000 348,400 366,400 
95 282,800 315,700 349,100 366,800 
96 283,800 316,300 349,700 367,100 
97 284,400 317,000 350,100 367,700 
98 285,200 317,300 350,500 368,200 
99 285,800 317,900 351,000 368,700 
100 286,700 318,600 351,400 369,200 
101 287,500 319,000 351,900 369,800 
102 288,300 319,600 352,300 370,300 
103 289,100 320,200 352,800 370,800 
104 289,900 320,800 353,200 371,200 
105 290,600 321,200 353,500 371,800 
106 291,100 321,700 354,000 372,300 
107 291,600 322,200 354,400 372,800 
108 292,100 322,700 354,700 373,300 
109 292,300 323,100 355,200 373,900 
110 292,600 323,500 355,700 374,300 
111 292,800 323,800 356,200 374,800 
112 293,200 324,100 356,700 375,300 
113 293,500 324,500 357,200 375,900 
114 293,700 324,900 357,700   
115 294,100 325,300 358,200   
116 294,400 325,600 358,600   
117 294,700 325,800 359,000   
118 295,000 326,100 359,400   
119 295,300 326,500 359,900   
120 295,700 326,700 360,400   
121 296,000 326,900 360,800   
122 296,400 327,200 361,300   
123 296,700 327,500 361,800   
124 297,100 327,800 362,300   
125 297,300 328,000 362,600   
126 297,500 328,300     
127 297,800 328,700     
128 298,200 328,900     
129 298,400 329,100     
130 298,700 329,300     
131 299,100 329,700     
132 299,500 329,900     
133 299,700 330,200     
134 300,000 330,600     
135 300,400 331,000     
136 300,700 331,400     
137 300,900 331,700     
138 301,200 332,100     
139 301,600 332,500     
140 301,900 332,900     
141 302,100 333,200     
142 302,500 333,600     
143 302,900 333,900     
144 303,200 334,300     
145 303,400 334,600     
146 303,600 335,000     
147 303,900 335,400     
148 304,300 335,800     
149 304,500 336,100     
150 304,700 336,500     



151 305,000 336,900     
152 305,300 337,300     
153 305,700 337,600     
154 305,900      
155 306,100      
156 306,400      
157 306,700      
158 307,000      
159 307,300      
160 307,600      
161 308,000      
162 308,300      
163 308,600      
164 308,900      
165 309,300      
166 309,600      
167 309,900      
168 310,200      
169 310,600       

再

任

用

職

員  

   

235,100 255,400 262,600 272,800 

備考 この表は、保健師、看護師及び准看護師に適用する。  

第２条 瑞穂市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。  

  第２３条の７第２項第１号中「、６月に支給する場合には１００分の９５」

を「１００分の１００」に、「１００分の１１５）、１２月に支給する場合  

には１００分の１０５（特定管理職員にあっては、１００分の１２５」を「  

１００分の１２０」に改める。  

第２３条の７第２項第２号中「、６月に支給する場合には１００分の４５」

を「１００分の４７．５」に、「１００分の５５）、１２月に支給する場合  

には１００分の５０（特定管理職員にあっては、１００分の６０」を「１０  

０分の５７．５」に改める。  

 （瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）  

第３条 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２０年瑞穂市

条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

  第９条第２項中「１００分の１６２．５」を「、６月に支給する場合には

１００分の１６２．５、１２月に支給する場合には１００分の１６７．５」

に改める。  

  別表を次のように改める。  



 別表（第７条関係）  

   特定任期付職員給料表  
号給  給料月額  

 
１  

円  
３７６，０００  

２  ４２２，０００  
３  ４７２，０００  
４  ５３３，０００  
５  ６０８，０００  

第４条 瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように

改正する。  

  第９条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の１６２．５、１２  

月に支給する場合には１００分の１６７．５」を「１００分の１６５」に改  

める。  

（瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正）  

第５条 瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

瑞穂市条例第６号）の一部を次のように改正する。  

  別表第１及び別表第２を次のように改める。  

別表第１（第４条関係）  

   行政職給料表  

  
職 務  

の級  
１ 級  ２ 級  

号 給  給 料 月 額  給 料 月 額  

    円 円 

1 150,100 198,500 

2 151,200 200,300 

3 152,400 202,100 

4 153,500 203,900 

5 154,600 205,400 

6 155,700 207,200 

7 156,800 209,000 

8 157,900 210,800 

9 158,900 212,400 

10 160,300 214,200 

11 161,600 216,000 

12 162,900 217,800 

13 164,100 219,200 

14 165,600 221,000 

15 167,100 222,700 

16 168,700 224,500 

17 169,800 226,100 



18 171,200 227,800 

19 172,600 229,400 

20 174,000 230,900 

21 175,300 232,200 

22 177,800 233,800 

23 180,300 235,400 

24 182,800 236,900 

25 185,200 237,900 

26 186,900 239,400 

27 188,500 240,700 

28 190,200 241,900 

29 191,700 243,100 

30 193,400 244,100 

31 195,200 245,100 

32 196,900 246,100 

33 198,500 247,200 

34 199,900 248,100 

35 201,400 249,000 

36 202,900 250,000 

37 204,200 250,900 

38 205,500 252,200 

39 206,700 253,400 

40 208,000 254,700 

41 209,300 256,000 

42 210,600 257,400 

43 211,900 258,600 

44 213,200 259,800 

45 214,300 260,900 

46 215,600 262,100 

47 216,900 263,400 

48 218,200 264,500 

49 219,200 265,600 

50 220,300 266,600 

51 221,300 267,800 

52 222,300 268,900 

53 223,300 269,900 

54 224,200 270,900 

55 225,100 272,000 

56 226,000 273,100 

57 226,300 274,000 

58 227,100 275,000 

59 227,800 275,900 

60 228,500 277,000 

61 229,200 278,100 

62 230,000 279,100 

63 230,700 280,000 

64 231,300 281,000 

65 231,900 281,500 

66 232,500 282,400 

67 233,100 283,100 

68 233,800 284,000 

69 234,500 285,000 



70 235,100 285,800 

71 235,600 286,600 

72 236,300 287,400 

73 237,000 288,200 

74 237,600 288,700 

75 238,200 289,100 

76 238,700 289,600 

77 239,300 289,800 

78 240,000 290,100 

79 240,700 290,300 

80 241,200 290,700 

81 241,700 290,900 

82 242,300 291,100 

83 242,900 291,500 

84 243,400 291,800 

85 243,900 292,100 

86 244,500 292,400 

87 245,100 292,700 

88 245,600 293,100 

89 246,100 293,400 

90 246,600 293,800 

91 246,900 294,100 

92 247,300 294,500 

93 247,600 294,700 

94   294,900 

95   295,200 

96   295,600 

97  295,800 

98   296,100 

99   296,500 

100   296,900 

101  297,100 

102   297,400 

103   297,800 

104   298,100 

105  298,300 

106   298,600 

107   299,000 

108   299,300 

109  299,500 

110   299,900 

111   300,300 

112   300,600 

113  300,800 

114   301,000 

115   301,300 

116   301,700 

117  301,900 

118   302,100 

119   302,400 

120   302,700 

121  303,100 



122   303,300 

123   303,600 

124   303,900 

125   304,200 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全てのフルタイム会計年度任用

職員に適用する。ただし、第３２条に規定する会計年度任用職員を除く。  

別表第２（第４条関係）  

   医療職給料表  

  

職

務  

の

級  

１ 級  ２ 級  

号 給  給 料 月 額  給 料 月 額  

    円 円 

1 169,900 197,000 
2 171,300 198,900 
3 172,800 200,900 
4 174,200 202,800 
5 175,600 204,900 
6 177,100 206,900 
7 178,600 209,100 
8 180,100 211,200 
9 181,300 213,200 
10 183,000 214,600 
11 184,600 216,000 
12 186,100 217,200 
13 187,500 218,600 
14 189,500 220,000 
15 191,500 221,500 
16 193,500 222,700 
17 195,500 224,100 
18 197,500 225,600 
19 199,500 227,100 
20 201,500 228,600 
21 203,500 229,700 
22 205,400 231,400 
23 207,500 233,100 
24 209,600 234,700 
25 211,200 236,000 
26 212,500 237,700 
27 213,700 239,400 
28 215,000 241,100 
29 216,200 242,700 
30 217,300 244,100 
31 218,600 245,400 
32 219,700 246,500 
33 221,000 247,500 
34 222,300 248,600 
35 223,600 249,500 
36 224,900 250,500 
37 226,000 251,200 
38 227,400 252,200 
39 228,700 253,100 
40 230,100 254,100 
41 231,000 254,500 



42 232,400 255,400 
43 233,700 256,200 
44 235,100 256,900 
45 236,300 257,700 
46 237,700 258,400 
47 239,000 259,300 
48 240,300 260,100 
49 241,200 260,900 
50 242,300 261,800 
51 243,300 262,700 
52 244,300 263,700 
53 245,000 264,800 
54 246,000 266,000 
55 246,900 267,300 
56 247,800 268,600 
57 248,500 270,000 
58 249,500 271,500 
59 250,100 272,900 
60 250,900 274,300 
61 251,700 275,600 
62 252,500 276,900 
63 253,300 278,300 
64 254,100 279,400 
65 254,800 280,500 
66 255,500 281,800 
67 256,300 283,100 
68 257,000 284,400 
69 257,800 285,500 
70 258,600 287,000 
71 259,500 288,500 
72 260,500 289,900 
73 261,800 290,900 
74 263,100 292,300 
75 264,200 293,500 
76 265,300 294,800 
77 266,200 296,200 
78 267,200 297,500 
79 268,400 298,700 
80 269,400 300,000 
81 270,300 300,500 
82 271,200 301,700 
83 272,200 302,800 
84 273,100 304,000 
85 273,900 305,100 
86 274,700 306,300 
87 275,600 307,500 
88 276,500 308,600 
89 277,300 309,900 
90 278,200 311,100 
91 279,000 312,300 
92 280,000 313,500 
93 280,900 314,300 
94 281,900 315,000 
95 282,800 315,700 
96 283,800 316,300 
97 284,400 317,000 
98 285,200 317,300 
99 285,800 317,900 
100 286,700 318,600 
101 287,500 319,000 



102 288,300 319,600 
103 289,100 320,200 
104 289,900 320,800 
105 290,600 321,200 
106 291,100 321,700 
107 291,600 322,200 
108 292,100 322,700 
109 292,300 323,100 
110 292,600 323,500 
111 292,800 323,800 
112 293,200 324,100 
113 293,500 324,500 
114 293,700 324,900 
115 294,100 325,300 
116 294,400 325,600 
117 294,700 325,800 
118 295,000 326,100 
119 295,300 326,500 
120 295,700 326,700 
121 296,000 326,900 
122 296,400 327,200 
123 296,700 327,500 
124 297,100 327,800 
125 297,300 328,000 
126 297,500 328,300 
127 297,800 328,700 
128 298,200 328,900 
129 298,400 329,100 
130 298,700 329,300 
131 299,100 329,700 
132 299,500 329,900 
133 299,700 330,200 
134 300,000 330,600 
135 300,400 331,000 
136 300,700 331,400 
137 300,900 331,700 
138 301,200 332,100 
139 301,600 332,500 
140 301,900 332,900 
141 302,100 333,200 
142 302,500 333,600 
143 302,900 333,900 
144 303,200 334,300 
145 303,400 334,600 
146 303,600 335,000 
147 303,900 335,400 
148 304,300 335,800 
149 304,500 336,100 
150 304,700 336,500 
151 305,000 336,900 
152 305,300 337,300 
153 305,700 337,600 
154 305,900  
155 306,100  
156 306,400  
157 306,700  
158 307,000  
159 307,300  
160 307,600  
161 308,000  



162 308,300  
163 308,600  
164 308,900  
165 309,300  
166 309,600  
167 309,900  
168 310,200  
169 310,600   

備考 この表は、保健師、看護師、准看護師その他のフルタイム会計年度任用

職員で規則で定めるものに適用する。 

（瑞穂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改

正）  

第６条 瑞穂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平

成１５年瑞穂市条例第３０号）の一部を次のように改正する。  

  第５条第２項中「１００分の２１５」を「、６月に支給する場合には１０

０分の２１５、１２月に支給する場合には１００分の２２５」に改める。  

第７条 瑞穂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部を次のように改正する。  

  第５条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の２１５、１２月に

支給する場合には１００分の２２５」を「１００分の２２０」に改める。  

 （瑞穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正）  

第８条 瑞穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例（平成１５年瑞穂市条例

第３３号）の一部を次のように改正する。  

  第５条第２項中「１００分の２１５」を「、６月に支給する場合には１０

０分の２１５、１２月に支給する場合には１００分の２２５」に改める。  

第９条 瑞穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部を次のように改正

する。  

  第５条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の２１５、１２月に

支給する場合には１００分の２２５」を「１００分の２２０」に改める。  

   附 則  

 （施行期日等）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条、第４条、第５

条、第７条及び第９条の規定は、令和５年４月１日から施行する。  

２ 第１条の規定による改正後の瑞穂市職員の給与に関する条例（次条におい



て「改正後の給与条例」という。）の規定、第３条の規定による改正後の瑞

穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（次条において「改正後の任

期付職員条例」という。）の規定、第６条の規定による改正後の瑞穂市議会

議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（次条において「改正

後の議員報酬条例」という。）の規定及び第８条の規定による改正後の瑞穂

市常勤の特別職職員の給与に関する条例（次条において「改正後の常勤の特

別職条例」という。）の規定は、令和４年４月１日から適用する。  

 （給与の内払）  

第２条 改正後の給与条例、改正後の任期付職員条例、改正後の議員報酬条例

又は改正後の常勤の特別職条例の規定を適用する場合には、第１条の規定に

よる改正前の瑞穂市職員の給与に関する条例又は第３条の規定による改正前

の瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の規定に基づいて支給さ

れた給与は、それぞれ改正後の給与条例又は改正後の任期付職員条例の規定

による給与の内払と、第６条の規定による改正前の瑞穂市議会議員の議員報

酬、費用弁償及び期末手当に関する条例又は第８条の規定による改正前の瑞

穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された期末

手当は、それぞれ改正後の議員報酬条例又は改正後の常勤の特別職条例の規

定による期末手当の内払とみなす。  

（規則への委任） 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 
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瑞穂市職員の給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第35号）新旧対照表（第１条・第２条関係） 
改正後（案）② 

（令和５年４月１日改定分） 
改正後（案）① 

（令和４年４月１日遡及分） 現行 

（勤勉手当） （勤勉手当） （勤勉手当） 
第23条の７ 略 第23条の７ 略 第23条の７ 略 
２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権

者が規則で定める基準に従って定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属す

る次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、

それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならな

い。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権

者が規則で定める基準に従って定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属す

る次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、

それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならな

い。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命権

者が規則で定める基準に従って定める割合を乗

じて得た額とする。この場合において、任命権

者が支給する勤勉手当の額の、その者に所属す

る次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、

それぞれ当該各号に掲げる額を超えてはならな

い。 
(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に、100分の100    

       （特定管理職員にあっては、1
00分の120               

                    

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に、６月に支給する場合

には100分の95（特定管理職員にあっては、1
00分の115）、12月に支給する場合には100
分の105（特定管理職員にあっては、100分の

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職員 

当該職員の勤勉手当基礎額に当該職員がそれ

ぞれその基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在。次項

において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額及びこれに対する地域手当の月額の

合計額を加算した額に          

  100分の95（特定管理職員にあっては、1
00分の115）                             
                                        

資
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   ）を乗じて得た額の総額 125）を乗じて得た額の総額    を乗じて得た額の総額 
(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用

職員の勤勉手当基礎額に100分の47.5   

         (特定管理職員にあって

は、100分の57.5             

                    

 ）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用

職員の勤勉手当基礎額に、６月に支給する場

合には100分の45(特定管理職員にあっては、

100分の55) 、12月に支給する場合には100
分の50（特定管理職員にあっては、100分の6
0）を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再任用

職員の勤勉手当基礎額に         

   100分の45(特定管理職員にあっては、 

100分の55)               

                    

  を乗じて得た額の総額 
３・４・５ 略 ３・４・５ 略 ３・４・５ 略 
別表第１（第３条関係） 略 別表第１（第３条関係） 略 別表第１（第３条関係） 略 
別表第２（第３条関係） 略 別表第２（第３条関係） 略 別表第２（第３条関係） 略 

適用：（  ）令和４年４月１日遡及分 

   （  ）令和５年４月１日改定分 
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瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条例第31号）新旧対照表（第３条・第４条関係） 
改正後（案）② 

（令和５年４月１日改定分） 
改正後（案）① 

（令和４年４月１日遡及分） 現行 

（給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） （給与条例の適用除外等） 
第９条 略 第９条 略 第９条 略 
２ 特定任期付職員に対する給与条例第23条の２

第１項及び第23条の４第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第23条の２第１項中「以下「管

理職員」」とあるのは「瑞穂市一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条

例第31号）第７条第１項に規定する特定任期付

職員を含む。以下「管理職員」」と、給与条例

第23条の４第２項中「100分の120」とあるのは

「100分の165              

                 」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第23条の２

第１項及び第23条の４第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第23条の２第１項中「以下「管

理職員」」とあるのは「瑞穂市一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条

例第31号）第７条第１項に規定する特定任期付

職員を含む。以下「管理職員」」と、給与条例

第23条の４第２項中「100分の120」とあるのは

「、６月に支給する場合には100分の162.5、１

２月に支給する場合には100分の167.5」とする。 

２ 特定任期付職員に対する給与条例第23条の２

第１項及び第23条の４第２項の規定の適用につ

いては、給与条例第23条の２第１項中「以下「管

理職員」」とあるのは「瑞穂市一般職の任期付

職員の採用等に関する条例（平成20年瑞穂市条

例第31号）第７条第１項に規定する特定任期付

職員を含む。以下「管理職員」」と、給与条例

第23条の４第２項中「100分の120」とあるのは

「100分の162.5              

                 」とする。

別表（第７条関係） 略 別表（第７条関係） 別表（第７条関係） 
 特定任期付職員給料表 特定任期付職員給料表 
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 号給 給料月額 

 円

1 376,000
2 422,000
3 472,000
4 533,000
5 608,000

 

号給 給料月額 

 円

1 375,000
2 422,000
3 472,000
4 533,000
5 608,000

 
適用：（  ）令和４年４月１日遡及分 

   （  ）令和５年４月１日改定分 

 



 

瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年瑞穂市条例第６号）新旧対照表（第５条関係） 

改正後（案） 現行 

別表第１（第４条関係） 略 別表第１（第４条関係） 略 
別表第２（第４条関係） 略 別表第２（第４条関係） 略 
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瑞穂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例（平成15年瑞穂市条例第30号）新旧対照表（第６条・第７条関係） 
改正後（案）② 

（令和５年４月１日改定分） 
改正後（案）① 

（令和４年４月１日遡及分） 現行 

（期末手当） （期末手当） （期末手当） 
第５条 略 第５条 略 第５条 略 
２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による

任期終了の日現在）において同項に規定する者

が受けるべき議員報酬月額及びその額に100分
の15を乗じて得た額の合計額に100分の220 
                     

      を乗じて得た額に、瑞穂市職員の

給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第35号）

の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得た額

とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による

任期終了の日現在）において同項に規定する者

が受けるべき議員報酬月額及びその額に100分
の15を乗じて得た額の合計額に、６月に支給す

る場合には100分の215、12月に支給する場合に

は100分の225を乗じて得た額に、瑞穂市職員の

給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第35号）

の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得た額

とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、失職、除名、死亡又は議会の解散による

任期終了の日現在）において同項に規定する者

が受けるべき議員報酬月額及びその額に100分
の15を乗じて得た額の合計額に100分の215 
                     

       を乗じて得た額に、瑞穂市職員の

給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第35号）

の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」と

いう。）の例により一定の割合を乗じて得た額

とする。 

適用：（  ）令和４年４月１日遡及分 

   （  ）令和５年４月１日改定分 
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瑞穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例（平成15年瑞穂市条例第33号）新旧対照表（第８条・第９条関係） 
改正後（案）② 

（令和５年４月１日改定分） 
改正後（案）① 

（令和４年４月１日遡及分） 現行 

（期末手当） （期末手当） （期末手当） 
第５条 略 第５条 略 第５条 略 
２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

退職、失職又は死亡の日現在）において職員が

受けるべき給料月額及びその額に100分の15を
乗じて得た額の合計額に100分の220    

                     

     を乗じて得た額に、一般職の職員の例に

より一定の割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

退職、失職又は死亡の日現在）において職員が

受けるべき給料月額及びその額に100分の15を
乗じて得た額の合計額に、６月に支給する場合

には100分の215、12月に支給する場合には100
分の225を乗じて得た額に、一般職の職員の例に

より一定の割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれ前項の基準日現在

（同項後段に規定する者にあっては、任期満了、

退職、失職又は死亡の日現在）において職員が

受けるべき給料月額及びその額に100分の15を
乗じて得た額の合計額に、100分の215    

                     

     を乗じて得た額に、一般職の職員の例に

より一定の割合を乗じて得た額とする。 

適用：（  ）令和４年４月１日遡及分 

   （  ）令和５年４月１日改定分 
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瑞穂市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の概要

・改正条例第１条、第２条

　○　勤勉手当支給月数の改定　＜条例第２３条の７関係＞　・・・①R4.4.1遡及適用、②R5.4.1改定

単位：月

※（　）内は特定管理職員
※<　>内は再任用職員（R5年度以降、定年前再任用短時間勤務職員）

　○　給料表の改定　＜条例別表第１・第２関係＞　・・・R4.4.1遡及適用

各給料表を引上げ（平均０．３％の引上げ（再任用除く）。初任給、若年層のみ。）

・改正条例第３条、第４条

　○　期末手当支給月数の改定　＜条例第９条関係＞　・・・①R4.4.1遡及適用、②R5.4.1改定
単位：月

　○　給料表の改定　＜条例別表関係＞　・・・R4.4.1遡及適用

・改正条例第５条

　○　給料表の改定　＜条例別表第１・第２関係＞　・・・R5.4.1改定

・改正条例第６条～第９条

　○　期末手当支給月数の改定　＜いずれも条例第５条関係＞　・・・①R4.4.1遡及適用、②R5.4.1改定

単位：月

<0.5>

（2.4）

<0.675> <0.475>

<0.675>

（2.0）

<0.475>

（2.4）
2 2

（2.0） （2.3）

<0.45>

<0.675>

<0.675>

（2.0）

６月期

１２月期

<0.675> <0.45>

<0.675>

(1.0)

2.4 1.9 2.4

瑞穂市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正

瑞穂市職員の給与に関する条例の一部改正

区分
改定前 改定①（R4.4.1遡及）

1.2 0.95 1.2 0.95

1.2 0.95 1.2 1.05

計

改定②（R5年度以降）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1.00
(1.0) (1.15) (1.15) (1.0) (1.2)

1.2

1.00
(1.0) (1.15) (1.0) (1.25) (1.0) (1.2)

1.2
<0.45>

<1.35> <0.9> <1.35> <0.95> <1.35> <0.95>

2.4

計 4.3 4.4 4.4

4.4

瑞穂市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

瑞穂市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正

区分 改定前
改定①

（R4.4.1遡及）
改定②

（R5年度以降）

瑞穂市常勤の特別職職員の給与に関する条例の一部改正

4.3 4.4

６月期 2.15 2.15

<2.25> <2.3> <2.3>

2.2
１２月期 2.15 2.25 2.2

区分 改定前
改定①

（R4.4.1遡及）
改定②

（R5年度以降）

６月期 1.625 1.625 1.65
１２月期 1.625 1.675 1.65

計 3.25 3.3 3.3
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